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序  

ここに平成24年度（2012年度）独立行政法人国立健康・栄養研究所研究報告書第61号として、当研究所の調

査研究業務内容についてまとめましたのでお届けいたします。 

 

当研究所は、大正9年（1920年）9月に内務省所管の栄養研究所（初代所長 佐伯矩）として創設され、昭和

13年（1938年）に厚生省所管の研究所となりました。昭和23年（1948年）には「国立栄養研究所」として、現

在の新宿区戸山に移設され、平成元年（1989年）に、身体活動・運動に関する研究部門を加え、「国立健康・栄

養研究所」となり、平成13年（2001年）には独立行政法人化されています。これまで第1期中期計画、第2期

中期計画を終え、平成23年度（2011年度）より第3期中期計画に入っています。平成24年度（2012年度）は、

第3期中期計画の2年度目です。  

 

第3期中期計画では、『生活習慣病予防のための運動と食事の併用効果に関する研究』『日本人の食生活の多様

化と健康への影響、及び食生活の改善施策に関する栄養疫学的研究』『｢健康食品｣を対象とした食品成分の有効

性評価及び健康影響評価に関する調査研究』『研究所の研究能力を向上させるための基礎的・独創的・萌芽的研

究』『小児から高齢者までの生涯にわたるライフステージに応じた間断ない食育をより効果的に推進するための

調査研究』を重点調査研究項目として位置づけ、調査研究業務を行っています。 

 

身体活動・運動、食生活と栄養、食品、をキーワードとして、一貫して国民の健康づくり、生活習慣病の予防、

食の安全・安心、QOL の向上、生活の豊かさの確保に資する調査・研究を行い、国内外の学会・アカデミア・専

門職へ情報を発信しています。また、厚生労働省をはじめ、内閣府、消費者庁など、国の公共政策をサポートす

る業務を実施しています。厚生労働省とともに国民健康・栄養調査を行い、食事・栄養摂取状況、身体活動・運

動状況、生活習慣（喫煙・飲酒などを含む）状況を調べ、その動向と推移を報告しています。それは、日本人の

食事摂取基準および運動基準・指針の策定に活かされ、学校、病院、各種施設の給食・調理の基準となり、食品

添加物、農薬や放射性物質などの摂取量・曝露量の把握といった食品の安全性評価・リスク管理に活用され、「健

康日本 21」「特定健康診査・特定保健指導」の根拠となり、国民の健康状態を計るものさしになっています。ま

た、健康食品の許可試験・収去試験を行い、国民および専門職に対して、食品の有効性と安全性に関する情報を

発信しています。 

 

私どもの調査研究業務に対しては、常に自己点検・自己評価を行いつつ、外部評価委員会をはじめ、厚生労働

省独立行政法人評価委員会、総務省政策評価・独立行政法人評価委員会などの評価や助言を受け、調査研究業務

を遂行しているところでありますが、皆様には、本報告書をご高覧のうえ、ご意見、ご助言等をいただければ幸

いです。 

 

今後とも一層のご支援とご指導を賜りますよう、お願い申し上げます。 

 

                平成25年（2013年）3月31日 

独立行政法人  国立健康・栄養研究所 

理事長  徳 留 信 寛 
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Ⅰ 研 究 所 概 要 

 

1.平成 24 年度研究・業務の概況 
 当研究所は、平成 13(2001)年度より独立行政法人

となり、平成 24 年度は第 3 期中期計画(～平成 27 年

度)の２年目に当たる。人々の栄養･食生活、運動と健

康との関わりについて、基礎から応用に至るまでの調

査及び研究を包括的かつ国際的な水準で行い得る試験

研究機関として、「特にヒトを対象とした研究に関し

て、わが国の大学・研究機関の中心的存在として、総

合的・統合的な研究を推進するとともに、研究者を育

成する役割を果たす。厚生労働行政上の重要な健康･

栄養施策を推進する上で不可欠な科学的根拠を質の高

い研究によって示し、それらを専門的立場から要約し

て発信するとともに、健康科学･栄養学領域において、

アジア地域への貢献を含め、国際的なリーダーシップ

を担う」(中期目標)ことが、当研究所に求められる役

割である。 
 こうした目標を達成するために、国の生活習慣病対

策等の施策としてより効果的な反映が見込まれる次の

研究業務を重点的に行っている。 
・生活習慣病予防のための運動と食事の併用効果に関

する研究 
・日本人の食生活の多様化と健康への影響、及び食生

活の改善施策に関する栄養疫学的研究 
・「健康食品」を対象とした食品成分の有効性評価及

び健康影響評価に関する調査研究 
その他にも、外部の競争的研究資金を獲得して、関

連領域の基礎から応用、開発型の研究を行っている。

また、今後の新たな研究展開につながるような萌芽的

研究を若手研究者を中心に活発に行っている。(下表)

（表）外部研究費の獲得状況      （単位：千円） 
  

 
競争的研究費 受託研究費 

計 
補助金 助成金 受託契約 共同契約 寄付金

(件数) 
金額 

(件数)
金額

(件数) 
金額 

(件数) 
金額 

(件 数 )
金額

(件数)
金額

公 的 機 関 
主任 (27) 

146,104 
(4) 

16,287 
(-) 
- 

(-)
-

(31)
162,391

分担 (21) 
25,711 

  (21)
25,711

民間企業等 
主任  (9)

2,830
(1) 

3,300 
(9) 

11,960 
(-)
-

(19)
17,540

分担    

計 
(48) 

171,815 
(9)

2,830
(5) 

19,587 
(9) 

11,960 
(-)
-

(71)
206,192

 
 個々の研究内容及び研究成果の発表については、各

研究部/センターからの報告及び、研究成果の発表を

参照されたい。研究成果の公表実績の一部を下表にま

とめた。 
 （表）研究成果の公表実績 

原著論文 学会発表(招待講演) 学会発表(一般演題)

英文 和文 国際学会 国内学会 国際学会 国内学会

84 22 0 12 24 112 
 
 また、研究の成果を社会に還元し、国民の健康づく

りに役立てていただけるよう、情報センター(情報部

門)及び国際産学連携センター(対外部門)、並びに事

務部業務課が中心となって、ホームページ等を介した

情報提供、NR 事業、セミナー(一般及び専門家向け)、

研究所の公開（オープンハウス）等を行った。NR 事

業としては、平成 24 年 6 月に第 9 回 NR 認定試験を行

い、累計で 5,675 が合格している。また、有資格者へ

のフォローアップ研修を行った。 
なお、平成 22 年に厚生労働省が行った省内事業仕

分けの結果を踏まえ、第三者機関への移管先を一般社

団法人日本臨床栄養協会に決定し、移管先と協議を行

い、平成 27 年 7 月までに移管を終えることを合意し、

平成 24 年 4 月より、順次 NR からの移籍手続を開始し

た。 
 若手研究者の育成という観点からは、お茶の水女子

大学、東京農業大学、女子栄養大学、早稲田大学等と

の連携大学院や、全国の管理栄養士を養成する大学・

大学院での特別講義等を通じて、ネットワーク型の人

材育成を着実に進めてきた。              
国際協力についてもアジア太平洋諸国との間で栄養

調査、栄養改善及び健康づくり等に関する共同研究の

中心的な役割を果たすよう取り組んでいる。まず

WHO の GEMS/Food プログラム協力機関として食品

安全に関連する食品摂取量のデータを提出した。また、

WHO 研究協力センター“ Nutrition and Physical 
Activity”の設置に向けて WHO への協力を強化してい

る。「若手外国人研究者招へい事業」では、インドネ

シアの研究者を受け入れ、フォローアップ共同研究事

業として平成 22 年度に受け入れたマレーシアの研究

者と共同研究を実施した。JICA の地域別研修では、

「アジア・太平洋地域問題解決型の保健専門職人材育

成（平成 23 年度より）」および「アフリカ地域 女性

指導者のための健康と栄養改善（平成 17 年度より）」

において国際栄養の専門家として講師対応を行ってい

る。 
 
 

2.評価委員会 
(1)外部評価委員会 

 下記の 9 名の委員で構成される国立健康･栄養研究

所外部評価委員会については、平成 25 年 3 月 11 日

(月)に平成 24 年度業務実績事後評価及び平成 25 年度

計画事前評価を行った。 
【委 員】 

五十嵐脩 (神奈川工科大学教授)(委員長) 

伊藤 裕 (慶應義塾大学医学部教授) 

逢坂哲彌 (早稲田大学理工学術院 ナノ理工学研

究機構長) 

加藤則子 (国立保健医療科学院統括研究官) 

川島由起子 (聖マリアンナ医科大学病院栄養部長) 
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下光輝一  (公益財団法人健康・体力づくり事業

財団 理事長) 

林  清 ((独)農業･食品産業技術総合研究機構

食品総合研究所長) 

豊田正武 (国立医薬品食品衛生研究所 名誉所

員) 

三保谷智子 (女子栄養大学出版部香川昇三・綾記

念展示室) 

(2)内部評価委員会 

 下記により構成される国立健康･栄養研究所内部研

究業務評価委員会については、平成 24 年 11 月 19 日

(月)に研究部／センター中間報告会を、平成 25 年 3
月 11 日(月)には平成 24 年度事後評価を行った。 
【委 員】 
鈴木幸雄 (理事) 

岡山 明  (監事) 

千村 浩 (研究企画評価主幹) 

瀧本秀美 (栄養教育研究部長) 

宮地元彦 (健康増進研究部長) 

窪田直人 (臨床栄養研究部長) 

田中茂穂 (基礎栄養研究部長) 

石見佳子 (食品保健機能研究部長) 

梅垣敬三    (情報センター長) 

西 信雄    (国際産学連携センター長) 

吉田光男   (事務部長) 

 

 

3.研究所主催･共催セミナー 
(1)当研究所主催第 14 回一般公開セミナー 
主 題: 健康づくりは社会とともに 
日 時: 平成 25 年 2 月 16 日(土) 

場 所: よみうりホール(東京都千代田区) 

主 催: 独立行政法人国立健康･栄養研究所 

後 援: 厚生労働省／文部科学省／消費者庁／東京都

／千代田区／国立保健医療科学院／独立行政

法人国立国際医療研究センター／独立行政法

人国民生活センター／社団法人日本医師会／

公益社団法人日本フィットネス協会／公益社

団法人日本栄養士会／公益財団法人健康・体

力づくり事業財団／特定非営利活動法人日本

健康運動指導士会 
 
賛助企業: アサヒ飲料株式会社／味の素ゼネラルフーヅ

株式会社／株式会社伊藤園／大塚製薬株式会

社／オムロンヘルスケア株式会社／花王株式

会社／キッコーマン株式会社／協和発酵バイ

オ株式会社／キリン株式会社／サントリーウ

エルネス株式会社／株式会社ニチレイフーズ

／日清オイリオグループ株式会社／日本サプ

リメント株式会社／一般社団法人日本植物油

協会／日本豆乳協会／ネスレ日本株式会社／

パナソニック株式会社／不二製油株式会社／

フジッコ株式会社／株式会社ヤクルト本社／

株式会社リコム／株式会社ルネサンス 
プログラム: 

○研究所の活動報告(千村浩) 
(基調講演)  健康日本２１（第二次）とこれからの 

健康づくり 

（津下一代） 

(講演 1) キレイと健康は両立しない！？ 

若い女性の食生活の何が問題か 

（瀧本秀美） 

(講演 2) これからの日本人の減塩大作戦！ 

（西 信雄） 

(講演 3) これからどうなる？みんなの歩数。はじめ

の一歩を踏み出そう！ 

（宮地元彦） 

コーディネーター：田中 茂穂 

 

 

4.意見交換会 

【関係団体】 

（1）公益社団法人日本栄養士会 

  日時：平成 24 年 12 月 7 日（金） 

  議題：管理栄養士の質向上とエビデンス蓄積の方策 

糖質制限食のエビデンスについて 

日本栄養士会の研修への協力可能性について 

運動基準・運動指針の改定について 

国立健康・栄養研究所オープンハウス 2012

について 

一般公開セミナーの生涯学習認定に関して 

（2）独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構食

品総合研究所 

日時：平成 24 年 12 月 20 日（木） 

議題：平成 24 年度の国立健康・栄養研究所の動向

について 

平成 24 年度の食品総合研究所の動向につい

て 

（3）国立保健医療科学院 

日時：平成 25 年 1 月 8 日（火） 

議題：１年間の動向について 

国際協力の研修の受け入れについて 

国立保健医療科学院における研修への協力に

ついて 

（4）独立行政法人国民生活センター 

日時：平成 25 年 1 月 28 日（月） 

議題：国民生活センターにおける健康食品関連の業

務等について 

国立健康・栄養研究所における健康食品関連

の業務等について 

（5）独立行政法人国立国際医療研究センター国際医療
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協力局 

日時：平成 25 年 2 月 26 日（火） 

議題：両機関の国際協力の活動について 

栄養改善および非感染性疾患対策を目的とし

たプロジェクト等での協力について 

（6）特定非営利活動法人国際生命科学研究機構（ILSI  

Japan） 

日時：平成 25 年 2 月 27 日（水） 

議題：ILSI Japan 健康推進協力センターの活動に

ついて 

研究活動における連携について 

【行政機関】 

（1）厚生労働省医薬食品局食品安全部 

新開発食品保健対策室 

議題：健康食品の安全性確保について 

（2）消費者庁食品表示課 

議題：来年度の業務協力の内容について 

今年度の請負事業の結果について 

栄養表示の分析精度管理について 

許可試験の検査料の改定について 

食品表示の法案について 

（3）内閣府食育推進室 

議題：政府の食育施策推進方針について 

食育推進全国大会について 

（4）厚生労働省健康局がん対策・健康増進課 

議題：平成 24 年国民健康・栄養調査について 

次期食事摂取基準の策定について 

身体活動基準・指針の策定について 

 

 

5.研究倫理審査委員会 
 研究倫理審査委員会の各部会において、以下の課題

について、研究計画の倫理的妥当性等を審査した。 
 
(1)実験動物研究審査委員会 

・視床下部腹内側核破壊動物の肥満病態に関する研究 
・熱産生における脳および消化管ペプチドの役割 
・睡眠とエネルギー代謝調節の脳機構の研究 
・血管内皮細胞と膵β細胞における IRS－２の役割に

ついて 
・肝臓、視床下部とマクロファージにおけるインスリ

ン受容体基質（Irs）の役割について 
・健康食品素材に関する有効性と安全性の検討 
・特定栄養素欠乏による脳血管障害への影響およびそ

のメカニズムの解明 
・肝臓における脂質代謝・合成の制御による生活習慣

病予防法の開発 

・食品中の栄養素等の生理機能の評価並びに表示との

関係に関する基礎的調査研究 
・抗酸化物質大量摂取時の安全性評価：運動の有用作

用に及ぼす影響 
・アスリート女性の骨粗鬆症予防のための栄養生理学

的研究 
・男性骨粗鬆症に対する大豆イソフラボン代謝産物の

作用とその作用機序の解明 
(2)研究倫理審査委員会 

・幼少期における食を通じた親との関わりが若年成人

の朝食欠食に及ぼす影響 
・災害時等非常時における食・栄養支援体制構築に関

する研究  
・メタボリックシンドロームを対象とした実食型フー

ドモデルの有効性に関するパイロット研究 
・生体内タウリン動態と体脂肪蓄積に関する研究 
・「健康づくりのための運動基準」における身体活動

量および最大酸素摂取量の基準値と生活習慣病罹

患・生命予後との関係：日本人男性労働者を対象に

したコホート研究 
・生活習慣病一次予防に必要な身体活動量・体力基準

値策定を目的とした大規模介入研究の追跡調査 
・茶カテキンの体脂肪に対する効果確認予備試験 
・良好な妊娠転帰を目指した妊婦への食生活指導介入

研究 
・2 型糖尿病患者におけるエネルギー必要量、基礎代

謝量、身体活動量、基質酸化適応能に関する研究 
・看護学生のコミュニケーション能力を高めるコーチ

ング学習プログラムと評価方法の開発 
・筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）患者における総消費

熱量測定に関する研究 
・乳幼児期のエネルギー消費量の正確な推定方法の開

発 
・自然災害時の栄養ケア・マネジメントに関する調査 
・スポーツ選手におけるトレーニング中のエネルギー

消費量を評価するための活動記録用紙の開発 
・亀岡市在住高齢者の身体機能評価とその後の転倒・

介護予防に関する前向きコホート及び運動介入 
・栄養素摂取と循環器疾患および食品についての知識

に関する調査研究 
・食事摂取基準の活用に向けた有疾患小児および健常

児におけるエネルギー必要量の評価 
・閉経後における肥満・サルコペニア予防のための運

動がエネルギー基質選択に与える影響 
・長距離競技者の身体組成と安静時代謝量に関する研

究 
・食事摂取基準の活用に関する研究 
・二重標識水法を用いたエネルギー消費量の推定研究 
・様々な年齢、体型、身体活動レベルを対象にした総

エネルギー消費量の評価とこれらを決定する要因の

検討 
・小児の肥満予防と身体機能向上に必要な身体活動の

目標設定のための追跡調査 
・新型テレビゲーム実施中のエネルギー消費量（メッ

ツ値）定量に関する研究 
・地域高齢者の食生活支援の質及び体制に関する調査 
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・上気道感染易罹患と目鼻いじりの関係：日本人労働

者を対象とした健康診断とアンケートの結果解析 
・仮設住宅に居住する東日本大震災被災者の食環境及

び身体活動に関する研究 
・胸部に装着した加速度計・心拍計を用いた身体活動

識別法の検討 
・スポーツ選手におけるトレーニング中のエネルギー

消費量を評価するための活動記録用紙の開発 
・オーダーメイドヘルスケアのための生活習慣病危険

因子および運動行動、摂取行動における遺伝的要因

の解明 
・高齢者における体力と免疫力との関係について 
・長期間の運動トレーニングが器官組織レベルの身体

組成と基礎代謝量に及ぼす影響 
・幼児の生活習慣とサプリメント利用に関する調査 
・1 食毎に異なる栄養素組成が基質利用および食欲に

及ぼす影響 
 

【研究倫理審査委員会委員名簿】 
 伊藤洋志  （田賀法律事務所 弁護士） 
稲葉 裕  （実践女子大学教授：委員長） 

 大前和幸  （慶應義塾大学教授） 
 後藤田貴也 （東京大学医学部付属病院准教授） 
 辻 政治  （日本女子大学附属豊明小学校教諭） 
 窪田哲也  （臨床栄養研究部栄養療法研究室長） 
 窪田直人  （臨床栄養研究部長） 
 佐藤陽子  （情報センター 研究員） 
 鈴木幸雄  （理事：副委員長） 
 髙田和子  （栄養教育研究部栄養ケア・マネジメ 

ント室長） 
 竹林 純  （食品保健機能研究部 研究員） 
 田中茂穂  （基礎栄養研究部長） 
 千村 浩  （研究企画評価主幹） 
 西 信雄  （国際産学連携センター長） 
 宮地元彦  （健康増進研究部長） 
 
【実験動物研究審査委員会委員名簿】 
 窪田直人  （臨床栄養研究部長：委員長） 

大坂寿雅  （基礎栄養研究部上級研究員） 

 窪田哲也  （臨床栄養研究部栄養療法研究室長） 

  竹林 純  （食品保健機能研究部 研究員） 
 山崎聖美  （基礎栄養研究部上級研究員） 

 

 

6.栄養情報担当者(ＮＲ)の養成 
(1) 第９回栄養情報担当者認定試験 

 日 時: 平成 24 年 6 月 10 日(日) 

 場 所: 日本大学(東京都千代田区) 
     TKP 大阪梅田ビジネスセンター(大阪府大

阪市福島区) 

 受験者数:  636 名 
  合格者数:  404 名 
(2)栄養情報担当者(ＮＲ)研修会の開催 

 大阪会場:平成 24 年 10 月 6 日(土) 

 東京会場:平成 24 年 10 月 14 日(日) 

岡山会場:平成 24 年 10 月 20 日(土) 

福岡会場:平成 24 年 11 月 18 日(日) 

 仙台会場:平成 24 年 12 月 1 日(土) 

 名古屋会場:平成 24 年 12 月 9 日(日) 

 

 

7.連携大学院 
(1)国立大学法人お茶の水女子大学 
(2)東京農業大学大学院 
(3)女子栄養大学大学院 
(4)早稲田大学スポーツ科学学術院 
(5)名古屋市立大学大学院 
(6)福岡女子大学 
(7)東京農工大学 
(8)聖徳大学 

(9)静岡県公立大学法人静岡県立大学 

(10)国立大学法人岐阜大学 

 
 

8.他の研究機関等との連携 
(1)国民生活センター 
(2)宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ） 
(3)国立医薬品食品衛生研究所 
(4)国立極地研究所 
(5)国立保健医療科学院 
(6)独立行政法人農業･食品産業技術総合研究機構食品

総合研究所 
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Ⅱ 研究･業務の進捗及び成果の概要 

栄養疫学研究部 
 
 
１．研究部／研究室の概要 
（１）研究部の概要 

栄養疫学に関する基礎ならびに応用研究を行い、日本

人の食生活の多様化と健康への影響を明らかにするとと

もに、わが国の公衆栄養行政に不可欠な科学的根拠を提

供する。具体的には、国民健康･栄養調査の集計業務を

担当するとともに、結果の質の向上をめざした環境整備

や基礎研究を行う。また、食事摂取基準の改定において

必要とされる学術的資料を作成するとともに、そのため

の基礎研究を行う。 

 

（２）研究室の概要 

ａ．国民健康・栄養調査研究室 

・当研究所の法定業務である国民健康・栄養調査の集計

業務を担当する。 

・国民健康・栄養調査等における調査精度の向上や技術

的・学術的なレベルアップに寄与できる調査・研究等

を実施する。 

・都道府県、政令市、中核市、特別区等に勤務する行政

栄養士を中心に関連する事柄を中心に研修や情報提供

等の支援業務を行う。 

 

ｂ．食事摂取基準研究室 

・５年ごとに改定されている「日本人の食事摂取基準」

の策定に必要な栄養学的知見を系統的、かつ、網羅的

に収集、蓄積、解読し、策定の効率化と質の向上の一

助とする。 

・日本人の食事摂取基準の策定に資する基礎資料を得る

ための、ヒトを対象とした栄養疫学研究を実施する。 

 

（３）構成メンバー 

 研究部長： 

千村浩 （研究企画評価主幹併任）（～12 月） 

瀧本秀美 （栄養教育研究部長併任）（1 月～） 

 研究室長： 

   奥田奈賀子 （国民健康・栄養調査） 

笠岡（坪山）宜代 （食事摂取基準） 

 研究員： 

坪田（宇津木）恵（国際産学連携センター併任） 

中出麻紀子 

野末みほ（７月まで） 

猿倉薫子（７月まで） 

 特別研究員： 

今井絵理 

吉澤剛士（６月より） 

 客員研究員： 

佐々木敏 （東京大学） 

由田克士 （大阪市立大学） 

協力研究員： 

   

  黒谷佳代 （(独)国際医療研究センター） 

細川裕子 （目白大学） 

菊池有利子 （ミネソタ大学） 

 技術補助員： 

鈴木洋子、中山真樹、福羅由美（～７月）、大和

田美佳（12 月～）、近藤明子、瀧沢あす香、吉田

和枝 

 

 研修生： 

伊勢さとみ、神田千緩、孫田みなみ、菅愛実、 

前澤友美（9 月～）、堀江早喜（８月～） 

    

２．年度計画 
ａ．国民健康・栄養調査研究室 

・ 次期「健康づくり運動」の策定と開始前評価のため、     

国民健康・栄養調査の機能強化とデータ利活用を通じ

て、個人の生活習慣の改善を環境面から支援するため

の施策に資する研究を行う。 

・ 国民健康・栄養調査の集計業務については、より一  

層の効率化と結果公表までの期間の迅速化を図るとと

もに、調査対象者への結果の返却を速やかに行うよう

に努める。 

・国民健康・栄養調査や自治体が独自に実施する健康・

栄養調査における調査担当者等に対して、講習や情報

提供などを通じて積極的な技術支援を行う。 

・健康・栄養調査業務支援ソフト「食事しらべ」の改 

訂版（2012 年版）を作成し、業務の短縮化や経費節減

への取り組みを前進させる。 

・健康・栄養調査全般に関わる高度化並びに精度管理 

に関する研究を行う。 

・栄養調査成績を中心とした各種データを用いた疫学研

究を行う。 

 

ｂ．食事摂取基準研究室 

・次期（2015 年版）の「日本人の食事摂取基準」改定に

向け、研究所内外の学識者で構成されるワーキングメ

ンバーのとりまとめの役としてレビュー作業等を開始

する。平成 23 年度に公開した文献のデータベースを

活用したエビデンス不足部分の同定、データベースの

改良にも取り組む。 

・「日本人の食事摂取基準」策定にエビデンスが不足し

ているライフステージに重点を置き、日本人高齢者や

妊婦・授乳婦の栄養素摂取状況や健康状態，生体指標

との関連を検討する。食事摂取基準の活用理論および

活用方法を確立するため、日本の活用目的の独自性の

解明と、それに適応した活用方法、食事摂取基準評価
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法の開発を進める。 

・管理栄養士等専門職にむけた食事摂取基準の教育・普

及活動を通じて、知識の正しい定着、一般国民への食

生活改善を目指す。 

・災害時等の非常時の栄養管理において食事摂取基準を

活用するための検討を行う。 

・WHOCC の取得に向けて、アジア地域において食事摂取

基準を策定するための支援ツールを作成する。 

 
３．進捗状況（成果） 
ａ．国民健康・栄養調査研究室 

●【平成 23 年国民健康・栄養調査の集計】 

・平成２３年分の集計業務に関し、集計・作表業務の標

準化を行い、研究室スタッフ全員で作業を分担する体

制とした。これにより相互チェックが容易となるとと

もに、指示の変更に対しても確実・迅速に対応するこ

とが可能となった。 

●【平成 24 年国民健康・栄養調査の集計】 

・「健康日本 21（第 2 次）」(平成 25 年度より 10 年間)の

前年にあたる今年度国民健康・栄養調査（拡大規模）

の円滑な遂行のために、「平成 24 国民健 康・栄養調

査必携」の改編ならびに新規作成された「平成 24 年

国民健康・栄養調査 栄養摂取状況調査マニュアル」

(発行：厚生労働省)の作成に協力した。 

・客体数の増加による帳票数の増大に対し、遅滞ない安

全な処理・集計を可能とするため、入力委託業者への

帳票引渡しにおいては QR コードを用いた帳票管理シ

ステムを新たに開発し、これを用いて作成した電子媒

体による引渡しを可能とした。栄養調査結果のレビュ

ー作業も、一定の基準にもとづく外れ値の者を中心と

したサンプリング世帯に対して実施し、自治体に対し

ては次年度以降の栄養調査の標準化に役立つ情報とし

てのレビュー結果の報告を行う。一連のデータ処理・

レビュー作業は H25 年 3 月末に終了した。 

●【健康・栄養調査技術研修セミナーの開催】 

・今年度調査の遂行に必要な、自治体調査責任者による

行政栄養士・調査員への伝達講習システムの実施のた

め、各種教材（スライド教材、PDF 教材）を作成し、

各自治体、保健所職員がダウンロードにより活用でき

るよう当研究所ホームページ上に置いた。 

・「調査責任者技術研修」（厚生労働省主催、7 月 23 日～

9 月 10 日にかけて 4 回開催、各回１日間、参加者は合

計 181 名）に講師として協力した。講習内容は、調査

の標準化を目的として調査の実施上のポイントを説明

するとともに教材の説明を行い、保健所職員・調査員

に対する伝達・講習のポイントを説明した。これら参

加者により 125 自治体・475 調査地区での調査に関わ

る保健所職員・調査員対する伝達・講習が行われた。

各自治体での伝達講習により、総計で 2543 名の調査

技術講習が行われた。 

●【健康・栄養調査業務支援ソフトウェア「食事しらべ

2012」の改定と普及】 

・今年度用に、食事摂取状況調査結果入力用ソフト「食

事しらべ 2012」を「食事しらべ 2011」から改修する

ことにより完成させた。各自治体との連絡においては、   

各自治体情報をデータベース化しメール連絡を多用す

るなど、事務作業の各段階で効率化を推進した。 

●【 健康・栄養調査全般に関わる高度化並びに精度

管理に関する研究】 

・国民健康・栄養調査結果の活用についての研究と

して、公表されている平成 15～22 年の喫煙率等

に対する対象集団の年齢構成の影響や我が国の人

口構成の高齢化の影響を検討した。公表されてい

る年齢階級別喫煙率を各調査年の人口構成で調整

した喫煙率は公表されているより高値であり、喫

煙率の解釈には年齢構成による影響を考慮する必

要があると考えられた。 

 

ｂ．食事摂取基準研究室 

●【食事摂取基準のエビデンスに基づいた改定とさ

らなる活用を目指した研究の実施】 

・食事摂取基準の策定の標準化を目指し、諸外国の

ガイドライン作成におけるガイダンスを調査し、

それぞれのレビューシステム、エビデンススケー

ル等を比較・検討した。 

・「日本人の食事摂取基準 2010 年版」のエビデンス

の体系的レビューを行い、不足部分を同定したと

ころ、推定平均必要量を算定している栄養素のう

ち約 30％しか日本人の根拠が使われていないこ

とが明らかとなった。耐容上限量に関しては、

1980 年代の論文 1 報で基準値を策定している栄

養素が 5 種類存在した。ライフステージ別では、

特に高齢者の基準値を策定するエビデンスが国内

外ともに不足していることが明らかとなった。 

・日本人で不足しているエビデンスを創出するため、

国民健康・栄養調査プールデータを用いた再解析

を実施した（2 次利用承認済）。特に、超高齢化

社会に対応するため、高齢者の性年齢別の栄養素

摂取量および生体指標を解析し、高齢者において

は男女ともに加齢に伴いエネルギーおよびたんぱ

く質等の栄養素の摂取量が減少すること、アルブ

ミン値が低い者の割合が増えることが明らかとな

った。 

・食事摂取基準の活用状況及び活用上の課題を把握

することを目的として、日本における活用状況を

調査した。政府が策定する食事指針等のほとんど

に食事摂取基準が活用されていたが、活用のタイ

ムラグが生じていること、実際の活用内容を明確

に示していない食事指針等が多いことが明らかと

なり、現場での活用を妨げている要因の一つと考

えられた。 

・種々の食事評価法において食事摂取基準の値から

摂取量の評価を行う上での課題として、ビタミン

C 等の一部のビタミン・ミネラルにおいて調査時

期（季節）および調査日数が影響することが明ら

かとなった。 

 

●【日本人の食事摂取基準 2015 年版策定に向けた

業務】 

・次期（2015 年版）の「日本人の食事摂取基準」改    

定に向け、研究所内外の学識者で構成されるワー

キングメンバーのとりまとめの役としてレビュー 
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作業の事前準備を実施した。策定を標準化するための   

レビューシステム素案の作成、食事摂取基準 2010 年  

版のエビデンス体系的レビュー結果から抽出された次  

期策定におけるレビューの重点領域の同定を行い、こ 

れらについて厚生労働省及び関係諸機関に資料や技術 

の提供を行った。 

・平成 23 年度に公開した食事摂取基準策定エビデンス

データベースを改良し、取り扱う参考文献の掲載率を

3.9％（平成 23 年 11 月）から 99.3％（平成 24 年 10

月）に増加させた。 

 

●【日本人の食事摂取基準の普及啓発・活用促進業務】 

・世界へ向けた「日本人の食事摂取基準」（2010 年版）

の発信を目的として、英語版概要を作成し、HP にて公

開した（４月）。また、英語論文として公表（Journal 

of Nutritional Science and Vitaminology 誌）する

ため、研究事務局として企画・編集を担当し内容を取

りまとめた。（３月） 

・東日本大震災の対応として作成した、「避難所におけ

る食事提供の評価･計画のための栄養の参照量」、食品

構成、食品具体例活用状況について、一般国民向け資

料を作成した。 
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健康増進研究部 
 
 
１．研究部／研究室の概要 
（１）研究部概要 

健康増進研究部は、（独）国立健康・栄養研究所第三

期中期計画に示された、生活習慣病予防のための運動と

食事の併用効果に関する研究を行う。 

これは、運動・身体活動や適切な食事による生活習慣

病等の一次予防、身体活動や食事といった環境因子と遺

伝的因子の相互作用の解明、並びに運動と食事とによる

テーラーメード予防法に関して、ヒトや集団を対象とし

た調査・実験を行うものである。 

特に、ａ．運動基準・指針の改定あるいは国民健康・

栄養調査の問診票や実施・分析方法の改善のための科学

的根拠を提示する、ｂ．遺伝因子と各栄養素摂取量、身

体活動量等の環境因子との関係を明らかにし、生活習慣

病等の発症に対する、遺伝と環境の相互作用を解明する

ことを目的とする。 

 

（２）研究室の概要 

ａ．運動ガイドライン研究室 

 厚生労働省の「健康づくりのための運動基準 2006」や

「健康づくりのための運動指針（エクササイズガイド）

2006」の策定・改定及びその普及・啓発に資する研究・

調査並びに、それらを活用した生活習慣病予防の方策に

関する以下の研究・調査を実施する。 

・「健康づくりのための運動基準ならびに運動指針」作

成・改定のための文献収集並びに検討（システマティ

ックレビュー）とそれらから抽出したデータの統計分

析（メタ解析）を行う。この作業を通じて、基準値の

改定や提案に必要なエビデンスを提供する。 

・「健康づくりのための運動基準 2006」に示された生活

習慣病予防のために必要な身体活動量・運動量・体力

の基準の妥当性を検討するための大規模無作為割付介

入研究を行う。 

・身体活動量の多寡に関連する遺伝要因の解明と、環境

要因との相互作用について検討する。 

・肉体疲労あるいは精神疲労を、早期発見あるいは回復

経過を明らかに出来るようにし、適切な「休養」を取

る事で「運動」による継続的な健康増進が可能となる

ような研究を行う。 

 

ｂ．身体活動評価研究室 

 身体活動量ならびに体力の評価法の開発と、それらを

活用した身体活動疫学研究を実施することを目的に以

下の研究・調査を実施する。 
・国民健康・栄養調査での身体活動・運動調査や健康づ

くりのための運動基準や運動指針の策定に必要な、さ

まざまな身体活動量の評価法の開発・検討を行う。 
・正確かつ簡便な身体活動の定量法ならびに体力測定法

の確立のための研究を行う。 
・生活習慣病やがん発症と身体活動・運動習慣との関連

を明らにするコホート研究を地域や職域で実施し、国

民の健康増進に寄与するエビデンスを構築する。 

 

（３）構成メンバー 

 研究部長： 

   宮地元彦 

 研究室長： 

   宮地元彦（運動ガイドライン研究室長併任） 

澤田亨（身体活動評価研究室） 

 主席研究員： 

   熊江隆 

 上級研究員： 

山田晃一 

研究員： 

村上晴香 

 流動研究員： 

田中憲子（日本学術振興会特別研究員） 

Julien Tripette（FRSQ 流動研究員） 

 

客員研究員： 

田畑泉（立命館大学） 

大森豊緑（名古屋市立大学） 

吉武裕（鹿屋体育大学） 

真田樹義（立命館大学） 

家光素行（立命館大学） 

山元健太（南テキサス大学） 

福典之（東京都健康長寿医療センター） 

森田明美（甲子園大学） 

塚本浩二（東京ガス株式会社） 

岡本隆史（東京ガス株式会社） 

中田由夫（筑波大学） 

岡浩一朗（早稲田大学） 

井上茂（東京医科大学） 

 協力研究員： 

安田剛（（株）ティップネス） 

河野寛（早稲田大学） 

片山利恵（NPO 法人健康早稲田の杜） 

高山光尚（日本事務器） 

島田美惠子（千葉県立保健医療大学） 

大森由実（神奈川工科大学） 

高﨑尚樹（（株）ルネサンス） 

荒尾裕子（（株）クレメンティア） 

濱嵜秀崇（国立国際医療センター） 

森本友紀恵（NPO 法人健康早稲田の杜） 

丸藤祐子（早稲田大学 

小栁えり（吉備国際大学） 

鎌田真光（日本学術振興会特別研究員） 

竹澤純 

技術補助員： 

佐々木梓、吉池秀之、川上諒子、塙智史、広佐古

愛湖、久保絵里子、林美由紀、中村紗矢香、高畠

鈴子、松下宗洋 
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 研修生： 

佐藤さくら（Ithaca College） 

原秀美（聖徳大学） 

小林俊介（京都大学） 

 

２．年度計画 
ａ．運動ガイドライン研究室 

・運動基準や運動指針で示された運動･身体活動量の妥

当性を検討するための大規模介入研究（1056 名参加）

において、介入・追跡を実施する。 

・運動基準・運動指針改定のための系統的文献レビュー

とメタ解析を実施し、厚生労働科学研究班会議の開催

や各学会でのシンポジウムやワークショップなどを開

催し、改定の方向性等について検討する。 

・健康日本 21 の最終評価の結果を次期国民健康づくり

運動のプラン策定に活かすために、個人の身体活動量

に影響する要因を遺伝と環境の両面から検討する。 

 

ｂ．身体活動評価研究室 

・国民健康・栄養調査における身体活動・運動調査に関

する基礎的な研究を行うとともに、その結果を基に、

調査方法や内容の課題を抽出する。 

・健康関連体力として最も健康と関連が深いと考えられ

ている全身持久力とがん死亡や 2 型糖尿病罹患の関係

を調査する。 

・身体不活動の代表として注目されている座位習慣と健

康の関係を調査する。 

・身体活動の実施の有無と関連のある体重の変化と健康

に関する調査を行う。 

 

３．進捗状況（成果） 
ａ．運動ガイドライン研究室 

・運動基準・運動指針改定のためのシステマティックレ

ビュー、メタ解析での成果をもとに、6 回の研究班会

議を開催し、改定の方向性を検討した。その結果から、

１)生活習慣病だけでなく、がん、運動器障害、認知

症などのリスクを減少させることを目的とした基準を

提案することとした、２）18 歳〜64 歳までの基準値

の変更はなし、３）65 歳以上の基準として、「横にな

ったままや座ったままにならなければどんな動きでも

よいので、身体活動を毎日 40 分行う」を提案した、

３）全ての世代に対する身体活動の方向性として「今

より毎日 10 分ずつ長く歩くようにする」を提案した、

４）健康な人の一次予防だけでなく、既に疾患を有す

るものに対しても基準を安全に適応する、などを提案

することとした。 

・この研究班の成果は、平成 24 年 11 月 7 日から 12 月

26 日にかけて開催された厚生労働省の「運動基準・運

動指針改定のための検討会」において参考資料として

活用され、本内容に基づき「健康づくりのための身体

活動基準 2013」が策定された。 

・運動基準 2006 で示された運動･身体活動量 23 メッ

ツ・時／週の妥当性を検討するための大規模介入研究

において、1〜5 年間の介入期間の分析から、活動量計    
を用いた介入を受けた身体活動介入群において、腰痛

有訴ハザード率が対照群より有意に低いことが明らか

となった。また、メタボリックシンドローム発症ハザ

ード率は低い傾向を示したが、有意ではなく、より長

い観察期間が必要であると考えられる。 

・身体活動の多寡に関連する遺伝的要因を明らかにする

ため、大規模前向き研究参加者 288 名の遺伝子多型を

網羅的に分析（GWAS）し、候補遺伝子を探索した。 

・大規模前向き研究参加者における、生活習慣病危険因

子に対する遺伝子多型と身体活動・体力との相互作用

を検討した。 

・スポーツ選手の疲労と疲労感の評価方法の検討ならび

にスポーツ現場での疲労・疲労感の発現に関する研究

を実施した。 

 

ｂ．身体活動評価研究室 

・健康づくりのための「運動基準 2006」および、本年度

改定された「身体活動基準 2013」における全身持久力

の値の妥当性を検討するために、日本人男性労働者を

対象に身体活動疫学研究を実施した。「運動基準

2006」における望ましい全身持久力の値およびその範

囲については、望ましい範囲以下の群を基準にしてコ

ホート研究を行った結果、範囲以上の群はいずれも範

囲以下群と比較して低い総死亡の相対危険度をしめし

ており、本基準が日本人男性の生命予後を予測する適

切な指標であることを明らかにした。また、現在、

「身体活動基準 2013」として改定された値を用いて 2

型糖尿病罹患の関係についても調査を実施している。 

・近年、身体活動と独立して身体不活動が生活習慣病罹

患や早世と関係があることが示され、身体不活動と健

康の関係に注目が集まっている。身体不活動の代表で

ある座位習慣とメンタルヘルスの関係を横断的に調査

し、座位習慣が多い群はメンタルヘルス不調が多いこ

とが明らかになった。 

・全身持久力の低い群はがん死亡の危険が高いことが知

られているが、アジア人を対象に、肥満度（BMI）別

にその影響を調査した研究はみあたらない。そこで日

本人男性を対象に BMI 別に全身持久力とがん死亡の関

係を調査したところ、BMI の高低には関係なく全身持

久力が低い群のがん死亡の危険度が高いことが明らか

になった。 

・20 歳以降の体重増加と脂質異常症の関係を縦断的に調

査し、20 歳以降の体重増加が多いほど脂質異常症罹患

の危険度が高いことを明らかにした。 

・「佐久肥満改善プログラム」に参加した肥満女性にお

いて、グレリン遺伝子多型が少数型ホモの肥満女性は、

太りやすいにもかかわらず、小食で、蛋白質や脂質を

あまり好まないことを明らかにした。 
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臨床栄養研究部 

 
 
１．研究部／研究室の概要 
（１）研究部の概要 

臨床栄養研究部は、「重点調査研究に関する事項」の

「生活習慣病予防のための運動と食事の併用効果に関す

る研究」に対応し、運動･身体活動による生活習慣病の

一次予防、食事と遺伝的因子の相互作用の解明並びに運

動と食事とによるテーラーメード予防法に関して、ヒト

を対象とした試験、動物や細胞等を用いた研究を行う。

近年、我が国において糖尿病患者は増加の一途をたどり、

罹患者数は約 890 万人を数えるに到っている。糖尿病は

高齢者における主要な疾患の 1 つであり、糖尿病に肥

満･高脂血症･高血圧が合併するメタボリックシンドロー

ムは動脈硬化を促進し、心筋梗塞･脳卒中のリスク増大

を介して日本人の健康寿命を短縮する最大の原因となっ

ている。糖尿病などの生活習慣病は、複数の遺伝因子に

加えて環境要因が組み合わさって発症する多因子病であ

り、その 1 つ 1 つの因子は単独では生活習慣病を発症さ

せる効果は弱いが、複数の因子が組み合わさって生活習

慣病を発症させると考えられている。また近年の我が国

における糖尿病患者数の急増については、日本人が欧米

人に比べ、膵β細胞のインスリン分泌能が低い(遺伝的

素因)ために、高脂肪食などの食事内容の欧米化や運動

量の低下といった変化(生活習慣要因)による肥満･イン

スリン抵抗性状態に対して、膵β細胞がこれを十分に代

償できないことがその一因と考えられている。このよう

な生活習慣病の特性を踏まえて、本プログラムでは糖尿

病や動脈硬化症の発症･進展の遺伝的要因、環境要因並

びにその分子メカニズムを解明する。 

  
（２）研究室の概要 

ａ．メタボリックシンドローム研究室 

生活習慣病を効果的に予防するためには、生活習慣病

の根本的な分子病態の解明とそれに立脚した生活習慣へ

の介入が必須である。現在急増している 2 型糖尿病は、

複数の遺伝因子に加えて環境要因が組み合わさって発症

する多因子病である。そこで本プロジェクトは、2 型糖

尿病を発症しやすくする遺伝子多型を同定し、その機能

が未知のものに対しては、動物モデルを用いて解析する。

また半定量食品摂取頻度調査に基づいた個々人の各栄養

素摂取量並びに身体活動量と、これまでに同定した２型

糖尿病を発症しやすくする遺伝子多型の組み合わせが、

肥満度や血糖値などの臨床指標にどのように影響を及ぼ

しているか、コホート集団を対象に調査・解析する。 
 

ｂ．栄養療法研究室 

近年の我が国における糖尿病患者数の急増については、

高脂肪食に代表される食習慣の欧米化や車の普及などに

よる運動不足といった生活習慣に基因する肥満・インス

リン抵抗性に対して、膵β細胞がこれを十分に代償でき

ないことがその一因と考えられている。そこで、本プロ

ジェクトでは高脂肪食負荷に伴うインスリン抵抗性と代

償性のインスリン分泌増加の分子メカニズムについてモ

デル動物を用いて詳細に検討する。 
 

（３）構成メンバー 

研究部長： 

窪田直人 

室長： 

原 一雄 （メタボリックシンドローム研究室） 
窪田哲也 （栄養療法研究室） 

  任期付研究員： 

井上真理子 

客員研究員： 

門脇 孝 （東京大学医学系研究科糖尿病・代謝

内科） 

門脇弘子 （国際医療福祉大学臨床医学研究セン

ター教授） 

野田光彦 （国立国際医療研究センター病院糖尿

病研究連携部長） 
協力研究員： 

眞鍋一郎 （東京大学医学系研究科循環器内科） 

松下由実 （国立国際医療研究センター臨床研究

センター臨床研究支援部臨床研究推

進室長） 

流動研究員： 

高本偉碩 （東京大学医学系研究科糖尿病・代謝

内科） 

諏訪内浩紹（東京大学医学系研究科糖尿病・代謝

内科） 

技術補助員： 

野崎江里子、高木真奈美、溝口ゆう子 

研修生： 

泉 和生 （国立国際医療研究センター臨床研究

センター臨床研究支援部臨床研究支

援室長） 

加藤昌之 （財団法人国際協力医学研究振興財

団） 

小畑淳史 （東京大学医学系研究科糖尿病・代謝

内科） 

小島敏弥 （東京大学医学系研究科循環器内科） 

浅野智子 （東京大学医学系研究科糖尿病・代謝

内科） 

林 高則 （東京大学医学系研究科糖尿病・代謝

内科） 

桜井賛孝 （東京大学医学系研究科糖尿病・代謝

内科） 

梶原栄二 （東京大学医学系研究科糖尿病・代謝

内科）（9月から） 

佐藤寛之 （東京大学医学系研究科糖尿病・代謝

内科） 

相原允一 （東京大学医学系研究科糖尿病・代謝

内科） 
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横田光祐 （東京大学医学系研究科糖尿病・代謝

内科） 

濵﨑裕子 （東京大学医学系研究科糖尿病・代謝

内科）（10 月まで） 

佐藤直子 （国立成育医療センター小児思春期発

育研究部）（10 月から） 

 

２．年度計画 
ａ．メタボリックシンドローム研究室 

●新規の 2 型糖尿病感受性遺伝子の同定と各栄養素摂

取量と遺伝子多型の相互作用の検討 

これまで 2 型糖尿病感受性遺伝子を同定するにあたり、

2 型糖尿病のようなありふれた疾患・形質というものは、

その遺伝素因の頻度も高いはずであるという common 

disease-common variant 仮説にのっとり、全ゲノムによ

るハップマップを用いた解析あるいは GWAS による解析

により、UBE2E2 遺伝子、C2CD4A/B 遺伝子が 2 型糖尿病

感受性遺伝子であることを同定した。特に UBE2E2 遺伝

子は日本人・東アジア人特有の 2 型糖尿病感受性遺伝子

であり、またオッズ比が 1.21 と KCNQ1 遺伝子と同様頻

度が高く、日本人の糖尿病遺伝素因の中では主要なもの

のひとつであることが判明した。また欧米人でもこれま

でに 40 もの領域が 2 型糖尿病感受性領域として同定さ

れている。しかし、common disease の遺伝素因に

common variant が寄与する割合は低いことが報告され、

最近では common disease の遺伝素因は common variant

のみならず、低頻度の variant も担っているという仮説

が提唱されている。また次世代シーケンサーの開発によ

り、これまでの GWAS ではカバーされない新規の多型が

同定されてきており、これらの多型についても 2 型糖尿

病との関連を調べることで、新規の 2 型糖尿病感受性遺

伝子を同定できる可能性がある。しかしすべての遺伝子

をタイピングするには膨大なサンプル数と費用が必要と

なるため、今回 Imputation 法を用いて、2 つのジェノタ

イピングアレイ間で共通していないマーカーのジェノタ

イプを補完することで、新規の 2 型糖尿病感受性遺伝子

の探索を行う。これまでに罹患同胞対法を用いた全ゲノ

ム解析、候補遺伝子アプローチを組み合わせた統合的解

析や GWAS によって PPARγ遺伝子、アディポネクチン遺

伝子、PGC-1 遺伝子、AMPKα2 サブユニット遺伝子、

HNF4α遺伝子、TCF7L2 遺伝子、HHEX 遺伝子、KCNQ1 遺伝

子、UBE2E2 遺伝子、C2CD4A/B 遺伝子が、日本人におけ

る 2 型糖尿病感受性遺伝子であることを明らかにした。

しかしこれらの遺伝子を含め今までに明らかにされた 2

型糖尿病感受性遺伝子は、2 型糖尿病の発症の 25%しか

説明することができない。そこで本年度は、さらに未知

の 2 型糖尿病感受性遺伝子を明らかにする。また糖尿病

をはじめとする生活習慣病は遺伝素因に環境因子の影響

が組み合わさって発症する多因子病であり、個々人の易

罹患性を予測するためには、個々の遺伝素因と環境因子

に加えて遺伝素因・環境因子の相互作用を考慮に入れた

解析を行いそのデータに立脚した易罹患性予測式を構築

する必要がある。これまでアディポネクチン遺伝子多型

は肥満者でより強く血中アディポネクチン値に影響を与

えていることを明らかにしているが、本研究室では、こ

れまでに明らかにしたインスリン抵抗性やインスリン分

泌、2 型糖尿病に関与する遺伝子多型、各栄養素摂取量、

身体活動量、それらの相互作用項を説明因子として、肥

満度、血糖値、糖尿病の有無などの従属変数をどのよう

に説明しうるかをロジスティック解析によって検討する。

本年度はコホートの対象者について PPARγ遺伝子、アデ

ィポネクチン遺伝子、PGC-1 遺伝子、AMPKα2 サブユニ

ット遺伝子、HNF4α遺伝子、TCF7L2 遺伝子、HHEX 遺伝

子、KCNQ1 遺伝子に加えて、平成 22 年度に明らかにした

2 型糖尿病感受性遺伝子である UBE2E2 遺伝子、C2CD4A/B

遺伝子のタイピングを行い、ロジスティック解析によっ

てインスリン抵抗性、2 型糖尿病発症に関与する遺伝素

因と環境因子の組み合わせを抽出する。 

 

ｂ．栄養療法研究室 

●糖尿病の研究（インスリン分泌を中心に） 

 欧米人と同様、日本人においても 2 型糖尿病感受性遺

伝子であると同定された TCF7L2 遺伝子は、欧米などの

解析から、インスリン分泌能の低下と関連していること

が報告され、これが糖尿病の発症要因であると考えられ

ている。しかしその機能については全く不明である。こ

れまでに、TCF7L2 の機能を膵β細胞で低下させた遺伝子

改変モデル動物を作製し解析したところ、出生直後から

膵β細胞量の減少に伴うインスリン分泌低下により耐糖

能異常を呈していることが明らかとなった。そこで本年

度はそのメカニズムを明らかにするために、単離膵島を

用いてインスリン分泌に関わる遺伝子や細胞増殖に関わ

る遺伝子らについて検討する。 

●メタボリックシンドロームの研究（インスリン抵抗

性を中心に） 

 肝臓は糖・脂質代謝において中心的な役割を果たして

いる臓器の１つであり、インスリンは肝臓において糖新

生を抑制し、脂質合成を促進する。ところが、高脂肪食

負荷に伴う肥満・2 型糖尿病の肝臓では “インスリン作

用における pathogenic paradox”が指摘されている。す

なわち、正常な状態の肝臓では摂食後、インスリンによ

って糖新生は抑制され、脂肪合成が促進される。一方、

肝臓特異的インスリン受容体欠損マウスや我々が作製し

たインスリン受容体基質(IRS)-1/IRS-2 ダブル欠損マウ

スのように肝臓におけるインスリン作用が完全に欠損し

た状態では糖新生抑制と脂質合成がともに障害され、高

血糖と血中中性脂肪・肝臓中性脂肪含量の低下が認めら

れる。ところが、肥満・2 型糖尿病では、糖新生抑制に

対してはインスリン作用の低下が認められ、脂肪合成に

対してはむしろインスリン作用が亢進している病態が認

められる。そこで肥満・2 型糖尿病の肝臓において、な

ぜ糖新生抑制に対するインスリン作用は障害され、脂肪

合成に対するインスリン作用はむしろ亢進するのか、そ

の分子メカニズムを明らかにする。 

 
３．進捗状況（成果） 
ａ．メタボリックシンドローム研究室 

●新規の 2 型糖尿病感受性遺伝子の同定と各栄養素摂

取量と遺伝子多型の相互作用の検討 

まず Imputation の精度について検討したところ、実

際に直接タイピングした遺伝子型と Imputation による

推定遺伝子型の一致率は全体として良好であったが、ア      
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リル頻度が 1%以下の場合、精度は悪いことが明らかとな  ける IRS 蛋白量に関してコントロールマウスは、     

った。この方法を用いてまず 2 型糖尿病 4470 人と非糖

尿病 3071 人について直接ジェノタイプした SNP、また

1000 ゲノムプロジェクトでジェノタイプした東アジア人

194 人の SNP を解析したところ、新規に疾患感受性領域

を同定出来る可能性が示唆された。そこで 1000 ゲノム

プロジェクトの最新の参照パネルを利用し、東アジア人

を対象とした８つの GWAS(合計 18,817 人)を統合し、約

1000 万個の SNP について 2 型糖尿病との関連を

Imputation 法により解析を行った。その結果、これまで

に行った GWAS で報告されている 2 型糖尿病感受性遺伝

子についてはより強い 2 型糖尿病との関連を認め、また

これまでに報告されていない領域についても関連が示唆

された。そこで、これまでに報告されていない遺伝子領

域について、計 5 万人強の東アジア民族のサンプルでフ

ォローアップ解析を行った結果、計 4 か所に 2 型糖尿病

と関連する領域があることが同定された。また、遺伝素

因・環境因子の相互作用については、これまでに明らか

にしてきた 2 型糖尿病感受性遺伝子を用いて、遺伝素

因・環境因子の相互作用を考慮に入れた解析を行い、そ

のデータに立脚した易罹患性予測式を用いて、各栄養素

摂取量と遺伝子多型の相互作用について現在検討中であ

る。 

 

ｂ．栄養療法研究室 

●糖尿病の研究 (インスリン分泌を中心に)  

TCF7L2 の機能を膵β細胞で低下させた遺伝子改変モデ

ル動物では、出生直後から随時インスリン値はやや低下

し、高血糖を呈していた。またこの時膵β細胞のインス

リン含量を測定したところ有意に低下しており、TCF7L2

は膵β細胞の発生・分化の段階から膵β細胞量の調節に

関与している可能性が示唆された。そこで本年度は、そ

のメカニズムを明らかにするために、単離膵島を用いて

インスリン分泌に関わる遺伝子や細胞増殖に関わる遺伝

子について解析を行った。その結果、このマウスではサ

イクリン D、MafA といった細胞増殖に関わる遺伝子とイ

ンスリンの遺伝子発現が有意に低下していた。実際

TCF7L2 の機能を膵β細胞で低下させたマウスでは、膵臓

の MafA 染色にて MafA の著明な低下と western blot に

よる蛋白発現が有意に低下していた。一方、インスリン

分泌機構に関与する遺伝子発現については、コントロー

ル群と差を認めなかった。このことから TCF7L2 は、細

胞増殖を介して膵β細胞量を調節していることが示唆さ

れた。 

●メタボリックシンドロームの研究 (インスリン抵抗

性を中心に) 

肝臓特異的 IRS-1 欠損(LIRS1KO)マウスと肝臓特異的

IRS-2 欠損(LIRS2KO)マウスに高脂肪食負荷を行ったとこ

ろ体重は、LIRS1KO マウス、LIRS2KO マウスともにコン

トロールマウスとは差を認めなかった。まず肝臓におけ

る IRS-1, IRS-2 の遺伝子発現について検討したところ、

IRS-1 の遺伝子発現はコントロールマウス、LIRS2KO マ

ウスいずれにおいても普通食、高脂肪食で変化を認めな

かった。一方 IRS-2 の遺伝子発現は、コントロールマウ

ス、LIRS1KO マウスいずれにおいても絶食時、高脂肪食

において約 1/3 に低下していた。この結果から肝臓にお

LIRS2KO マウスに近い状態に、LIRS1KO マウスはダブル

欠損マウスに近い状態に、一方 LIRS2KO マウスでは高脂

肪食負荷によって特に変化が認められないと考えられた。

次に脂肪肝について検討したところ、LIRS1KO マウスで

はコントロールマウスに比し脂肪肝が顕著に抑制されて

いた。一方、LIRS2KO マウスではコントロールマウスと

同様に脂肪肝が認められた。また de novo の脂肪合成と

肝臓の TG 含量は LIRS2KO マウスはコントロールマウス

と同程度であるのに対し、LIRS1KO マウスでは有意に低

下していた。これと一致して、病態形成に重要な脂肪合

成系の遺伝子発現が、LIRS1KO マウスでは著明に低下し

ていたが、LIRS2KO マウスでは差がなかった。次に糖負

荷試験を行うと、LIRS1KO マウスでは、コントロールマ

ウスに比し顕著な耐糖能障害が認められた。高脂肪食負

荷時ではコントロールマウスでも IRS-2 が低下している

にも関わらず LIRS1KO マウスのほうが耐糖能が悪いこと

から、IRS-2 が低下しているような今回のような状態で

は、IRS-1 が糖代謝を一部代償していたと考えられた。

一方、LIRS2KO マウスの耐糖能異常はコントロールマウ

スに比べて軽度にとどまっていた。これと一致してピル

ビン酸負荷後の血糖値について検討すると、LIRS1KO マ

ウスは普通食では差を認めなかったが、高脂肪食負荷に

より、著明な血糖値上昇を呈していた。一方 LIRS2KO マ

ウスは普通食、高脂肪食ともに軽度の血糖値上昇にとど

まっていた。さらに糖新生系の遺伝子について検討する

と LIRS1KO マウスでは有意に、LIRS2KO マウスでは増加

傾向に留まっていた。以上の結果から、高脂肪食などに

よりインスリン抵抗性が惹起されると、持続する高イン

スリン血症により、IRS-2 の発現が低下し、高血糖が引

き起こされる。この時 IRS-1 の発現は高インスリン血症

により変化しないため、IRS-1 を介する脂肪合成は高イ

ンスリン血症になった分、増強され、脂肪肝を呈すると

考えられた。またこのように IRS-2 が低下した状態では

IRS-1 が一部糖代謝も代償していたと考えられた。その

ため、このような状態で IRS-1 が欠損してしまうと、著

明な高血糖と、一方で脂肪肝の抑制が認められたと考え

られた。対照的に LIRS2KO マウスでは、もともと高脂肪

食負荷により減っている IRS-2 が完全に欠損しただけで 

あったため、やや耐糖能の悪化は認められたものの、コ

ントロールマウスとあまり変化がなかったと考えられた。 
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栄養教育研究部 

 
 
１．研究部／研究室の概要 研修生 

阿部瑞恵、田中祥子 （１）研究部の概要 

 生活習慣病予防のための運動と食事の併用効果に関す

る研究に関して、運動・身体活動や適切な食事による生

活習慣病予防、運動と食事指導の併用効果等について、

特にライフステージ別の課題を実験的、疫学的、文献的

な調査及び研究を行う。 

２．年度計画 
ａ．栄養ケア・マネジメント研究室 

・食事摂取基準において有疾患者やライフステージ別に

特有なエネルギーの必要量に関するデータを蓄積し、

随時、公表する。 また、小児から高齢者までの生涯にわたるライフステ

ージに応じた間断ない食育をより効果的に推進するため

の調査研究を行い、その成果を専門家（管理栄養士等）

のみならず広く国民に情報提供し、行政機関等と協調し

て食育を推進する。 

・高齢者の低栄養のリスクの背景要因に関する調査を実

施する。 

・介護保険における効果的な栄養改善を行うための調査

研究を開始する。 

 ・災害時における栄養ケア・マネジメントの実施のため

の調査研究として、所内の震災プロジェクトチームに

貢献するとともに、専門家を対象とした調査を実施す

る。 

（２）研究部の概要 

ａ．栄養ケア・マネジメント研究室 

食事摂取基準や運動基準の策定において、ライフステ

ージ別の目標量策定及びライフステージ別あるいは有疾

患者を対象とする場合の活用を推進するための基礎的な

研究を行う。また、それぞれのライフステージに応じた

適切な栄養ケア・マネジメントを推進するための調査研

究を行い、その成果を専門家等に情報提供する。 

・職能団体や自治体の事業への情報提供と研究会の支援

を継続する。 

 

ｂ．食育研究室 

・食育推進のエビデンスの作製のための調査研究のため

に、良好な妊娠転帰を目指した妊婦への食生活指導介

入研究や、「共食」や「欠食」の健康影響に関する系

統的レビューを行う。 

 

ｂ．食育研究室  

2011 年度からの 5 年間にむけて策定された第 2 次食育

推進計画に基づいて、各種団体（国、地方自治体、地域

ボランティア、生産者、企業など）が展開している食育

の実践活動を支援する為の調査研究を行う。また、食育

活動展開の為の科学的基盤を得るための調査研究を実施

する。 

・食育の推進する職能団体や自治体の事業に対し、効果

的な食育に関する情報を提供しその活動を支える。 

・内閣府が実施する食育推進大会への参加や、研究部の

ホームページを通じた情報提供を行う。 

 
３．進捗状況（成果）  

（３）構成メンバー ａ．栄養ケア・マネジメント研究室 

研究部長： ・高齢者の基礎代謝量の測定を行い、加齢に伴い基礎代

謝量が低下すること、基礎代謝基準値よりも体重あた

りの基礎代謝量が小さい高齢者が多いことが明らかに

なった。 

瀧本秀美 
研究室長： 

髙田和子（栄養ケア・マネジメント研究室） 

・歩行可能な高齢者について二重標識水法による総エネ

ルギー消費量の測定を行い、身体活動レベルの平均値

は地域在住高齢者で 1.72、通所サービス利用者で

1.61、施設入所者で 1.43 であった。 

奥田奈賀子（食育研究室 2012 年 7 月 4日まで） 

瀧本秀美（食育研究室 2012 年 7 月 5日から） 

研究員： 

猿倉薫子（食育研究室 2012 年 7 月 5日から） 
協力研究員： ・地域在住高齢者を対象に調査を実施し、体重減少を起

こすリスクは、15 分続けて歩ける者、週に 1 回以上外

出する者では小さく、歩くのが遅い、固い物が食べに

くい者で高いことが明らかになった。 

別所京子（聖徳大学） 

上野（目加田）優子（文教大学） 

朴鍾薫（東京大学、2013 年 2 月より建国大学 

（韓国）） ・高齢者を対象に食支援のニーズの把握及び配食サービ

スの状況について調査を実施した。 田尻下（白井）怜子（東京医科歯科大学） 

特別研究員： ・ALS、筋ジストロフィー、糖尿病の患者を対象に必要

なエネルギー量に関する測定を実施しデータを蓄積中

である。 

吉村英一（厚生科研） 

技術補助員： 

・東日本大震災の被災 3 県の栄養士会に所属する栄養

士・管理栄養士を対象に調査を実施した。震災時に栄

養士向けに作成した支援ツールの認知度は 12～26％、 

坂田晶子、山本久子、吉田美代子、魚住佳代、 

神山麻子、吉田明日美、長谷川祐子、河村由香 
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 使用した者は 2～7％であった。集団給食施設では、水

道、電気ガスの被害が多く、食料品は 60%以上で業

者・店舗から入手していたが、被災直後では 10％程

度で入手ができていなかった。避難所での活動は、

被災直後は食事の提供や調理が主であったが、1 か月

以上たつと提供量の把握、栄養相談、行政との連絡な

どが増えていることが明らかになった。 

 
 
 
 
 
 
  

 ｂ．食育研究室 

 ・「良好な妊娠転帰を目指した妊婦への食生活指導介入

研究」の参加者は 170 名に達したが、出産に至ったも

のは 20 名程度である。妊娠 28 週前後で体重増加量が

過少 18 名、過剰 8 名に対し、3 日間の食事記録とそれ

に基づいた栄養士による食生活指導を実施した。体重

増加量過少群では 28 週までの体重増加量が平均 3.3 ㎏

であったのに対し、過剰群では 8.8 ㎏であった。過少

群では非妊時「やせ」の者が 8 名に対し、過剰群では

2名だった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 ・「共食」や「欠食」の健康影響に関する系統的レビュ

ーを実施中であり、和文・英文報告の比較を行った。

和文 13 報、英文 43 報のレビューを行い、現在論文投

稿準備中である。 

 
 
 
 ・第７回食育推進全国大会（平成２４年６月１６日

（土）・１７日（日），横浜）に参加し、研究所ブースで

参加者 718 名にアンケートを実施し、この内容を解析

した。性・年齢の記載のあった 683 名について分析を

行ったところ、ナトリウム 1000mg の食塩相当量を「わ

からない」と答えた者は男性の 20.7%、女性の 22.3%で

あった。正答率（2.5 以上 2.6g 以下で回答）は、男性

の 9.4%、女性の 20.4%であり、食育に携わる者に限っ

た場合も、正答率は男性で 27.8%、女性で 35.3%であっ

た。 
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基礎栄養研究部 

 
 
１．研究部／研究室の概要 客員研究員： 

二見 順 （東日本国際大学） （１）研究部（研究室）の概要 

田中千晶 （桜美林大学） ａ．脂質・糖代謝研究室 

引原有輝 （千葉工業大学） 基礎栄養研究部は、エネルギー代謝や、たんぱく質、

脂質、炭水化物などの主要栄養素の適切な摂取に関する

調査研究を行う。それにより、厚生労働省が 5 年ごとに

行っている「日本人の食事摂取基準」の改定作業に積極

的に関与すると同時に、それらの改定のための科学的根

拠の提示を行う。 

緑川泰史 （桜美林大学） 
大島秀武 （流通科学大学） 
稲山貴代 （首都大学東京） 
大河原一憲（電気通信大学） 

協力研究員： 
また、エネルギーや主要栄養素の過剰、過少摂取で生

じる肥満や生活習慣病の発症機序と、それらの予防法に

関する研究を行う。 

鈴木洋子 （株式会社ウェル・ビーイング） 

角田伸代 （国立長寿医療研究センター） 
技術補助員： 

 小暮寛子、安藤貴史、三宅理江子（9 月まで）、上

條悦子，大川すみれ（7月から） （２）研究室の概要 

ａ．主要栄養素研究室  研修生： 

古泉佳代 （日本女子体育大学） 生活習慣病や肥満予防のため、たんぱく質、脂質、炭

水化物等の主要栄養素の過剰、あるいは過少摂取で生じ

る生活習慣病発症機序を解明し、食事摂取基準策定に資

する研究を行う。 

青山友子 （早稲田大学大学院）（7 月から） 
 

２．年度計画 
 ａ．主要栄養素研究室 

ｂ．エネルギー代謝研究室 ・マクロニュートリエントのアンバランス摂取により生

じる生活習慣病や脂肪の過剰蓄積機序を解明するため

に、人の代謝に良く似たモデルマウスを用い、食事中

の脂肪・たんぱく質・炭水化物エネルギー比変動によ

って生じる代謝への影響について調べる。 

厚生労働省の「日本人の食事摂取基準」における推定

エネルギー必要量、および「健康づくりのための運動基

準」と「健康づくりのための運動指針(エクササイズガ

イド)」における身体活動量･運動量の把握に資する研究

として、以下の調査･研究を行う。 ・脂肪食摂取後のキロミクロンの代謝異常が肥満、動脈

硬化症罹患にどのように関連するか動物モデルを用い

て明らかにする。 

・様々な特性（職業、運動習慣、生活環境、年齢など）

を有する成人および小児を対象に、二重標識水法を用

いて、1 日当たりの身体活動レベルおよび総エネルギ

ー消費量のデータを蓄積する。 

・飽和脂肪酸摂取による脂肪肝の原因として、脂肪肝発

症の初期には、肝臓での PPARγ2 蛋白量の増加が関与

していることを明らかにしてきた。そこで、培養細胞

中心に、PPARγ2 発現亢進機序、発現増加の阻止方法、

脂肪蓄積亢進機序を明らかにする。 

・ヒューマンカロリメーターや活動量計などを用いて、

エネルギー消費量や摂取量、エネルギーバランスの変

動要因を検討することにより、生活習慣病の予防や解

消に寄与する知見を獲得する。  

ｂ．エネルギー代謝研究室 ・実験動物を用い、エネルギー代謝調節および肥満制御

の脳機構を明らかにする。 ・様々な特性（職業、運動習慣、生活環境、年齢など）

を有する成人および小児を対象に、二重標識水法を用

いて、1 日当たりの身体活動レベルおよび総エネルギ

ー消費量のデータを蓄積する。 

 

（３）構成メンバー 

 部長： 

   宮地元彦（5 月まで）、田中茂穂（6 月から） ・ヒューマンカロリメーターや活動量計などを用いて、

エネルギー消費量や摂取量、エネルギーバランスの変

動要因を検討することにより、生活習慣病の予防や解

消に寄与する知見を獲得する。 

 室長： 

宮地元彦 （主要栄養素研究室）（5 月まで） 
田中茂穂 （主要栄養素研究室）（6 月から） 
田中茂穂 （エネルギー代謝研究室） ・実験動物を用い、エネルギー代謝調節および肥満制御

の脳機構を明らかにする。  上級研究員： 

 大坂寿雅 

３．進捗状況（成果） 山崎聖美 
特別研究員：  ａ．主要栄養素研究室 

中江悟司 （エネルギー代謝研究室） ・脂肪食摂取後に血中脂質濃度が増加するマウスについ

て、各組織のリポプロテインリパーゼ活性について調

べた結果、コントロールマウスに比べて筋肉、白色脂 

 流動研究員： 

薄井澄誉子（日本学術振興会特別研究員） 
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 肪組織、褐色脂肪組織、肝臓の全てにおいて活性が低

かった。リポプロテインリパーゼ活性が低いために脂

肪摂取後の血中キロミクロン濃度が高くなっているも

のと推察された。さらに、リポプロテインリパーゼ遺

伝子の塩基配列のうち２箇所が異なっていた。このマ

ウスは、コントロールマウスに比べ、高脂肪食投与に

よって肥満しやすいことがわかった。また、マウス肝

培養細胞を用いた研究から、肝臓における PPARγ2 活

性化による脂肪蓄積には、PPARγ2 遺伝子上流の領域

（約 4kb）が関与していることがわかった。この部分は

マウスの系統によっても違いがみられ、この領域が

PPARγ2 活性化及び PPARγ2 標的遺伝子の発現増加に

関与し、最終的に脂肪蓄積に影響を及ぼしていると考

えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｂ．エネルギー代謝研究室  

・食事摂取基準の策定に資するため、ほぼ自立した生活

を送っている高齢者において、二重標識水法による総

エネルギー消費量・身体活動レベル、および IAAO 法

によるたんぱく質必要量のデータを収集するための調

査を進めた。また、高齢者施設入所者における 143 名

を対象に基礎代謝量の測定を実施し、体格等補正後も

要介護度によって基礎代謝量に大きな差がみられるこ

とが明らかになった。3～5 歳の幼児においても、二重

標識水法による総エネルギー消費量の測定を実施して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・成人において、加速度計や活動記録を用いて、日常生

活における身体活動の内訳が、性別や年齢、職業によ

って大きく異なることを明らかにした。 

 

 

 

 ・ヒューマンカロリメーターにおける 3 次元加速度計を

用いた新しい食事誘発性体熱産生の評価方法を検討し

た。また、身体活動の連続性が脂質利用量に与える影

響を検討し、断続的な運動の方が脂質利用が多いとい

う結果が得られた。 

 

 

 

 

 ・低酸素環境下での熱放散の促進と体温低下の脳機構と

して、視床下部の終板器官周囲部から外側視索前野へ

のグルタミン酸性神経活動の高進が重要であることを

明らかにした。 
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食品保健機能研究部 
 
 

1. 研究部／研究室の概要 

（１）研究部の概要 

 中期目標は、健康増進法に基づく業務及び「健康食

品」を対象とした食品成分の有効性評価及び健康影響評

価に関する調査研究を行う。 
○健康増進法に基づく業務 

・健康増進法第 27 条に基づき収去された特別用途食品、

栄養表示された食品の試験業務を的確かつ迅速に実施

する。 

・特別用途食品の許可に係る試験業務について、分析技

術が確立している食品成分の試験業務は、検体の受理

から試験の回答までを 2 ヶ月以内に行うことを目指す。 

・分析技術の確立していない特定保健用食品の関与成分

等の新たな食品成分技術的対応については、他登録試

験機関での応用も可能な分析技術の規格化及び当該食

品成分の標準品の開発の実現を図る。 

○健康食品を対象とした食品成分の有効性及び健康影

響評価に関する調査研究 

・「健康食品」等の健康志向に基づく食品の使用実態等

の情報を収集・把握し、食品表示並びに食品成分の

健康影響に関する調査研究を実施する。 
・「健康食品」摂取の安全性に関しては、動物実験及び

細胞実験等による健康影響評価研究を実施し、これ

らに関する情報発信を行う。 

 
（２）研究室の概要 

ａ．食品分析研究室 

・特別用途食品 (病者用食品、乳児用調製粉乳、えん下

困難者用食品、特定保健用食品など) 許可申請時の食

品成分分析を行う。 

・収去食品の分析を行う。 

・一般栄養成分及び特定保健用食品関与成分の分析方法

の改良を行う。 

・特定保健用食品の審査において、消費者庁に関与成分

分析法について専門的観点から情報を提供する。 

 

ｂ．食品栄養・表示研究室 

・食品中の栄養素等の生理機能の評価並びに表示との関

係に関する基礎的調査研究を行う。そのうち特に、ビ

タミン A やビタミン D 等の微量栄養素を中心に、栄養

生理学上の研究を行うとともに、健康維持における新

しい有用性に関する試験研究を進める。 

・これらの研究成果をもとに、食品表示のあり方につい

て調査研究を行う。 

 

ｃ．食品機能研究室 

・機能性を有する食品の有用性と安全性の評価に関す

る調査研究を行う。特に、機能性食品の安全な利用

のための評価研究と新規機能性成分の有効性、健康

影響評価及び食品素材利用に関する研究を行う。 

 
（３）構成メンバー 

研究部長: 

石見佳子 
研究室長: 

松本輝樹 （食品分析研究室） 
山内 淳 （食品栄養・表示研究室） 
石見佳子 （食品機能研究室） 

研究員: 

竹林 純 （精度管理担当（主任）） 
東泉裕子（平成 25 年１月～） 

特別研究員: 

津田治敏 
只石 幹 
安食菜穂子（12 月～） 

流動研究員 
  谷中かおる 
客員研究員: 

  山田和彦 

  矢野友啓 

太田篤胤 
呉 堅 
王 新祥 
山本祐司 
亀井康富 

高橋真由美 
協力研究員: 

千葉大成 
小板谷典子 
永田純一 

技術補助員: 

白井智美、加藤美智子、市田尚子、笠原陽子（平

成 25 年 1 月～） 
研修生: 

西出依子 
小澤千尋 
笠原知美 
田村江梨奈 
畑澤幸乃 

 

 

２．年度計画 

ａ．食品分析研究室 

・ 消費者庁の特別用途表示の許可等に関わる申請に基づ

く試験業務を期間内に実施するとともに、そのヒアリ

ングに適切に対応する。 

・ 健康増進法第 27 条に基づき収去された特別用途食品

及び栄養表示がなされた食品の分析業務を期間内に実
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施する。 

・ 栄養表示基準における栄養成分の分析法について、よ

り適切な分析手法の検討を行う。また、試験検査機器

の有効利用及び整備の充実を図る。 

・ 登録試験機関間の分析精度管理体制を確立するための

組織を構築する。 

・ 分析技術の確立していない特定保健用食品の関与成分

について、標準品の開発を行なう。 

・ 微生物定量法が主たる分析法として設定されている栄

養成分に対する効率的な分析法の開発として、マイク

ロプレートを用いた評価方法の構築や機器分析方法に

関して検討する。また、昨年度に引き続き食物繊維の

分析方法における新規分析方法の評価及び室間共同試

験に参加し、妥当性確認を行う。 

・ ビタミン C 及び食品中に含まれるその他の抗酸化物質

について、大量摂取時の安全性について動物を用いて

検討を行う。 

 

ｂ．食品栄養・表示研究室 

・ 「健康食品」の表示並びに「健康食品」に含まれる微

量栄養成分の栄養生理学上の調査研究を行う。 

・ ビタミン A、βカロテンおよびビタミン D に着目し、

特に分子レベルにおける検討を行う。 

・ His-RBP4 タンパク質を大量に精製し、力価の高い抗

体を作成する。また、His-RBP4 が新規のサイトカイン

であることを明らかにする。 

・ βカロテン-ビタミン A 転換酵素の遺伝子発現制御機

構を分子レベルで明らかにする。 

・膜を介したビタミン Dの機能を明らかにする。 

 
ｃ．食品機能研究室 
・疾病モデル動物における「健康食品」素材の健康影

響評価を行う。 

・非栄養素成分等について、新たな保健機能の開発を

視野に入れながら、その有効性及び安全性の評価を

行う。 

 

３．進捗状況(成果) 

ａ．食品分析研究室 

・ 消費者庁の特別用途表示の許可等に関わる申請に基づ

く試験業務を期間内に実施した。また、表示許可のヒ

アリングに適切に対応した (許可試験, 9 件; ヒアリ

ング, 3 回; 調査会・部会, 8 回; 専門家会合, 1 回)。 

・ 収去試験は実施されなかった。 

・ 栄養表示基準における栄養成分の分析法については、

消費者庁からの受託事業として、栄養表示のためのビ

タミン K 及びモリブデン分析法を構築すると共に、室

間共同試験を行った。 

・ 消費者庁からの受託事業として、一般栄養成分（熱量、

たんぱく質、脂質、炭水化物、ナトリウム）の試験用

食品を用いて登録試験機関の外部精度管理試験を実施

した。その結果、一般栄養成分に関しては、各登録試

験機関の分析精度は適正であることを確認した。上記

の試験用食品は、登録試験機関間で成分値について同

意が得られたことから、一般栄養成分の標準品となる。 

・ 分析技術の確立していない特定保健用食品の関与成分

等について、標準品の開発方法を検討した。 

・ 微生物定量法が主たる分析法として設定されている栄

養成分に対する効率的な分析法の開発として、マイク

ロプレートを用いた評価方法の構築を行ったところ、

凍結乾燥菌体を用いた 48 穴プレート法で、公定法と

同等の結果が得られることが明らかとなった。 

・ ビタミン C のサプリメントは、活性酸素を消去する目

的で運動時に汎用されている。ところが、近年、ヒト

またはラットでビタミン C の大量摂取が運動による体

力の増加や耐糖能の改善を妨げる可能性が報告され、

議論となっている。そこで昨年度に引き続き、ラット

を用い先行研究の検証を行った。その結果、ビタミン

C の大量摂取は、健常ラットでの運動トレーニングに

よる持久力増加を妨げず、また、2 型糖尿病ラットで

の運動トレーニングによる耐糖能改善を妨げることも

なかった。以上の検討から、大量摂取時のビタミン C

の安全性について、現時点で国民に注意を喚起すべき

と考えられる結果は得られなかった。 

 

ｂ．食品栄養・表示研究室 

・大腸菌を用いてリコンビナント His-RBP4 タンパク質

を大量に発現させ、効率よく精製する方法を確立した。 

・βカロテン-ビタミン A 転換酵素遺伝子プロモーター

上に、ビタミン A 受容体である RAR/RXR がビタミン A

依存的に結合することを明らかにした。 

・細胞膜上にビタミン D の情報伝達に必要な分子が存在

することを明らかにし、成果を公表した。 

・特定保健用食品の許可表示に関して、消費者委員会及

び消費者庁食品表示課への助言等を行った（事前説明

報告 3 件/年、諮問資料確認 13 件/年、審査結果報告

23 件/年、指摘事項回答確認 4 件/年、ヒアリング 2 回

/年、新開発食品調査会 6 回/年、新開発食品調査部会

2回/年）。 

 

ｃ．食品機能研究室 
・骨粗鬆症モデル動物における大豆イソフラボン代謝産

物の健康影響評価を行ったところ、生殖器官に作用す

ることなく、骨髄細胞の炎症性サイトカイン、破骨細

胞形成促進因子及び脂質代謝関連遺伝子の発現を抑制

することを明らかにした。 

・大豆イソフラボンとカロテノイドの併用が、破骨細胞

形成を単独に比べて効率よく抑制することを明らかに

した。 

・FAO/WHO コーデックス委員会栄養・特殊用途食品部会

に出席し、国際食品規格の策定プロセスに関する研究

を実施した。 
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情報センター 

 
 

研究員： １．センター／研究室の概要 
佐藤陽子 （健康食品情報研究室） 

（１）センターの概要 
客員研究員: 

  情報センターは、当研究所の情報発信の中核としての役

割を担っており、健康と運動・栄養に関する研究所内の成果、

ならびに研究所外から公開されている関連情報を収集・分析

し、国民の健康づくりに役立つ情報としてホームページやニュ

ースレターを通じて発信する。また、保健機能食品や特別用

途食品に関する基礎的情報、いわゆる健康食品が関連した

被害情報など、国の健康や食品・栄養に係わる制度等を効果

的に普及させるための取り組みを行う。さらに、インターネット

上の種々の仕組みの活用により、国民や専門職等からの意

見・要望等の把握、研究所の諸規程や職員の公募等の必要

な情報提供を行い、業務の効率化と情報システムに係る

情報のセキュリティの確保に努める。 

三浦進司 （静岡県立大学） 

橋本洋子 （秋草学園短期大学） 

梅國智子 （人間総合科学大学） 

 

技術補助員: 

鈴木順子、中西朋子、横谷馨倫、狩野照誉、古池

直子、細井俊克、亀本佳世子（7 月～）、マサハ

ート由華（9月～） 

研修生: 

平澤優子  （東京家政大学） 

佐藤亜由美 （東京家政大学） 

樋口真紀  （東京家政大学） 
 角田悠紀子 （東京家政大学） 

安達春香  （東京家政大学） （２）室の概要 
佐竹未希  （東京家政大学） ａ．健康食品情報研究室 
Arsenic Jelena（東京バイオテクノロジー 

 健康食品に関する正しい知識の普及と健康被害の未然

防止ならびに拡大防止を目的に、公正で科学的な健康食

品の情報を継続的に収集・蓄積し、国民ならびに保健医

療の専門職に効果的に情報提供する。その情報提供サイ

ト と な る 「 健 康 食 品 」 の 安 全 性 ・ 有 効 性 情 報

（https://hfnet.nih.go.jp/）と、特別用途食品・栄養

療法エビデンス情報（http://fosdu.nih.go.jp/）は、

厚生労働省等との連携により維持・管理し、また、現場

の専門家や関係機関との連携が促進できるシステムに充

実させる。さらに健康食品の危害防止に関する調査研究

を行い、健康食品に関する外部からの電話やメールの問

い合わせに適宜対応する。 

専門学校） 

 

２．年度計画 

ａ．健康食品情報研究室 

・「健康食品」の安全性・有効性情報（hfnet）サイトに

関して、厚生労働省等と連携して継続的な掲載情報の

更新をするとともに、それらの情報の効果的な発信等

に関連した調査研究を行う。 

・特別用途食品・栄養療法エビデンス情報(fosdu）のサ

イトに関して掲載情報の更新を行う。 

・ハイリスクグループ（妊婦、高齢者、病者）における

健康食品の利用実態を調査し、健康被害の未然防止の

ための情報の作成と提供を行う。また健康食品との関

連が疑われる健康被害の評価法に関する調査研究を行

う。 

 

ｂ．栄養情報技術研究室 

 研究所内の他の部・センターとの連携等により、所内

の研究成果ならびに国内外の健康・栄養に関連した情報

を収集・蓄積し、ホームページ等を通じて国民に継続発

信するとともに、必要な情報の更新に努める。また、国

民の要望や意見、健康・栄養分野の専門家が必要とする

情報について、各種セミナー・シンポジウム等の機会や

情報技術を用いて把握する。さらに、ホームページ等を

介した業務の効率的な推進に努め、情報システムに係る

情報のセキュリティを確保する。健康や栄養に関する外

部からの電話やメールの問い合わせに適宜対応する。 

・外部からの電話やメールを介した問い合わせについて

適切に対応するとともに、問い合わせの多い事項につ

いてはホームページ上の FAQ に反映させ、効率的な対

応ができる体制の構築をさらに進める 

・ダイエット関連ハーブとして多用されているコレウ

ス・フォルスコリの医薬品との相互作用に関して、肝

臓薬物代謝酵素の亢進機序ならびに、小腸における肝

臓薬物代謝酵素への影響を引き続き検討する。また、

「健康食品」素材による非アルコール性脂肪肝炎への

影響を検討する。 

 

（３）構成メンバー 

センター長：  
梅垣敬三  

ｂ．栄養情報技術研究室 
室長: 

・外部からの意見、要望、情報等を広くまた効率的に把

握し、速やかに業務に反映するとともに効率的に情報

を外部に発信していくためのインターネット、イント

千葉 剛 （健康食品情報研究室） 

廣田晃一 （栄養情報技術研究室） 
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・外部からの電話やメールの問い合わせ、講演の依頼に

適宜対応した。 

ラネットの整備改善を進める。 

・研究所の最新研究成果やトピックス等を紹介したニュ

ースレター（４回）を発行し、ホームページ上での公

開と電子メディアでの配信、研究所ホームページ等を

活用した諸規程、職員の公募等、必要な情報開示を継

続的に実施する。 

 

ｂ．栄養情報技術研究室 

・研究所公式サイトの維持管理に努めた。サイトの平均

アクセス(ページビュー)数は、栄養研全体で約 19,000

件/日、新着情報のデータ更新数は 68 件 、マンスリ

ーレポートのデータ登録数は、804 件であった。 

・図書の整備等の作業を行う。 

・年１回オープンハウスとして研究所の活動を紹介する。 

・情報システムに係る情報のセキュリティの確保に努め

る。 
・一般ユーザと研究所職員のコミュニティサイト｢健

康・栄養フォーラム｣を運用した。アクセス数は、平

均 3,332 /日であった。  

３．進捗状況（成果） ・最新健康・栄養情報の収集を行い、インターネットを

通じて以下の情報発信に努めた。①世界の最新論文を

日本語に翻訳し紹介するサイト「リンク DE ダイエッ

ト：世界の最新健康・栄養ニュース」（データ登録数

は 4,792 件)、②最新健康食品文献リスト(EBIS)（デ

ータ登録数は 21,876 件）、③日本人の食事摂取基準に

ついての各種情報を掲載する「日本人のための食事摂

取基準」、④「日本人のための食事摂取基準 2010 年版

策定者向け引用文献データベース」、⑤全国の自治体

の食育活動を収集・公開する「健康づくりに向けた食

育取組データベース」、⑥小学生向け健康・栄養情報

「えいようきっず」。 

ａ．健康食品情報研究室 

・「健康食品」の安全性･有効性情報（hfnet）サイトに

関して、厚生労働省等と連携して、ニーズ把握及びデ

ータ追加を行った。特に安全性・被害関連情報につい

ては積極的に情報収集して迅速な提供に努め、既に掲

載した健康被害情報を解析してその特徴を分析した。

本年度に作成した情報の内訳は、新規情報が 265 件、

更新・追記情報が 454 件であり、情報が検索しやすい

様に検索システムを追加した。登録会員への更新情報

メールの配信（毎月）、健康食品に関するメールや電

話での問い合わせ、新聞などの取材に適宜対応した。

サイトへのアクセス数は 14,000 件／日以上であった。 ・公式サイトへの問い合わせに適宜対応した。メールに

よる問い合わせは 282 件、ホームページに設置した

「健康・栄養フォーラム」への質問は 53 件であった。 

・(社)栄養士会と連携して運営している「特別用途食

品・栄養療法エビデンス情報」サイトに適宜情報を追

加した。作成した情報の内訳は、新規情報が 5 件、更

新・追加情報が 5 件であった。サイト全体を見直し、

リンク切れ等の修正、サイトの利用環境に関して適宜

対応した。アクセス数は、約 550 件/日であった。 

・機関誌「健康・栄養ニュース」（年 4 回）発行に努め

た。「健康・栄養ニュース」メールマガジン登録者数

は 2,426 であった。 

・世界の最新健康・栄養ニュースを紹介するメールマガ

ジンを週 1-2 回発行（48 回）した（登録者数 798 人）。 ・妊婦における葉酸サプリメントの利用実態アンケート

調査をインターネットで実施し、葉酸の適切な摂取時

期、摂取量が正しく理解されていない実態を明らかに

した。また、高齢者や病者に着目した健康食品の利用

実態アンケート調査を紙媒体で実施した。 

・当研究所に必要な健康・栄養関連の図書等の情報を調

査し適宜整理した。 また、図書業務（契約雑誌の整

理・オンラインの閲覧設定、文献取り寄せ、図書検索

システム LIMEDIO の整備など）を遂行した。 

・情報セキュリティ確保のために、セキュリティ用ハー

ドウェアのアップデートを月 1 回行い監視体制の強化

を継続するとともに、感染研と共同で年 6 回の新規ユ

ーザ向けセキュリティ講習会、栄養研単独で年 5 回の

継続ユーザ向けセキュリティ講習会、２回のセキュリ

ティ監査を実施した。また｢情報ネットワークセキュ

リティポリシー｣の見直しを行った。 

・いわゆる健康食品による健康被害情報の因果関係解析

法と報告手法に関する調査研究として、厚生労働省、

国民生活センター、企業の協力を得て、現時点で収集

されている有害事象（苦情）の特徴を調査し、同時に

健康食品摂取と健康被害の因果関係を調べるためのア

ルゴリズムを試作した。 

・昨年度、作成したサプリメントクイズコンテンツの内

容に関して、インターネットアンケート調査を行った

結果、概ね良好な評価が得られたことから、消費者が

サプリメントに関して正しい知識を身につけるための

教育ツールになることが示唆された。 

・平成 24 年 10 月 27 日（土曜日）にオープンハウス

（研究所公開）を実施し、食生活診断、健康体力診断、

骨密度測定、健康フィットネス体験、講演、所内見学、

NR 協会の協力による健康食品相談を行った。 

・研究所内セミナー等の予定を調整した。 ・ダイエットサプリメントに多用されている植物エキス

の一つであるコレウス・フォルスコリの安全性をマウ

スの実験系で検討し、ヒトで想定される摂取量で肝臓

とともに小腸の薬物代謝酵素が誘導されること、過剰

摂取では肝脂肪変性を誘発することを認めた。 

 

 

 

 

・抗炎症作用を有する健康食品素材の有効性・安全性を

培養肝細胞系で検討し、クルクミンが低濃度で肝細胞

の炎症を抑制する一方で、高濃度では細胞障害をもた

らす事を認めた。 

 

 

 

 



 

 Ⅱ 研究･業務の進捗及び成果の概要 25

 
国際産学連携センター 

 
 

ｄ．WHO-CC 推進プロジェクトチーム １．センター／研究室の概要 
  WHO-CC 研究協力センター（申請中）として、アジ

ア・太平洋諸国における栄養、身体活動分野の調査研究

の中心的役割をはたすことを目指している。 

（１）センターの概要 

 国際産学連携センターは、当研究所の対外部門とし

て、アジア地域をはじめとする国際的な研究ネットワー

クの構築、海外との学術交流や若手外国人研究者の受

け入れ、大学や企業等との連携による研究開発、国際

シンポジウムやセミナーの開催など、当研究所が国内

外の関係機関等と連携して行うさまざまなプログラムの

調整役を担っている。また、WHO の GEMS/Food（地

球環境モニタリングシステム／食品汚染モニタリング

システム）プログラム協力機関として、国民健康・栄

養調査の結果等、わが国の食事調査データを発信して

いる。 

 
（３）構成メンバー 

センター長: 
西 信雄 

室長: 
三好美紀（国際栄養研究室） 
卓 興鋼（生物統計研究室／～12 月） 
西 信雄（生物統計研究室／平成 25 年 1 月～） 
西 信雄（研修・連携推進室） 

 西 信雄（WHO-CC 推進プロジェクトチーム） 
（２）研究室の概要 上級研究員： 

笠岡（坪山）宜代（併任） ａ．国際栄養研究室 
研究員:  国際栄養研究室は国際的な学術交流(招へい事業、セミ

ナー開催等)、情報提供及び国際機関との協力を行う。具

体的には、海外からの研修生の受け入れ(「若手外国人研

究者招へい事業」等)、国際シンポジウムの開催、アジア

各国との共同研究、ＷＨＯなど国際機関への協力･連携、

海外向け情報発信等を通じて、国際的な研究ネットワー

ク構築を図ることを目指している。 

野末みほ（併任／～7 月 4 日） 
（国際栄養研究室／7 月 5 日～） 

坪田（宇津木）恵（併任） 
客員研究員 

水野正一（公益財団法人放射線影響協会） 
溝上哲也((独)国立国際医療研究センター) 
中谷友樹（立命館大学）  

協力研究員 
ｂ．生物統計研究室 

南里明子((独)国立国際医療研究センター) 
 研究所内関連部署との協力を図りつつ産学連携を推進

し、生物統計の手法を用いた研究成果等の社会還元に貢

献する。具体的には、大学又は民間企業等との連携によ

り、各研究部・センターの協力を得ながら、栄養素等の

生活習慣病予防効果をシステマティックレビューまたは

メタアナリシスにより評価を行う。また、産学連携によ

る共同研究として、特定保健用食品等の有効性・安全性

を評価する臨床試験等の企画立案・実施・統計的解析に

参画し、研究成果等の社会還元に努める。 

武田和歌子（オーストラリア国立大学） 
技術補助員: 

當間奈月、角倉知子、 
マサハート由華（～8 月） 

研修生: 
小林三那子（東洋大学生命科学部食環境学科） 
関根美季（東洋大学生命科学部食環境学科） 

 
２．年度計画  
ａ．国際栄養研究室 ｃ．研修・連携推進室 
「国際栄養協力若手外国人研究者招へい事業」で 1 名

（インドネシア）の研究者を受け入れる。また、フォロ

ーアップ共同研究助成事業により、過去の招へい研究者

と受入研究者との共同研究 1 件を実施する。ＷＨＯ等と

の連携・協力関係を強化し、国際協力、支援を推進する。

GEMS/Food プログラム協力機関として、国民健康・栄

養調査の結果等、わが国の食事調査データの発信に努め

る。アジア諸国における栄養士制度・栄養士養成の現状

について調査・検討を行う。研究所の研究成果、わが国

の栄養・運動施策上の重要なガイドライン等について、

英語版ホームページを通じて情報発信を行うとともに、

データ提供等の支援を行い、海外からのニーズに的確か

つタイムリーに対応する。 

 「対外部門」としての国際産学連携センターの中で、

講演会･セミナー等を通じた人材育成、栄養情報担当者

(ＮＲ)の学術的基盤づくり、行政部門との各種調整等を

行っている。 
栄養情報担当者(ＮＲ)事業の学術面(試験、研修等)への

対応を行う。ＮＲ制度のあり方や研究所の関わりについ

て検討を行う。 
管理栄養士等の専門家を対象としたセミナーの企画･

運営、外部団体･機関と連携した各種人材育成プログラ

ムの企画等を、中長期的な視点から行う。研究の成果を

社会に還元するため、一般向けセミナーを開催する。社

会的ニーズを把握するため関連機関等と定期的な情報交

換の場を設け、社会的･行政ニーズを把握する。 
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 手続きを進めている。来年度のフォローアップ事業に

ついては、採択された共同研究課題 1 件の実施に向け

て準備を進めている。 
ｂ．生物統計研究室 
大学又は民間企業等との連携により、各研究部・セン

ターの協力を得ながら、大豆及びその成分、葉酸及びビ

タミン B、抗酸化サプリメント等の生活習慣病予防効果

をシステマティックレビューまたはメタアナリシスによ

る評価を行い、特定保健用食品（疾病リスク低減表示）

の探索を試み、研究成果の社会への還元を目指す。また、

産学連携による共同研究として、大豆たん白質や茶カテ

キンを関与成分とする特定保健用食品等による生活習慣

病やメタボリックシンドローム等の予防効果を検証する

臨床試験等の企画立案・実施・統計的解析を行い、特定

保健用食品等の展開・応用を図り、研究成果等の社会還

元に努める。 

 また、他機関からの依頼による研修を要請に応じて受

け入れている。本年度は JICA より 2 件を受け入れ、

全講義対応を行った。海外からの視察訪問も随時、要

請に応じて受け入れており、本年度はカナダ、台湾、

ベトナム、シンガポールからの研究者の訪問を受け入

れ、意見交換を開催した。 
●広報･情報発信 

英語版ホームページを通して、研究所の研究成果、

栄養行政の情報を発信している。 
また、研究所のニュースレター「Health and Nutrition 
News」および食事摂取基準（英語版）の掲載をはじめ、

当研究所の研究成果を英語版ホームページより発信し

ている。さらに、英語版ホームページに問い合わせ用

メールアドレスを掲載し、海外からの問い合わせに対

応している。 

 
ｃ．研修・連携推進室 

ＮＲ認定制度については、平成 24 年 6 月に最後の NR
認定試験を実施し、認定登録を行うとともに、NR の移

籍手続きを順次実施する。また、第三者機関に移管を行

うまでの間、有資格者の不利益とならないよう、ＮＲの

アドバイザリースタッフとしての質を維持向上するため

の研修会を実施するとともに、移管に係る情報提供を適

切に行う。 

 
ｂ．生物統計研究室 
・大学又は民間企業等との連携により、大豆イソフラボ

ンのサプリメント摂取による閉経期女性の Hot Flash
改善効果等について、システマティックレビューおよ

びメタアナリシスによる評価を行い、研究成果を論文

として発表した。 
一般向けの公開セミナー(第 14 回)を、平成 25 年 2 月

に東京で開催する。健康・栄養に関連する団体、大学、

民間企業等他機関との連携、およびニーズ把握のための

意見交換会を年 6 回程度開催する。 

・国際共同研究として、中国における大豆たん白質の脂

質改善効果を検証する臨床試験の企画立案・実施・統

計的解析を行った。 知的財産権取得に適した研究について、学会及び論文

発表の前に掘り起こしを行い、年間 4 件程度の特許等の

出願を行う。 

・ビタミン E 等抗酸化サプリメントとがん予防効果、ビ

タミン K 等と骨健康指標（骨折、骨密度、骨代謝マー

カー）の関連、大豆及びその成分と健康指標との関連

について、引き続きシステマティックレビュー・メタ

アナリシスによる評価を行っている。 

 
ｄ．WHO-CC 推進プロジェクトチーム 
ＷＨＯ研究協力センター（申請中）としての体制を整

え、アジア・太平洋諸国における栄養、身体活動分野で

の調査・研究ニーズの把握に努める。 

・生薬の抗酸化能、野菜・果物の ORAC 値についての

共同研究成果を論文として発表した。 
・茶カテキンを関与成分とする特定保健用食品等による

生活習慣病等の予防効果を検証する臨床試験の企画立

案を行った。 

 

３．進捗状況（成果） 
ａ．国際栄養研究室  
●海外の研究機関との交流･共同研究および国際機関の ｃ．研修・連携推進室 
活動への対応 ●ＮＲの養成・認定 

栄養と肥満に関する共同研究をアジア太平洋地域（ベ 外部有識者の協力を得て、公正に「第 8 回栄養情報

担当者（ＮＲ）認定試験」（平成 24 年 6 月 10 日）を

実施し、404 名が合格（受験者数 636 名、合格率

63.5％）し、累計で 5,675 名にＮＲの資格を附与した。 

トナム、パプアニューギニア）の保健省および研究機関

等と各国の栄養問題を踏まえた共同研究を実施している。 
国際機関の活動への対応としては、WHO 研究協力セン

ター"Nutrition and Physical Activity"の設置に向けて、申請

を進めている。また、WHO の GEMS/Food プログラム

協力機関として、要請に応じて、国民健康・栄養調査の

結果等を集計して、わが国の食事調査データを提供した。 

養成講座については、平成 23 年度に引き続き、全国

における養成講座数は計 43 講座である。 
●ＮＲ認定制度についての検討など 

ＮＲ資格保有者の第三者機関の移籍作業を平成 24
年 4 月より開始し、平成 24 年度は 763 名が移籍した。

また、移籍していない有資格者に対して、移籍に係る

情報提供を平成 24 年 12 月に行った。。 

●海外からの訪問･研修受入 

本年度の「若手外国人研究者招へい事業」では、1 名

の研究者をインドネシアより受け入れ、受入研究者との

共同研究を進めた。また、フォローアップ共同研究事業

1 件をマレーシアにて実施した。来年度の招へい研究者

2 名が決定しており、現在、受入および来日に係る準備 

第三者機関に移籍を行うまでの間、有資格者の不利益

とならないよう、次の事業を実施した。 
- 全国 6 か所（仙台、東京、名古屋、大阪、岡山、福 
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岡）でアドバイザリースタッフ研修会を開催し、健康  
食品を取り巻く最新の情報やトピックなど NR のスキ     
ルアップのための支援を行った。 
- 一般社団法人日本臨床栄養協会および一般社団法人

日本食品安全協会との協力により、引き続き認定・

更新に必要な単位取得機会を増やした。 
●社会ニーズ、意見交換会 

健康・栄養に関する機関との「意見交換会」を６回

（（独）農業・食品産業技術総合研究機構食品総合研究

所、（独）国民生活センター、公益社団法人日本栄養

士会、 国立保健医療科学院、（独）国立国際医療研究

センター、特定非営利活動法人国際生命科学研究機構

(ILSI Japan)）実施した。また、内閣府食育推進室、消

費者庁食品表示課、厚生労働省医薬食品局食品安全部

及び健康局がん対策・健康増進課との間で、幹部レベ

ルでの意見交換会および実務者レベルでの情報及び意

見交換会を行い、行政ニーズに適宜対応した業務体制

を整えた。 
●セミナー 

第 14 回一般向け公開セミナー(テーマ：健康づくり

は社会とともに)を平成 25 年 2 月 16 日(土)に開催した。 
また、栄養士・管理栄養士の研修や生涯教育のプログ

ラムに対し、職員を積極的に派遣するとともに、それ

らのプログラムの企画等への支援を行った。 
●知的財産権 

費用対効果を勘案し、本年度は知的財産に係る申

請を見送ることとした。 
 
ｄ．WHO-CC 推進プロジェクトチーム 

WHO 研 究 協 力 セ ン タ ー ”Nutrition and Physical 
Activity”設置に向けて、平成 23 年 4 月に（第 3 期中期

計画にともなう組織の変更もふまえて）再提出した申

請書は、WHO 本部における審査段階に到達した。現

在、審査の過程で出された課題について WHO 西太平

洋事務局栄養担当官との具体的な協議を進めている。 
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E2発熱機構を制御する神経伝達物質, 平成21～

平成24年度研究成果報告書, 文部科学省科学研

究費, 基盤研究(C) 

 23) 山崎聖美：肥満・脂肪肝発症予防のためのPPAR

組織・サブタイプ特異性に関する網羅的解析, 

平成22～平成24年度研究成果報告書, 文部科学

省科学研究費, 基盤研究(C) 

 24) 薄井澄誉子：閉経後における肥満・サルコペニ

ア予防のための運動がエネルギー基質選択に与

える影響, 平成24年度研究実績報告書, 文部科

学省科学研究費, 特別研究員奨励費 

 25) 中江悟司：食事摂取基準の活用に向けた有疾患

小児および健常児におけるエネルギー必要量の

評価, 平成23～平成24年度研究成果報告書, 文

部科学省科学研究費, 研究活動スタート支援 

 26) 山崎聖美, 江崎治: ニュートリゲノミクスを用

いた高機能性新規食品の多機能性解明とその評

価・管理に関する研究. 安全で信頼性、機能性

が高い食品・農産物供給のための評価・管理技

術の開発（農林水産省）. 2013; 

 27) 竹林純, 加藤美智子: 抗酸化物質大量摂取時の

安全性評価：運動の有用作用に及ぼす影響, 平

成24年度総括・分担研究報告書, 厚生労働省厚

生労働科学研究費、食品の安全確保推進研究事

業 

 28) 竹林純: 抗酸化物質大量摂取時の安全性評価：

運動の有用作用に及ぼす影響. 平成23年～平成

24年度総合研究報告書, 厚生労働省厚生労働科

学研究費、食品の安全確保推進研究事業 

 29) 石見佳子, 笠岡(坪山)宜代, 瀧沢あす香: 栄

養・特殊用途食品部会における検討プロセスの

開発に関する研究. 国際食品規格策定に係る効

果的な検討プロセスの開発に関する研究. 平成

24年度分担研究報告書, 厚生労働省厚生労働科

学研究費補助金,  食品の安全確保推進研究事業 

 30) 松本輝樹：機器分析を志向した簡便かつ迅速な

ビタミンＢ１２分析法の開発と評価, 平成23～

平成24年度研究成果報告書, 文部科学省科学研

究費, 若手研究(B) 

 31) 竹林純：食事からの抗酸化物質摂取総量の推算

を可能とする食品の抗酸化能データベースの構

築, 平成24年度研究実施状況報告書, 文部科学

省科学研究費, 基盤研究(B) 

 32) 山内淳：インスリン抵抗性とビタミンA代謝のク

ロストーク, 平成24年度研究実施状況報告書, 

文部科学省科学研究費, 基盤研究(C) 

 33) 石見佳子, 竹林純: ダイズイソフラボンの骨粗

鬆症予防効果に関する研究. 農林水産物・食品

の機能性等を解析・評価するための基盤技術の

開発. 2012 , 農林水産省委託研究事業分担研究

報告書 

 34) 梅垣敬三, 石見佳子, 千葉剛：いわゆる健康食

品による健康被害情報の因果関係解析法と報告

手法に関する調査研究, 平成24年度総括・分担

研究報告書, 厚生労働省厚生労働科学研究費、

食品の安全確保推進研究事業 

 35) 梅垣敬三, 石見佳子, 千葉剛：いわゆる健康食

品の安全性情報の収集及び伝達手法の開発に関

する研究, 平成24年度総括・分担研究報告書, 

厚生労働省厚生労働科学研究費、食品の安全確

保推進研究事業 

 36) 梅垣敬三：ダイエット関連植物素材の安全性に

おける主要栄養素の影響評価, 平成24年度研究

実施状況報告書, 文部科学省科学研究費, 基盤

研究(C) 

 37) 千葉剛：非アルコール性脂肪性肝炎に対する健

康食品素材の有効性・安全性の検討, 平成24年

度研究実施状況報告書, 文部科学省科学研究費, 

基盤研究(C) 

 38) 廣田晃一：科学的根拠に基づく栄養学の脆弱性

に関する理論的研究, 平成24年度研究実施状況

報告書, 文部科学省科学研究費, 挑戦的萌芽研

究 

 39) 西信雄：日本人の健康・栄養状態のモニタリン

グを目的とした国民健康・栄養調査のあり方に

関する研究, 平成24年度総括研究報告書, 厚生

労働省厚生労働科学研究費, 循環器疾患・糖尿

病等生活習慣病対策総合研究事業 

 40) 西信雄, 奥田奈賀子：2010年国民健康栄養調査

対象者の追跡開始（NIPPON DATA2010）とNIPPON 

DATA80/90の追跡継続に関する研究, 平成24年度

分担研究報告書, 厚生労働省厚生労働科学研究

費, 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合

研究事業 

 41) 西信雄：日本人の食生活の内容を規定する社会

経済的要因に関する実証的研究, 平成24年度分

担研究報告書, 厚生労働省厚生労働科学研究費, 

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究

事業 

 42) 西信雄：岩手県における東日本大震災被災者の

支援を目的とした大規模コホート研究,  平成24

年度分担研究報告書, 厚生労働省厚生労働科学

研究費, 健康安全・危機管理対策総合研究事業 

 43) 西信雄：内臓脂肪蓄積を簡便に推定できる評価

モデル式の開発とそのリスク評価に関する縦断

研究, 平成24年度分担研究報告書, 厚生労働省

厚生労働科学研究費, 循環器疾患・糖尿病等生

活習慣病対策総合研究事業 

 44) 西信雄, 奥田奈賀子：特定保健指導の階層化基

準外の者の保健指導の有効性に関する研究, 平

成24年度分担研究報告書, 厚生労働省厚生労働

科学研究費, 政策科学総合研究事業 

 45) 坪田(宇津木)恵：パーソナリティが食行動、お

よび将来の身体的健康にどのような影響を及ぼ

すのか, 平成24年度研究実施状況報告書, 文部

科学省科学研究費, 基盤研究(B) 
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 46) 西信雄, 奥田奈賀子：地域別の有効な減塩施策

のシミュレーションモデルの開発, 平成24年度

研究実施状況報告書, 文部科学省科学研究費, 

基盤研究(C) 

 47) 卓興鋼, 賈 夢, 薛 勇, 馬 徳福, 大森豊緑, 河

野光登, 韓 方群, 張 玉梅: 中国における大豆

たん白摂取による血中脂質濃度への影響：無作

為化比較試験. （財）不二たん白質研究振興財

団 第15回研究報告会記録, 2012 , 大阪 

  

【国際学会等】 

a. 特別講演 

    該当無し 

 

b. シンポジウム等 

  1) Sawada SS: Physical fitness and health 

among Japanese workers. The 6th 

International Congress of Occupational 

Health. 2013.03.28, Tokyo, Japan 

  2) Kubota T: Impaired insulin signaling in the 

endothelial cells reduces insulin-induced 

glucose uptake by the skeletal muscle . 

2012 Asia-Pacific Diabetes and Obesity 

Study Group. 2012.04.19, Seoul, Korea 

  3) Chiba T, Itoh T, Tabuchi M, Nakazawa T, 

Satou T: Interleukin-1beta Signal 

Accelerates the Onset of Stroke in Stroke-

Prone Spontaneously Hypertensive Rats. 15th 

International SHR Symposium . 2012.09.27, 

Melbourne, Australia 

  4) Chiba T, Itoh T, Tabuchi M, Satou T, Ezaki 

O: Delay of Stroke Onset by Milk Proteins 

in Stroke-Prone Spontaneously Hypertensive 

Rats. 15th International SHR Symposium. 

2012.09.27, Melbourne, Australia 

  5) Chiba T, Yokotani K, Yamazaki Y, Shimura F, 

Yamada S, Shinozuka K, Umegaki K: Coleus 

forskohlii extract-induced hepatic 

impairment in mice. The 1st International 

Conference on Pharma-Food. 2012.11.16, 

Shizuoka, Japan 

  6) 卓興鋼: 日本の植物栄養素、健康食品概況. 

2012 年第二届中&#38889;植物化学物国際学術シ

ンポジウム. 2012.09.25, 北京 

  7) 卓興鋼: 植物化合物の摂取と健康効果、日本の

DRIs 及び食事バランスガイド. 2012 年第二届中

&#38889;植物化学物国際学術シンポジウム. 

2012.09.26, 北京 

   

c. 一般講演等 

  1) Kajimoto M, Tsuboyama-Kasaoka N: Internet 

Computersystem by using linear programming 

for optimum community nutrition, lowcost 

food combination and recipe to support the 

dietitian activities on nutritional survey 

of the Great East Japan Earthquake Disaster. 

International Congress of Nutrition. 

2012.09 , Australia 

  2) Linda M. Oude Griep, Jeremiah Stamler, 

Queenie Chan, Linda van Horn, Lyn M. 

Steffen, Katsuyuki Miura, Hirotsugu Ueshima, 

Okuda N, Liancheng Zhao, Martha L. Daviglus, 

Paul Elliott, for the INTERMAP Research 

group: Fruit (raw, total), fruit juice 

intake and blood pressure: The INTERMAP 

Study. International Society of 

Hypertension 2012. 2012.09 , Sydney, 

Australia 

  3) Miyagawa N, Miura K, Okuda N, Kadowaki T, 

Takashima N, Nagasawa S, Nakamura Y, 

Matsumura Y, Hozawa A, Fujiyoshi A, 

Hisamatsu T, Yoshita K, Ohkubo T, Okamura T, 

Okayama A, Ueshima H, for the NIPPON DATA80 

Research Group: Long-chain n-3 

Polyunsaturated Fatty Acids Intake and 

Cardiovascular Disease Mortality Risk in a 

General Japanese Population: NIPPON DATA80. 

International Stroke Conference 2013. 

2013.02 , Honolulu, US 

  4) Nagai M, Fujiyoshi A, Ohkubo T, Miura K, 

Okuda N, Hayakawa T, Yoshita K, Arai Y, 

Nakagawa H, Nakamura K, Miyagawa N, 

Takashima N, Kadota A, Murakami Y, Okamura 

T, Okayama A, Ueshima H, NIPPONDATA80 

Research Group: Impact of total energy 

intake on stroke moratlity is greater than 

that of coronary heart disease: a 24-year 

follow-up of representative Japanese 

(NIPPON DATA80), 1980-2004. International 

Stroke Conference 2013. 2013.02 , Honolulu, 

US 

  5) Miyagawa N, Miura K, Sekikawa A, Rhobert W. 

Evans, Okuda N, Fujiyoshi A, Yoshita K, 

Bradley Willcox, Kamal H. Masaki, Beatriz L. 

Rodriguez, Sakata K, Nakagawa H, Saitoh S, 

Okayama A, Lewis H. Kuller, Paul Elliott, 

Jeremiah Stamler, Ueshima H, for the 

INTERLIPID and the INTERMAPResearch Groups: 

Plasma phospholipid fatty acid composition 

as a biomarker of habitual dietary fat 

intake: the INTERMAP/INTERLIPID Study. 

American Heart Assosiction, EPI, 2013. 

2013.03 , New Orleans, US 

  6) Linda M. Oude Griep, Jeremiah Stamler, 

Queenie Chan, Linda van Horn, Lyn M. 

Steffen, Miura K, Ueshima H, Okuda N, 

Liancheng Zhao, Martha L. Daviglus, Paul 

Elliott, for the INTERMAP Research group: 

Colors of fruit and vegetables & BP: The 

INTERMAP Study. American Heart Assosiction, 

EPI, 2013. 2013.03 , New Orleans, US 

  7) Sawada SS, Lee I-Min, Naito H, Okamoto T, 
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Tsukamoto K, Muto T, Higaki Y, Tanaka H, 

Blair SN: Long-Term Trends in 

Cardiorespiratory Fitness and the Incidence 

of Hypertension. 59th ACSM. 2012.05.30 , 

San Francisco 

  8) Tanaka C, Tanaka S: Relationship between 

Moderate-to-Vigorous Physical Activity and 

Daily Step Counts in Elementary School 

Children. American College of Sports 

Medicine (ACSM) 59th Annual Meeting. 

2012.05.31, San Francisco 

  9) Hikihara Y, Midorikawa T, Ohta M, Tanaka S: 

Validity of Triaxial Accelerometer for 

Assessment of Total Energy Expenditure in 

Primary School Children against Doubly 

Labeled Water Method. 17th annual congress 

of the ECSS (European College of Sport 

Science). 2012.07.05, Bruges 

 10) Sawada SS, Miyachi M, Murakami H, Kawakami 

R, Tanaka S, Ishikawa-Takata K, Tabata I, 

Lee I-Min, Blair SN: Dose-response 

relationship between cardiorespiratory 

fitness and morbidity/mortality: a 

systematic review and meta-analysis. 

International Congress of Physical Activity 

and Public Health. 2012.10.31, Sydney 

 11) Inoue S, Ohya Y, Tanaka S, Yoshiike N, 

Kamada M, Kitayuguchi J, Okada S, Odagiri Y, 

Takamiya T, Shimomitsu T: Association 

between population size of residential city 

and steps/day - Analyses of the Japanese 

national survey. be active 2012 - 4th 

International Congress on Physical Activity 

and Public Health. 2012.11.01, Sydney 

 12) Tanaka C, Tanaka S: Locomotive and non-

locomotive activities in Japanese adults 

and elderly people evaluated using a 

triaxial accelerometer. be active 2012 - 

4th International Congress on Physical 

Activity and Public Health. 2012.11.02, 

Sydney 

 13) Sawada SS, Kawakami R, Okamoto T, Tsukamoto 

K, Tanaka H, Lee I-Min, Blair SN, Miyachi 

M: Skeletal muscle mass index and 

prevalence of type 2 diabetes, hypertension, 

and dyslipidemia: A cross-sectional study 

among Japanese males. National Strategic 

Summit. 2012.11.17, Phoenix 

 14) Hara K, Fujita H, Horikoshi M, Yamauchi T, 

Maeda S, Kadowaki T: Comprehensive 

evaluation of type 2 diabetes 

susceptibility loci in the Japanease 

population by using 1000 Genomes Project 

data. The 15th International and 14th 

European Congress of Endocrinology . 

2012.05.05, Florence, Italy 

 15) Hara K, Fujita H, Jonhson TA, Horikoshi M, 

Yamauchi T, Maeda S, Kadowaki T: 

Comprehensive evaluation of type 2 diabetes 

susceptibility loci in the Japanease 

population by using 1000 Genomes Project 

data. The 72th Scientific Sessions of the 

American Diabetes Association. 2012.06.08, 

Philadelphia, USA 

 16) Takamoto I, Kubota N, Kumagai K, Obata A, 

Kubota T, Ueki K, Kadowaki T: Role of 

Tcf7l2-mediated pathway in pancreatic beta 

cell in vivo. 72th American Diabetes 

Association's Scientific Sessions. 

2012.06.08, Philadelphia, USA 

 17) Kubota N, Kubota T, Iwamura T, Sato H, 

Inoue M, Takamoto I, Yamauchi T, Ueki K, 

Kadowaki T: Pioglitazone Ameliorates Cuff 

Induced Neointimal Formation by both 

Adiponectin Dependent and Independent 

Pathways. The 64th Fujihara Seminar, 

International Symposium on Adiponectin 

Biology and Medicine. 2012.08.04, Hokkaido, 

Japan 

 18) Ueki K, Awazawa M, Yamauchi T, Kubota N, 

Kadowaki T: Adiponectin Enhances Insulin 

Sensitivity by Increasing Hepatic IRS-2 

expression via Macrophage-derived IL-6 

Dependent Pathway. The 64th Fujihara 

Seminar, International Symposium on 

Adiponectin Biology and Medicine. 

2012.08.04, Hokkaido, Japan 

 19) Okada-Iwabu M, Yamauchi T, Iwabu M, Kubota 

N, Kadowaki T: AdipoR1 in Macrophages and 

AdipoR2 in Endothelial Cells Play Pivotal 

Roles in the Prevention of Atherosclerosis 

in vivo. The 64th Fujihara Seminar, 

International Symposium on Adiponectin 

Biology and Medicine. 2012.08.04, Hokkaido, 

Japan 

 20) Kubota N, Kubota T, Inoue M, Takamoto I, 

Sasako T, Ueki K, Kadowaki T: The 

pathophysiological roles of hepatic IRS-1 

and IRS-2 in the regulation of glucose and 

lipid metabolism. 2012 Keystone Symposia on 

Molecular and Cellular Biology: Aging and 

Diseases of Aging. 2012.10.22, Tokyo, Japan 

 21) Takamoto I, Kubota N, Kumagai K, Obata A, 

Kubota T, Ueki K, Kadowaki T: Role of 

Tcf7l2-mediated pathway in pancreatic beta 

cell in vivo. 9th IDF-WPR Congress & 4th 

AASD Scientific Meeting. 2012.11.26, Kyoto, 

Japan 

 22) Murata H, Ishikawa-Takata K, Higuchi M, 

Taguchi M: Weight reduction by dietary 

intervention for three months decreased 

medical risk in heavy-weight female Judo 



 

 Ⅲ 研究成果等の公表 41

athletes. European Congress of Sports 

Science. 2012.07.06, Bruges, Belgium 

 23) Kusama K, Ishikawa M, Nozue M, Mizumoto K: 

A questionnaire survey on volunteers' 

activities of Japanese dietitians 

dispatched by the bilateral aid programme; 

The Japan overseas cooperation volunteer. 

16th International Congress of Dietetics. 

2012.09.07, Sydney, Australia 

 24) Miyoshi M, Hawap J, Nishi N, Yoshiike N: 

The nutritional status of children and 

their mothers, and its determinants in 

urban capital and rural highland in Papua 

New Guinea. 16th International Congress of 

Dietetics (ICD 2012). 2012.09.07, Sydney, 

Australia 

 

【国内学会等】 

a. 特別講演 

  1) 宮地元彦: ランチョンセミナー７ 新しいエク

ササイズガイドの方向性～安全で効果的な運動

指導と水分補給～. 第66回日本栄養・食糧学会

大会. 2012.05.19, 東北大学（仙台、宮城） 

  2) 宮地元彦: メタボとロコモを予防・改善するた

めの運動・身体活動、サテライトセミナーＢ、

特別講演 健康習慣「一無、二小、三多」多動. 

第53回日本人間ドック学会学術大会. 

2012.09.02, 東京国際フォーラム（東京） 

  3) 宮地元彦: 教育講演：運動基準・運動指針の改

定について. 第15回 運動疫学研究会 学術集会. 

2012.09.13, じゅうろくプラザ小会議室（岐阜

市） 

  4) 田中茂穂: 子どもにおける身体活動の指針と実

態－ランチョンセミナー「健康づくりのための

運動施策を支える身体活動指針の研究と実践す

る運動指導者の具体的な活動」. 第67回日本体

力医学会大会. 2012.09.14, 岐阜 

  5) 宮地元彦: 市民公開講座糖尿病における運動療

法 ―素晴らしいストレッチングの効用―. 第50

回日本糖尿病学会九州地方会. 2012.10.20, 

（福岡県久留米市） 

  6) 田中茂穂: 総エネルギー消費量の変動に寄与す

る身体活動の種類及び肥満への関与. 第14回日

本健康支援学会年次学術大会. 2013.03.08, 京

都 

  7) 窪田直人: 「遺伝子改変マウスを用いた2型糖尿

病の分子メカニズムの解明」（学会賞受賞講

演）. 第49回日本臨床分子医学会学術集会. 

2012.04.13, 京都 

  8) 窪田直人: 「遺伝子改変マウスを用いた2型糖尿

病の分子メカニズムの解明」（研究奨励賞受賞

講演）. 第85回日本内分泌学会学術総会. 

2012.04.19, 名古屋 

  9) 江原 逹弥, 亀井 康富, 高橋 真由美, 袁 勲梅, 

金井 紗綾香, 田村江梨奈, 田中都, 山崎聖美, 

三浦進司, 江崎 治, 菅波 孝祥, 岡野 正樹, 小

川 佳宏: マウス新生仔の肝臓における脂肪合成

酵素GPAT1のDNAメチル化による遺伝子発現制御. 

第３３回日本肥満学会. 2012.10.11, ホテルグ

ランヴィア京都（京都） 

 10) 石見佳子: 食品と医薬品の相互作用について. 

日本生薬学会. 2012.06.16, 札幌 

 11) 梅垣敬三: 健康食品の安全性・有効性情報. 第

３回日本アプライド・セラピューティックス学

会. 2012.04.21, 板橋区 

 12) 梅垣敬三: メディカルハーブと医薬品の相互作
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2012.05.20, 仙台 

 93) 勝間田真一, 石見佳子, 上野友美, 内山成人, 

鈴木和春, 上原万里子: 骨粗鬆症モデルマウス

の骨量減少におけるequol鏡像異性体の構造によ

る効果の差異. 第66回日本栄養・食糧学会大会. 

2012.05.20, 仙台 

 94) 津田治敏, 松本輝樹, 石見佳子: マイクロプレ

ートを用いた食品中のビタミン測定法の改良. 

日本食品科学工学会. 2012.08.31, 藤女子大学

（北海道札幌） 

 95) 谷中かおる, 竹林純, 松本輝樹, 石見佳子: 高

速液体クロマトグラフィーを用いた15種類の大

豆イソフラボンの定量方法. 日本食品科学工学

会. 2012.08.31, 札幌 

 96) 小板谷典子, 東泉裕子, 西出依子, 森田明美, 

山内淳, 青木麻実, 石見佳子: 1年間のビタミン

K2（MK-4）補給摂取が閉経後女性の骨代謝に及

ぼす影響. 第59回日本栄養改善学会. 

2012.09.13, 名古屋 

 97) 谷中かおる, 樋口満, 石見佳子: 大豆イソフラ

ボン摂取がラットにおける運動及び食餌制限誘

発性の骨密度低下に及ぼす影響. 日本体力医学

会. 2012.09.16, 岐阜 

98) 加藤晴彦, 大町愛子, 上田典子, 松山博昭, 加

藤健, 小林敏也, 石見佳子: 非荷重による骨密

度低下に及ぼすMBPの効果の検討. 第26回日本宇

宙生物科学会. 2012.09.27, 徳島 

99) 千葉剛, 横谷馨倫, 山崎優子, 志村二三夫, 村

田容常, 梅垣敬三: コレウス・フォルスコリに

よるマウス肝脂肪変性の機序の解明. 第66回日

本栄養・食糧学会大会. 2012.05.20, 仙台 

100) 横谷馨倫, Virgona Nantiga, 瀧優子, 山崎優子, 

志村二三夫, 村田容常, 千葉剛, 梅垣敬三: コ

レウス・フォルスコリはマウス肝脂肪変性を誘

発する. 第66回日本栄養・食糧学会大会. 

2012.05.20, 仙台 

101) 小野 彩奈, 高橋 光明, 一丸 佳代, 松本 圭司, 

藤本 和子, 脇 昌子, 中村 光好, 梅垣敬三, 山

田 浩: 健康食品摂取に伴う健康被害報告の因果

関係評価法の構築-専門家による信頼性評価. 第

15回日本医薬品情報学会. 2012.07.07, 東大阪 

102) 吉本弥生, 笠岡(坪山)宜代, 山口亨, 桂木能久, 

梅垣敬三: 食品情報の情報源に関する消費者調

査. 第59回日本栄養改善学会. 2012.09, 名古屋

国際会議場 愛知 

103) 佐藤陽子, 中西朋子, 横谷馨倫, 千葉剛, 梅垣

敬三: 妊婦の葉酸に対する認識調査. 第59回日

本栄養改善学会. 2012.09.13, 名古屋 

104) 横谷馨倫, 千葉剛, 佐藤陽子, 中西朋子, 梅垣

敬三: 食餌条件の違いがColeus forskohliiエキ

スによるマウス肝薬物代謝酵素誘導に与える影

響. 第59回日本栄養改善学会. 2012.09.13, 名

古屋 

105) 中西朋子, 佐藤陽子, 横谷馨倫, 千葉剛, 梅垣

敬三: サプリメントに関する基礎知識の認識実

態とその知識普及ツールのユーザビリティ調査. 

第59回日本栄養改善学会. 2012.09.14, 名古屋 

106) 吉本弥生, 笠岡(坪山)宜代, 山口亨, 森 建太, 

桂木能久, 梅垣敬三: 食品情報の情報源に関す

る調査. 第71回日本公衆衛生学会. 2012.10.25, 

山口市 

107) 一丸佳代, 小野彩奈, 高橋光明, 長坂しおり, 

野尻 桂, 鈴木悟, 松本圭司, 小菅和仁, 梅垣敬

三, 山田浩: 健康食品の摂取に伴う健康被害報

告の因果関係評価のための樹枝状アルゴリズム

の構築. 第33回日本臨床薬理学会. 2012.12.01, 

沖縄 

108) 小野彩奈, 一丸佳代, 高橋光明, 松本圭司, 小

菅和仁, 藤本和子, 脇 昌子, 中島光好, 梅垣敬

三, 山田 浩: 健康食品摂取に伴う有害事象の因

果関係評価のための樹枝状アルゴリズムの検

討：評価票との比較. 第33回日本臨床薬理学会. 

2012.12.01, 沖縄 

109) 三好美紀, 西信雄, 吉池信男: パプアニューギ

ニアの都市部と農村部における母子の栄養状態

と食生活の特徴. 第59回日本栄養改善学会学術

総会. 2012.09.14, 名古屋 

110) 西信雄: システムダイナミックスによる食塩摂
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取量を減少させる方策に関するシミュレーショ

ン. 第71回日本公衆衛生学会総会. 2012.10.24, 

山口市 

111) 三好美紀, Job Hawap, 西信雄, 吉池信男: パプ

アニューギニアの都市部と農村部における乳幼

児の栄養状態と食習慣の特徴. 第27回日本国際

保健医療学会学術大会. 2012.11.03, 岡山 

112) 野末みほ, 三好美紀, 石川みどり, 草間かおる, 

水元芳, 吉池信男: 青年海外協力隊(JOCV)栄養

士の帰国後の職域での活動、社会活動及び職業

意識について. 第27回日本国際保健医療学会. 

2012.11.03, 岡山県 

 
 2.公的資金による研究 
【厚生労働科学研究費補助金】 

a. 研究代表者 

1) 徳留信寛: 日本人の食事摂取基準の改定と活用

に資する総合的研究. 厚生労働省厚生労働科学

研究費. 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策

総合研究事業.  

  2) 宮地元彦: 健康づくりのための運動基準・運動

指針改定ならびに普及・啓発 に関する研究. 厚

生労働省厚生労働科学研究費. 循環器疾患・糖

尿病等生活習慣病対策総合研究事業. 

  3) 田中茂穂: 生活習慣病予防や身体機能維持のた

めのエネルギー・たんぱく質必要量の推定法に

関する基盤的研究. 厚生労働省厚生労働科学研

究費. 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総

合研究事業. 

  4) 竹林 純: 抗酸化物質大量摂取時の安全性評価：

運動の有用作用に及ぼす影響. 厚生労働省厚生

労働科学研究費. 食品の安全確保推進研究事業. 

  5) 梅垣敬三: いわゆる健康食品による健康被害情

報の因果関係解析法と報告手法に関する調査研

究. 厚生労働省厚生労働科学研究費. 食品の安

全確保推進研究事業. 

  6) 梅垣敬三: いわゆる健康食品の安全性情報の収

集及び伝達手法の開発に関する研究. 厚生労働

省厚生労働科学研究費. 食品の安全確保推進研

究事業. 

  7) 西信雄: 日本人の健康・栄養状態のモニタリン

グを目的とした国民健康・栄養調査のあり方に

関する研究. 厚生労働省厚生労働科学研究費. 

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究

事業. 

 

b. 研究分担者 

  1) 笠岡（坪山）宜代: 日本人の食事摂取基準の改

定と活用に資する総合的研究（研究代表者 徳

留信寛）. 厚生労働省厚生労働科学研究費. 循

環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事

業. 

  2) 坪田（宇津木）恵: 日本人の食事摂取基準の改

定と活用に資する総合的研究（研究代表者 徳

留信寛）. 厚生労働省厚生労働科学研究費. 循

環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事

業. 

  3) 奥田奈賀子: 2010年国民健康栄養調査対象者の

追跡開始（NIPPON DATA2010）とNIPPON 

DATA80/90の追跡継続に関する研究（研究代表者 

三浦克之）. 厚生労働省厚生労働科学研究費. 

環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事

業. 

  4) 奥田奈賀子: 特定保健指導の階層化基準外の者

の保健指導の有効性に関する研究（研究代表者 

岡山 明）. 厚生労働省厚生労働科学研究費. 政

策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）. 

  5) 宮地元彦: 生活習慣病予防のための運動を阻害

する要因としてのロコモティブシンドロームの

評価と対策に関する研究（研究代表者 中村耕

三）. 厚生労働省厚生労働科学研究費.  循環

器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業. 

  6) 宮地元彦：生活習慣病予防活動・疾病管理によ

る健康指標に及ぼす効果と医療費適正化効果に

関する研究（研究代表者 津下一代）.  厚生労

働省厚生労働科学研究費.  循環器疾患・糖尿病

等生活習慣病対策総合研究事業. 

  7) 瀧本秀美: 児童虐待事例の家族再統合等にあた

っての親支援プログラムの開発と運用に関する

研究（研究代表者 加藤則子）. 厚生労働省厚

生労働科学研究費. 政策科学推進研究事業. 

  8) 瀧本秀美: 低出生体重児の予後及び保健的介入

並びに妊婦及び乳幼児の体格の疫学的調査手法

に関する研究(研究代表者 横山徹爾). 厚生労

働省厚生労働科学研究費. 成育疾患克服等次世

代育成基盤研究事業. 

  9) 高田和子: 生活習慣病予防や身体機能維持のた

めのエネルギー・たんぱく質必要量の推定法に

関する基盤的研究（研究代表者  田中茂穂）. 

厚生労働省厚生労働科学研究費. 循環器疾患・

糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業. 

 10) 高田和子: チームによる効果的な栄養ケア・マ

ネジメントの標準化をめざした総合的研究～大

学―施設連携による研究基盤・人材育成システ

ムの構築の試み～（研究代表者 吉池信男）. 

厚生労働省厚生労働科学研究費. 長寿科学総合

研究事業. 

 11) 高田和子: 虚弱・サルコペニアモデルを踏まえ

た高齢者食生活支援の枠組みと包括的介護予防

プログラムの考案および検証を目的とした調査

研究（研究代表者 飯島勝矢）. 厚生労働省厚

生労働科学研究費. 長寿科学総合研究事業. 

 12) 高田和子: 筋ジストロフィーの治療拠点整備、

包括的診療ガイドラインの研究（研究代表者 

小牧宏文）. 厚生労働省厚生労働科学研究費. 

精神・神経疾患研究開発費. 

 13) 石見佳子: 国際食品規格策定に係る効果的なプ

ロセスの開発に関する研究（研究代表者 里村

一成） . 厚生労働省厚生労働科学研究費. 食品

の安全確保推進研究事業. 

 14) 石見佳子: いわゆる健康食品による健康被害情

報の因果関係解析法と報告手法に関する調査研



 

48 独立行政法人 国立健康・栄養研究所研究報告 第 61 号（2012）

究－製品の品質と原材料の安全性に関する研究

（研究代表者 梅垣敬三）. 厚生労働省厚生労

働科学研究費. 食品の安全確保推進研究事業. 

 15) 千葉剛: いわゆる健康食品による健康被害情報

の因果関係解析法と報告手法に関する調査研究

－製品の品質と原材料の安全性に関する研究

（研究代表者 梅垣敬三）. 厚生労働省厚生労

働科学研究費. 食品の安全確保推進研究事業. 

 16) 千葉剛：いわゆる健康食品の安全性情報の収集

及び伝達手法の開発に関する研究（研究代表者 

梅垣敬三）. 厚生労働省厚生労働科学研究費. 

食品の安全確保推進研究事業. 

 17) 西信雄: 2010年国民健康栄養調査対象者の追跡

開始（NIPPON DATA2010）とNIPPON DATA80/90

の追跡継続に関する研究（研究代表者 三浦克

之）. 厚生労働省厚生労働科学研究費. 環器疾

患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業. 

 18) 西信雄: 内臓脂肪蓄積を簡便に推定できる評価

モデル式の開発とそのリスク評価に関する縦断

研究（研究代表者 松下由実）. 厚生労働省厚

生労働科学研究費. 循環器疾患・糖尿病等生活

習慣病対策総合研究事業. 

 19) 西信雄: 日本人の食生活の内容を規定する社会

経済的要因に関する実証的研究（研究代表者 

村山伸子）. 厚生労働省厚生労働科学研究費. 

循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究

事業. 

 20) 西信雄: 岩手県における東日本大震災被災者の

支援を目的とした大規模コホート研究（研究代

表者 小林 誠）. 厚生労働省厚生労働科学研

究費. 健康安全・危機管理対策総合研究事業. 

 21) 西信雄: 特定保健指導の階層化基準外の者の保

健指導の有効性に関する研究（研究代表者 岡

山 明）. 厚生労働省厚生労働科学研究 

 

【文部科学研究費補助金】 

a. 研究代表者 

  1) 笠岡(坪山)宜代: 肥満・生活習慣病に対する魚

介類含有アミノ酸の新規機能の解明.  文部科学

省科学研究費.  基盤研究（C） 

  2) 中出麻紀子: 幼少期における食を通じた親との

関わりが若年成人の朝食欠食に及ぼす影響. 文

部科学省科学研究費. 若手研究（B） 

  3) 宮地元彦: 日本人の身体活動量に関与する環

境・遺伝要因とその相互作用に関する網羅的研

究. 文部科学省科学研究費. 基盤研究（A） 

  4) 田中憲子：体幹部骨格筋量の増大がメタボリッ

ク症候群の改善および介護予防に及ぼす影響.  

文部科学省科学研究費. 特別研究員奨励費 

  5) 瀧本秀美: 特定健診制度を利用したＤＯＨａＤ

仮説検証研究. 文部科学省科学研究費. 基盤研

究（C） 

  6) 吉村英一：糖尿病の治療を目的とした運動と身

体活動に関する研究（脂肪肝に着目して）.  文

部科学省科学研究費. 若手研究(B) 

  7) 田中茂穂: エネルギー代謝における個人内変動

の要因および肥満との関連. 文部科学省科学研

究費. 基盤研究（A） 

  8) 大坂寿雅: 終板器官周囲のプロスタグランジン

E2発熱機構を制御する神経伝達物質. 文部科学

省科学研究費. 基盤研究（Ｃ） 

  9) 山崎聖美: 肥満・脂肪肝発症予防のためのPPAR

組織・サブタイプ特異性に関する網羅的解析.  

文部科学省科学研究費. 基盤研究（Ｃ） 

 10) 薄井澄誉子：閉経後における肥満・サルコペニ

ア予防のための運動がエネルギー基質選択に与

える影響.  文部科学省科学研究費. 特別研究

員奨励費 

 11) 中江悟司：食事摂取基準の活用に向けた有疾患

小児および健常児におけるエネルギー必要量の

評価.  文部科学省科学研究費.  研究活動スタ

ート支援 

 12) 松本輝樹：機器分析を志向した簡便かつ迅速な

ビタミンＢ１２分析法の開発と評価.  文部科学

省科学研究費.  若手研究（B）  

 13) 竹林純: 食事からの抗酸化物質摂取総量の推算

を可能とする食品の抗酸化能データベースの構

築.  文部科学省科学研究費.  若手研究 (B) 

 14) 山内淳: インスリン抵抗性とビタミンA代謝のク

ロストーク.  文部科学省科学研究費.  基盤研

究（C) 

 15) 梅垣敬三: ダイエット関連植物素材の安全性に

おける主要栄養素の影響評価. 文部科学省科学

研究費. 基盤研究（C） 

 16) 廣田晃一: 科学的根拠に基づく栄養学の脆弱性

に関する理論的研究. 文部科学省科学研究費. 

挑戦的萌芽研究 

 17) 千葉剛：非アルコール性脂肪性肝炎に対する健

康食品素材の有効性・安全性の検討.  文部科学

省科学研究費. 基盤研究（C） 

 18) 西信雄: 地域別の有効な減塩施策のシミュレー

ションモデルの開発. 文部科学省科学研究費.  

基盤研究（C） 

 19) 坪田(宇津木)恵: パーソナリティが食行動、お

よび将来の身体的健康にどのような影響を及ぼ

すのか.  文部科学省科学研究費. 若手研究

（B） 

 

b. 研究分担者 

  1) 宮地元彦：遺伝子診断に基づく動脈硬化改善の

ための運動プログラムの開発（研究代表者 家

光素行）. 文部科学省科学研究費. 挑戦的萌芽

研究 

  2) 村上晴香：遺伝子診断に基づく動脈硬化改善の

ための運動プログラムの開発（研究代表者 家

光素行）. 文部科学省科学研究費. 挑戦的萌芽

研究 

  3) 宮地元彦：サルコペニア予防・改善のためのテ

ーラーメイド運動処方プログラムの開発（研究

代表者 真田樹義）. 文部科学省科学研究費. 

基盤研究(B) 
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  4) 村上晴香：サルコペニア予防・改善のためのテ

ーラーメイド運動処方プログラムの開発（研究

代表者 真田樹義）. 文部科学省科学研究費. 

基盤研究(B) 

  5) 窪田哲也: 新しい動物モデルを用いた心サルコ

イドーシスの画期的な早期診断法の開発（研究

代表者 諸井雅男）. 文部科学省科学研究費.  

基盤研究（C） 

  6) 瀧本秀美: 多胎児のための親子関係改善介入プ

ログラムの開発と評価に関する研究（研究代表

者 加藤則子）. 文部科学省科学研究費.  基盤

研究（C） 

  7) 高田和子: エネルギー代謝における個人内変動

の要因および肥満との関連（研究代表者 田中

茂穂）. 文部科学省科学研究費. 基盤研究（A） 

  8) 高田和子: 看護学生のコミュニケーション能力

を高めるコーチング学習プログラムと評価方法

の開発（研究代表者 井上清美）. 文部科学省

科学研究費.  基盤研究（C） 

  9) 高田和子: アスリートの基礎代謝量の個人差は

競技特性で説明できるか（研究代表者 田口素

子）. 文部科学省科学研究費.  基盤研究（C） 

 10) 奥田奈賀子: 地域別の有効な減塩施策のシミュ

レーションモデルの開発（西 信雄）. 文部科学

省科学研究費.  基盤研究（C） 

 11) 田中茂穂: 居住地域環境と家庭環境が小学生の

日常の身体活動に及ぼす影響（研究代表者 田

中千晶）. 文部科学省科学研究費. 基盤研究

（Ｃ） 

 12) 石見佳子：健康成人における血中ビタミンＤ濃

度と身体活動量及び心肺体力との関連（研究代

表者 曹 振波）. 文部科学省科学研究費. 基盤

研究（Ｃ） 

 13) 西 信雄: 労働者の健康と疾病休業におよぼすソ

ーシャルキャピタルの意義に関する研究（研究

代表者 小田切優子）. 文部科学省科学研究費.  

基盤研究（C） 

 

【その他の公的研究費】 

a. 研究代表者 

  1) 高田和子: 地域高齢者の食生活支援の普及及び

体制に関する調査研究事業. 老人保健健康増進

等事業. 厚生労働省. 

 2) 石見佳子: 健康増進法に基づく栄養成分に係る

分析法の標準化及び制度管理事業. 消費者庁. 

  3) 石見佳子: 栄養成分の表示値設定方法調査事業.  

日本食品分析センター. 

 4) 石見佳子: 閉経期女性の骨の健康に対する日本 

とニュージーランドの機能性食品の併用効果. 

戦略的国際科学技術協力推進事業(JST). 

                                                 

b. 研究分担者 

  1) 高田和子: 効果的な訪問型介護予防プログラム

の開発に係る調査研究事業. 老人保健健康増進

等事業. 2012 

  2) 高田和子: 居宅療養管理指導に関する調査研究

事業ー居宅高齢者の栄養ケア・マネジメントの

ための居宅療養管理指導の実態把握とその体制

に関する研究. 老人保健健康増進等事業. 2012 

  3) 石見佳子, 竹林 純: ダイズイソフラボンの骨粗

鬆症予防効果に関する研究 . 農林水産省委託事

業「農林水産物・食品の機能性等を解析・評価

するための基盤技術の開発」.  

 

3.民間企業等の共同研究等 
  1) 笠岡(坪山)宜代, 廣田晃一, 西 信雄: メタボリ

ックシンドロームを対象とした実食型フードモ

デルの有効性に関する研究. ニチレイ. 2012 

  2) 笠岡(坪山)宜代, 高田和子, 野末みほ, 猿倉薫

子: 東日本大震災にかかる栄養改善活動. 日本

栄養改善学会. 2012 

 3) 笠岡(坪山)宜代: 災害派遣管理栄養士･栄養士の

活動記録調査. 日本栄養士会. 2012 

  4) 廣田晃一, 笠岡(坪山)宜代: 「食と健康に関す

る学術文献情報の活用方法」についての受託研

究. 日本水産株式会社. 2012 

  5) 田中茂穂: 歩数計の機種の違いによって生じる

歩数のずれを換算するシステムの開発. 公益財

団法人鈴木謙三記念医科学応用研究財団平成２

３年度調査研究助成. 2012 

 6) 澤田亨, 宮地元彦: 体力・身体活動と運動器障

害に関する疫学研究. 上原記念生命科学財団 

平成24年度研究助成. 2012   

 7) 田中茂穂: 「ヒトのエネルギー消費量測定と成

分」に関する研究指導. 花王株式会社. 2012 

  8) 高田和子, 木村みさか, 山田陽介, 別所京子: 

日本人高齢者における身体活動量評価方法の妥

当性研究. 三井住友海上福祉財団研究助成. 

2012   

  9) 山崎聖美: 大豆たんぱく質β－コングリシニン

およびその分解物の肝臓機能に及ぼす影響に関

する研究. 不二製油株式会社. 2012 

 10) 津田治敏: 発酵食肉製品由来の機能性ペプチド

に関する研究. 平成24年度公益財団法人伊藤記

念財団助成. 2012 

 11) 廣田晃一: 「食と健康に関する学術文献情報の

活用方法」についての研究. 有限会社ヘルシオ. 

2012 

 12) 卓興鋼: 茶カテキンの体脂肪に対する効果確認

予備試験. 株式会社伊藤園. 2012 

 
 
 4.研究所外での講義、講演等 
【大学等における特別講義等】 

  1) 笠岡(坪山)宜代: 栄養学研究と新たな道. 東京

家政大学渡邊辰五郎奨励賞受賞講演. 

2012.05.01 

  2) 笠岡(坪山)宜代: 避難所向け食事摂取基準と災

害支援の実際. 東京家政大学緑窓会 特別講演. 

2012.06.09, 東京家政大学（板橋校舎）三木ホ

ール 

  3) 笠岡(坪山)宜代: 人間教育科目・自立の探求. 
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前期講座. 2012.07.05, 東京家政大学（板橋校

舎） 

  4) 坪田(宇津木)恵: 管理栄養士基礎セミナー. 神

奈川工科大学生命科学科. 2012.11.26, 神奈川

工科大学 厚木市 

  5) 田中茂穂: 基礎栄養学. 東洋大学生命科学部食

環境学科. 2012.06.29, 東洋大学 板倉キャン

パス 

  6) 田中茂穂: 運動・スポーツ栄養学特講. 仙台大

学大学院. 2012.07.21, 仙台大学（宮城県柴田

郡柴田町） 

  7) 澤田亨: 職域（企業）における健康づくりの実

際. 東洋大学 公衆衛生学講義. 2012.07.27, 

埼玉県 

  8) 宮地元彦: 我が国の身体活動の現状と運動ガイ

ドライン. 慶應義塾大学公衆衛生学. 

2012.10.29, 慶應義塾大学 信濃町キャンパス

（東京） 

  9) 宮地元彦: 健康維持における運動の重要性. 静

岡県立大学看護学部特別講義. 2012.11.02, 静

岡県立大学看護学部（静岡） 

 10) 村上晴香: 大学生の基礎体力とその測定. 静岡

県立大学. 2012.11.13 

 11) 澤田亨: 職域における運動疫学研究. 第21回職

域多施設研究検討会. 2013.03.16, 国立国際医

療研究センター研究所（東京） 

 12) 窪田哲也: 経口糖尿病薬を中心とした 2型糖尿

病治療. 認定薬剤師研修 (薬剤師生涯学習コー

ス). 2012.10.21, 東京 

 13) 石見佳子: 国民・健康栄養調査と栄養管理の基

礎. 東京理科大学薬学部特別講義. 2012.06.23, 

野田市 

 14) 山内淳: 食品の栄養表示について. 神奈川県立

保健福祉大学. 2013.02.09, 横須賀市 

 15) 石見佳子: 食品機能学２. 神奈川県立保健福祉

大学. 2013.03.09, 横須賀 

 16) 石見佳子: 食品機能学３. 神奈川県立保健福祉

大学. 2013.03.16, 横須賀 

 17) 梅垣敬三: 健康食品の安全性と消費者への情報

提供. 慶應大学薬学部公開講座C. 2012.11.10 

 18) 千葉剛: 正しいサプリメントの利用法～サプリ

メントは健康維持に必要か？～. 静岡県立大学 

食品栄養科学部. 2012.12.02, 静岡県静岡市 

 19) 三好美紀: 世界の栄養問題の現状と課題：管理

栄養士としてどのように貢献できるか？. 千葉

県立保健医療大学. 2012.11.29, 千葉市 

 20) 西信雄: システム・ダイナミックスの基礎. 愛

媛大学医学部統計学特別講義. 2013.01.11, 愛

媛県東温市 

 

【大学・研究所における研究セミナー等】 

  1) 奥田奈賀子: 1. Review of Nutrition and 

Health Survey in Japan, 2. Review of 

Nutrition and Health Survey in Japan, 3.The 

impact of the nutrition survey results on 

the policy development . The 2nd Workshop 

on Nutrition and Health Survey, China CDC. 

2012.10.30, Beijing 

  2) 奥田奈賀子: 都道府県健康栄養調査の内容. 健

康・栄養調査の企画・運営・評価に関する研修、

国立保健医療科学院. 2013.02.13, 和光市 

  3) 宮地元彦: メタボとロコモを予防・改善する運

動・身体活動. 第 26 回健康セミナー. 

2012.07.07, 水俣病情報センター 

  4) 田中茂穂: 子どもにおける肥満の現状と身体活

動の寄与. 第 41 回ホミニゼーション研究会「成

長と加齢」. 2013.03.09, 京都大学霊長類研究

所（犬山市） 

  5) 竹林純: H-ORAC 法を用いた野菜・果物等からの

親水性抗酸化物質一日摂取総量の推算. 第 161

回農林交流センターワークショップ. 

2012.06.18, 筑波 

  6) 山内淳: 食品保健制度の現状と課題. 日本食生

活学会第 45 回研究集会. 2013.02.23, 東京 跡

見学園女子大学 

  7) 西信雄: システム・ダイナミックスの基礎. 第

20 回疫学セミナー「疫学研究手法の新しい展

開」（第 23 回日本疫学会学術総会）. 

2013.01.24, 大阪府吹田市 

 

【地方自治体、栄養士会等主催の講演会等】 

  1) 徳留信寛: 生活習慣病、特にがんの予防とコン

トロール. 平成24年度地域保健関係職員等研修

会,  2012.12.26, 福島県いわき市総合保健福祉

センター、いわき市. 

  2) 瀧本秀美: 妊娠可能年齢女性の食生活と栄養の

問題について. 群馬県食品安全課・群馬県栄養

士会行政栄養士協議会. 2012.06.25, 群馬県庁

舎（前橋市） 

  3) 瀧本秀美: 妊娠可能年齢女性の食生活と栄養の

問題. 東京都多摩立川保健所 栄養管理講習会. 

2012.07.25, 東京都多摩立川保健所（立川市） 

  4) 笠岡(坪山)宜代: ～研究運営部会としての軌跡

～企業で研究開発に携わる管理栄養士・栄養士

の活躍. 日本栄養改善学会自由集会. 

2012.09.01 

  5) 笠岡(坪山)宜代: 災害時の食事摂取基準と災害

時要援護者. 日本栄養士会災害支援チーム東京

スタッフ育成研修会 東京都栄養士会. 

2012.09.22, 東京医科歯科大学 東京 

  6) 笠岡(坪山)宜代: 災害時非常時における栄養～

食事摂取基準の観点から～. 給食施設管理者・

栄養士研修会 千葉県安房健康福祉センター・

安房保健所管内栄養士会. 2012.10.05, 館山市

コミュニティーセンター 千葉県 

  7) 猿倉薫子: 平成24年度新規採用学校栄養職員教

員研修―食生活における調査研究について―. 

千葉県教育長教育振興部学校安全保健課. 

2012.11.07, 千葉市中央区市場町1-1 

  8) 今井絵理: 災害時の食事摂取基準について. 平

成24年度東京都栄養担当者会議. 2012.12.07, 

都民ホール 東京都 
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  9) 瀧本秀美: 思春期・成人期における食育-妊娠可

能年齢女性の栄養と食生活の問題について. 平

成24年度日本栄養士会全国公衆衛生職域事業部

全国新任者研修会. 2013.01.24, 東京 

 10) 瀧本秀美: 母子保健における食生活支援の意義. 

平成24年度行政栄養士新任期研修会. 

2013.02.01, 京都 

 11) 瀧本秀美: ニーズ把握から母子保健における食

生活支援事業の実施、そして評価へ. 平成24年

度行政栄養士研修会. 2013.02.01, 京都 

 12) 野末みほ: いざ！という災害に備える栄養と食

事. 健康大学第7回教養講座. 2013.03.01, 目黒

区 

 13) 宮地元彦: 「生涯元気！で過ごすためのカラダ

デザイン」～肥満とやせのキケンを回避する～. 

健康大学しながわ公開講座. 2012.07.05, 品川

区役所（東京） 

 14) 田中茂穂: 天高く 人肥えない秋～エネルギー

消費についての誤解と正しい知識～. 社団法人

山形県栄養士会「健康づくり提唱のつどい」研

修会. 2012.09.30, ヒルズサンピア山形 

 15) 宮地元彦: メタボとロコモの予防改善のための

運動・身体活動. 平成24年度広島県栄養士会生

涯学習研修会. 2012.10.14, 広島県健康福祉セ

ンター（広島） 

 16) 宮地元彦: メタボとロコモを予防・改善する運

動・身体活動. 指導者のための健康・栄養セミ

ナー. 2012.10.21, 東京医科歯科大学（東京） 

 17) 田中茂穂: 「エネルギー摂取と主要栄養素の適

切な摂取」について. 山梨県 栄養管理研修会. 

2012.12.16, 山梨学院大学 

 18) 宮地元彦: メタボの改善とロコモの予防に関す

る実践と講義. 平成24年度 第3回静岡県行政栄

養士会研修会. 2013.02.26, 静岡県男女共同参

画センターあざれあ 

 19) 澤田亨: 健康と身体活動. 新潟県THP推進協議会 

THP健康づくり研修会. 2013.03.15, 新潟市 

 20) 高田和子: 食生活の保健指導. 栃木県保険者協

議会. 2012.09.25, 宇都宮市 

 21) 高田和子: 在宅療養者の栄養ケア・マネジメン

トのポイント. 東京都栄養士会 栄養ケア活動

支援研修会. 2012.09.29, 東京 

 22) 高田和子: 在宅療養者の栄養ケアの必要性、栄

養ケア・マネジメントのポイント. 東京都栄養

士会栄養ケア活動研修会. 2012.10.13, 東京 

 23) 高田和子: スポーツ栄養学について. 渋川市ス

ポーツリクリエーション協会. 2012.12.03, 群

馬県渋川市 

 24) 高田和子: 高齢期や嚥下困難時の低栄養を防ぐ

ための食事の工夫. 第5回介護技術講習会、環境

省国立水俣病総合研究センター. 2013.03.30, 

熊本県水俣市 

 25) 石見佳子: 大豆の摂取と骨粗鬆症. Ｈ24年度指

導者のための健康・栄養セミナー 山梨県栄養

士会. 2012.07.14, 甲府 

 26) 石見佳子: 大豆摂取と生活習慣病の関わりにつ

いて. 平成24年指導者のための健康・栄養セミ

ナー 群馬県栄養士会. 2012.11.03, 前橋 

 27) 梅垣敬三: 健康食品の安全性・有効性について. 

消費生活相談員等の研修会、藤沢市役所市民相

談情報センター. 2012.02.18, 藤沢市 

 28) 梅垣敬三:「トクホでメタボ解消！？」－トクホ

(特定保健用食品）の正しい理解と使い方－. 消

費生活講座、藤沢市役所市民相談情報センター. 

2012.02.20, 藤沢市 

 29) 千葉剛: 健康食品を正しく知ろう. 消費生活セ

ンター「暮らしのセミナー」. 2012.04.23, 町

田市 

 30) 梅垣敬三: 最新サプリメント事情. 栄養管理講

習会、板橋区保健所. 2012.05.22 

 31) 梅垣敬三: 健康づくりのための食環境施策、ダ

イエット食品などの健康食品などの実態につい

て. すぎなみ地域大学「食育ボランティア講

座」、杉並区. 2012.06.13 

 32) 梅垣敬三: 健康食品・健康飲料に係るトラブル

解決の基礎知識. 平成24年度食品表示・安全分

野研修、神奈川県県民局くらし文化部. 

2012.06.18 

 33) 梅垣敬三: 健康食品の表示 ココにご注意！. 

食品表示・安全講座、横浜市消費生活総合セン

ター. 2012.06.20, 横浜市 

 34) 梅垣敬三: 健康食品・健康飲料に係るトラブル

解決の基礎知識. 平成24年度食品表示・安全分

野研修、神奈川県県民局くらし文化部. 

2012.06.27 

 35) 梅垣敬三: 健康食品の実態と適正な利用に向け

て. 食品表示・安全講演会、愛媛県県民環境部. 

2012.08.28, 松山市 

 36) 梅垣敬三: 健康食品のかしこい利用法. くらし

の教室、いわき市消費生活センター. 

2012.09.26, いわき市 

 37) 梅垣敬三: 最近の健康食品の現状と問題点 -具

体的事例等-. 健康食品の知識普及員継続研修事

業、茨城県栄養士会. 2012.09.30, つくば市 

 38) 梅垣敬三: 健康食品との賢いつきあい方. 練馬

区食の安全・安心講演会. 2012.10.20, 練馬 

 39) 千葉剛: 健康食品を正しく知ろう. 裾野市消費

生活セミナー. 2012.10.31, 静岡県裾野市 

 40) 梅垣敬三: 「健康食品の正しい知識」-最新の事

例と今後の課題-. 茨城栄養学術講習会、茨城県

栄養士会. 2012.11.07, 水戸市 

 41) 梅垣敬三: 健康食品との付き合い方-表示、添加

物、アレルギー情報を読み解く-. 区民の食品に

関する知識普及のための講演会、品川区. 

2012.11.09 

 42) 千葉剛: 健康食品って効果があるの？～健康食

品を正しく知ろう！～. 横浜市南区福祉保健セ

ンター. 2012.11.12, 神奈川県横浜市 

 43) 梅垣敬三: 食の安全・安心について～健康食品

～. 食品表示・安全講演会、岡山県保健福祉部. 

2012.11.14, 岡山市 

 44) 梅垣敬三: 食の安全・安心について～健康食品
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～. 食品表示・安全講演会、岡山県保健福祉部. 

2012.11.15, 津山 

 45) 千葉剛: 健康食品を正しく知ろう！～健康食品

の最新のトッピックス～. 葛飾区保健所. 

2012.11.21, 東京都葛飾区 

 46) 千葉剛: 健康食品との上手な付き合い方～正し

い利用法を知ろう～. 稲城市消費者ルーム運営

協議会. 2013.02.12, 東京都稲城市 

 47) 三好美紀: 海外における緊急栄養. 日本栄養士

会災害支援チーム東京(JDA-DAT/Tokyo)スタッフ

育成研修会. 2012.09.22, 東京医科歯科大学．

東京 

 48) 西信雄: 次期国民健康づくり運動の基本的な方

向と目標について. 茨城栄養学術講演会（公益

社団法人 茨城県栄養士会）. 2012.10.10, 水

戸市 

 49) 野末みほ: いざ！という災害に備える栄養と食

事. 健康大学第7回教養講座. 2013.03.01, 目黒

区 

 

【研究所が主催・共催するセミナー等】 

  1) 徳留信寛: 健康栄養行政の現状と動向. H24年度

アドバイザリースタッフ研修会. 2012.11.18, 

福岡 

  2) 笠岡(坪山)宣代: 食事摂取基準2010～エビデン

スから震災時の活用まで～. アドバイザリース

タッフ研修会. 2012.12.9, 名古屋 

  3) 田中茂穂: “カロリーの"常識と誤解. アドバイ

ザリースタッフ研修会. 2012.10.14, 東京 

  4) 石見佳子: 食品の栄養・健康表示の現状. H24年

度アドバイザリースタッフ研修会. 2012.10.06, 

大阪国際会議場 

  5) 梅垣敬三: 葉酸の有効性と安全性. アドバイザ

リースタッフ研修会. 2012.12.1, 仙台 

  6) 千葉剛: 特定保健用食品の現状と問題点. 栄養

情報担当者（NR）研修会. 2012.06.10, 東京 

  7) 西信雄: 「健康日本21」とその評価法. アドバ

イザリースタッフ研修会. 2012.10.20, 岡山   

 

【その他の講演会等】 

  1) 今井絵理: 高齢期の生活を考える～高齢期に対

する食育～「高齢期の食事摂取基準の観点か

ら」. 第７回日本栄養改善学会若手の会シンポ

ジウム、日本栄養改善学会若手の会. 

2013.03.03, 和洋女子大学 桜セミナーハウス

（千葉県佐倉市） 

  2) 笠岡(坪山)宜代: 災害時における保育園給食対

応について. 栄養士研修会  社会福祉法人桑

の実会. 2012.07.03, さいたま市 埼玉県 

  3) 奥田奈賀子: 特定健診・特定保健指導の基本的

な考え方、行動変容に繋がる特定保健指導. 生

活習慣病対策健診・保健指導に関する企画・運

営・技術研修, 埼玉県保険者協議会. 

2012.07.10, さいたま市 

  4) 奥田奈賀子: 生活習慣病とその予防法（総論）

及び生活習慣病の疫学（各論）. 行動変容実践

のための保健指導者養成セミナー、一般社団法

人 日本家族計画協会. 2012.07.18, 東京 

  5) 奥田奈賀子, 吉澤剛士: 国民健康・栄養調査に

おける栄養摂取状況調査. 平成24年国民健康・

栄養調査調査責任者技術研修、厚生労働省がん

対策・健康増進課. 2012.08.24, 大阪 

  6) 奥田奈賀子, 吉澤剛士: 国民健康・栄養調査に

おける栄養摂取状況調査. 平成24年国民健康・

栄養調査調査責任者技術研修、厚生労働省がん

対策・健康増進課. 2012.08.30, 東京 

  7) 奥田奈賀子, 吉澤剛士: 国民健康・栄養調査に

おける栄養摂取状況調査. 平成24年国民健康・

栄養調査調査責任者技術研修、厚生労働省がん

対策・健康増進課. 2012.09.05, 福岡 

  8) 奥田奈賀子, 吉澤剛士: 国民健康・栄養調査に

おける栄養摂取状況調査. 平成24年国民健康・

栄養調査調査責任者技術研修、厚生労働省がん

対策・健康増進課. 2012.09.10, 東京 

  9) 奥田奈賀子: 生活習慣につなげるためのアセス

メント・行動計画. 特定健診・保健指導実践者

育成研修会、栃木県保険者協議会. 2012.09.12, 

宇都宮 

 10) 瀧本秀美: 妊娠可能年齢女性の低栄養. JICA研

修 イエメン国 「日本における栄養・保健」. 

2012.10.10, 東京 

 11) 奥田奈賀子: 生活習慣病の疫学と栄養指導のポ

イント. 平成24年度山口県保険者協議会特定保

健指導従事者スキルアップ研修会、山口県保険

者協議会. 2013.01.11, 山口 

 12) 中出麻紀子: 健康教育(1)健康教育理念と方法. 

特定保健指導専門研修(食生活改善指導担当者研

修）コース ：全日本病院協会. 2013.01.20 

 13) 村上晴香: 特定健診・特定保健指導における運

動・身体活動指導. 公益財団法人 健康・体力づ

くり事業財団 健康運動指導士登録更新講習会

「基礎講座」. 2012.05.20 

 14) 村上晴香: 身体活動・運動に関する保健指導. 

特定健診・保健指導事業従事者養成研修. 

2012.06.12, 東京 

 15) 宮地元彦: JA健康寿命100歳プロジェクト～健康

寿命を伸ばすために 健康日本21 運動分野を

中心にして. 平成24年度JAグループ高齢者福祉

JA健康寿命100歳プロジェクト担当者会議および

研修会. 2012.06.19, 全国農業協同組合中央会

（東京） 

 16) 宮地元彦: 元気になるための運動・身体活動支

援. 平成24年度リラクゼーションスキルアップ

研究会. 2012.06.25, 大船渡市民交流館 カメ

リアホール（岩手） 

 17) 宮地元彦: 健康づくり運動の実際. 平成24年度

健康運動指導士養成講習会. 2012.06.26, 駒沢

体育館（東京） 

 18) 村上晴香: 演習「困難事例検討」身体活動に関

して. 人間ドック健診情報管理指導者ブラシュ

アップ研修会. 2012.06.30, 東京 

 19) 宮地元彦: 事例における運動指導のポイント. 
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第19回人間ドック健診情報管理指導士ブラッシ

ュアップ研修会. 2012.06.30, AP浜松町会議室

DEF（東京） 

 20) 宮地元彦: 事例における運動指導のポイント. 

第20回人間ドック健診情報管理指導士ブラッシ

ュアップ研修会. 2012.07.21, TKPガーデンシテ

ィ博多（福岡） 

 21) 宮地元彦: エビデンスに基づいた生活習慣病予

防のための歩き方. 第4回東京臨床糖尿病運動療

法研究会. 2012.07.26, 武蔵野公会堂（東京） 

 22) 田中茂穂: 栄養摂取と運動「身体活動量の定量

法とその実際（１）（２）」. 平成24年度健康

運動指導士養成講習会 前期 東京会場. 

2012.08.02, 戸山サンライズ（新宿区） 

 23) 宮地元彦: 身体活動・運動に関する保健指導. 

第19回人間ドック健診情報管理指導士研修会. 

2012.08.04, ベルサール飯田橋ファースト（東

京） 

 24) 澤田亨: ｺﾎｰﾄ研究の進め方. 第13回運動疫学研

究セミナー. 2012.08.27, 長野県 

 25) 宮地元彦: メタボとロコモを予防・改善する運

動・身体活動. 平成24年度特定保健指導実践者

育成研修会. 2012.09.03, 秋田県市町村会館

（秋田） 

 26) 宮地元彦: メタボとロコモを予防改善する身体

活動・運動. 平成24年度大田原市健康セミナー. 

2012.09.12, 那須野が原ハーモニーホール（栃

木） 

 27) 田中茂穂: 「エネルギー代謝と加速度計による

代謝量計測及びエビデンスについて」. エネル

ギー代謝計測および加速度計についての講演会. 

2012.09.26, オムロンヘルスケア（株）本社

（京都府向日市） 

 28) 宮地元彦: 特定保健指導における効果的な運動

指導とは. 平成24年度特定保健指導従事者研修

会. 2012.09.28, 村山総合支庁（山形） 

 29) 田中茂穂: 代謝計算（講義ならびに計算問題の

練習＆解説）. 第26回ACSMヘルスフィットネス

スペシャリスト教習ワークショップ. 

2012.10.03, 国立オリンピック記念青少年総合

センター 

 30) 田中茂穂: 「運動基準・運動指針の概要及び生

活習慣病に関する知識等」. 健康運動指導士登

録更新講習会「基礎講座」 岡山会場. 

2012.10.06, 岡山国際交流センター   

 31) 宮地元彦: 身体活動から迫るアンチエイジング. 

長野連合会「健康教室」講習会. 2012.10.09, 

NOSAI長野会館（長野） 

 32) 澤田亨: スロージョギング講演会. 東京ガス株

式会社. 2012.10.19, 横浜市 

 33) 宮地元彦: 運動療法について実技も交えた講演. 

第50回日本糖尿病学会九州地方会. 2012.10.20, 

ホテルマリターレ創世（福岡） 

 34) 宮地元彦: 健康づくり施策概論 運動基準・運

動指針. 平成24年度健康運動指導士養成講習会. 

2012.11.23, TKP赤坂ツインタワーカンファレン

スセンター（東京） 

 35) 宮地元彦: 食と運動. 第4回食と医科学シンポジ

ウム. 2012.12.05, 慶應義塾大学三田キャンパ

ス（東京） 

 36) 宮地元彦: 高血圧の予防と治療 -身体活動・運

動のポイント-. 食育健康サミット. 2012.12.06, 

日本医師会館（東京） 

 37) 宮地元彦: 健康日本21（第２次）における運動

基準＆指針の意味とその実現のための条件. 生

涯スポーツ・体力つくり全国会議 2013. 

2013.01.25, 宮崎観光ホテル（宮崎） 

 38) 宮地元彦: 健康づくり施策概論 運動基準・運動

指針. 平成24年度健康運動指導士養成講習会. 

2013.02.15, TKP赤坂ツインタワーカンファレン

スセンター 

 39) 宮地元彦: 内臓脂肪を減らす運動・生活活動の

ポイント. 第39回 生活習慣病指導専門職セミナ

ー. 2013.03.15, 大阪西梅田 ブリーゼプラザ 

 40) 宮地元彦: サルコペニアとレジスタンストレー

ニング. 第33回運動循環器病学研究会. 

2013.03.31, 大田区産業プラザPio コンベンシ

ョンホール 

 41) 窪田直人: 2型糖尿病の治療戦略～今後の展望も

含めて～. つくばJOY会学術講演会. 2012.05.25, 

筑波市 

 42) 窪田直人: 2型糖尿病の分子機構の解明. 第1回 

Kyushu Diabetes Research Conference. 

2012.06.23, 福岡市 

 43) 窪田直人: 2型糖尿病の治療戦略. きぬ医師会学

術講演会. 2012.06.26, 常総市 

 44) 窪田直人: 2型糖尿病におけるインスリン療法の

現状と課題. Meet the Expert. 2012.07.03, 東

京都千代田区 

 45) 窪田直人: 2型糖尿病の治療戦略～経口血糖降下

薬を中心に～. マルチケアフォーラムin文京～

糖尿病と認知症～. 2012.07.24, 東京都文京区 

 46) 窪田直人: 2型糖尿病の治療戦略～より良い血糖

コントロールを目指して～. 第4回石川病診

LEAGUE. 2012.08.24, 金沢市 

 47) 窪田直人: 糖尿病と認知症. 糖尿病 Sunday 

Seminar. 2012.08.26, 岡山市 

 48) 窪田直人: 2型糖尿病の病態と薬物治療. 豊島区

糖尿病医療連携ネットワーク研修会. 

2012.09.05, 東京都豊島区 

 49) 窪田直人: 2型糖尿病の病態と薬物治療. 地域医

療研究会. 2012.09.26, 高崎市 

 50) 窪田直人: 2型糖尿病の治療戦略-経口糖尿病薬

を中心に-. 保土谷区糖尿病エキスパートミーテ

ィング. 2012.09.28, 横浜市 

 51) 窪田直人: 血管から糖尿病へ～インスリン抵抗

性と血管障害の新しい知見～. 第18回 神戸

Podiatryミーティング. 2012.09.29, 神戸市 

 52) 窪田直人: 2型糖尿病の病態と薬物治療. 第41回

別府糖尿病勉強会. 2012.10.02, 別府市 

 53) 窪田直人: 2型糖尿病の治療戦略-注射剤を中心

に-. 第2回 若手医師糖尿病勉強会. 
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2012.10.16, 横浜市 

 54) 窪田直人: 2型糖尿病の治療戦略～今後の展望も

含めて～. 姫路Doctor’s教室. 2012.10.27, 姫

路市 

 55) 窪田哲也: 血管内皮細胞のインスリンシグナル

を介した新しい骨格筋糖取り込み調節機構. 第

14回へモバスキュラー研究会. 2012.10.27, 東

京 

 56) 窪田直人: ２型糖尿病治療の新展開. テネリア

新発売講演会-糖尿病治療のアンメットニーズに

迫る-. 2012.11.12, 東京都文京区 

 57) 窪田直人: ２型糖尿病の病態と薬物治療. 循環

器病セミナーin青森. 2012.11.15, 青森市 

 58) 窪田直人: ２型糖尿病の病態と薬物治療. 日医

生涯教育講座学術講演会. 2012.11.16, 長野市 

 59) 窪田直人: ２型糖尿病の治療戦略～今後の展望

も含めて～. 薬剤部長特別セミナー. 

2012.11.17, 東京都港区 

 60) 窪田直人: 心血管イベント発症抑制を見据えた

日本人2型糖尿病治療戦略とは . タケダトータ

ルケアセミナー2012. 2012.11.25, 東京都千代

田区 

 61) 窪田直人: インスリン療法の現状と課題. 文京

区4大学インスリン座談会. 2013.01.10, 東京都

渋谷区 

 62) 窪田直人: 2型糖尿病の治療戦略ー経口糖尿病薬

を中心にー. Diabetes Symposium 2013. 

2013.01.17, 横浜市 

 63) 窪田直人: ２型糖尿病の病態と薬物治療. 南空

知医師会学術講演会. 2013.01.31, 岩見沢市 

 64) 窪田直人: ２型糖尿病の病態と薬物治療～今後

の展望も含めて～. 西神戸エキスパートミーテ

ィング. 2013.02.09, 神戸市 

 65) 窪田直人: ２型糖尿病の病態と薬物治療. テネ

リア新発売記念講演会 in Yokosuka. 

2013.02.13, 横須賀市 

 66) 窪田直人: ２型糖尿病の病態と薬物治療. 新潟

市内科医会学術講演会. 2013.02.21, 新潟市 

 67) 窪田直人: 2型糖尿病の治療戦略ーインスリン療

法を中心にー. 浜松インスリン学術講演会. 

2013.03.04, 浜松市 

 68) 窪田直人: ２型糖尿病の病態と治療戦略. 宇都

宮市医師会講演会. 2013.03.05, 宇都宮市 

 69) 窪田直人: ２型糖尿病の病態と薬物治療. 六甲

Heart&Diabetesフォーラム. 2013.03.07, 神戸

市 

 70) 窪田直人: ２型糖尿病の病態と薬物治療. 比企

医師会学術講演会. 2013.03.13, 東松山市 

 71) 窪田直人: ２型糖尿病の病態と薬物治療. 生活

習慣病を考える会. 2013.03.16, 京都 

 72) 窪田直人: 2型糖尿病の治療戦略ー経口糖尿病薬

を中心にー. 北区 糖尿病カンファランス. 

2013.03.21, 東京都千代田区 

 73) 窪田直人: 2型糖尿病の治療戦略ー経口糖尿病薬

を中心にー. 日常診療に役立つ糖尿病セミナー 

～糖尿病患者の長期予後を見据えて～. 

2013.03.26, 東村山市 

 74) 山内淳: 食品保健制度の現状と課題 -特に食品

表示について-. 日本食生活学会第45回研究集会. 

2012.02.23, 東京 跡見学園女子大学 

 75) 石見佳子: 機能性宇宙食の開発と課題. ＪＡＸ

Ａ宇宙食分科会. 2012.06.04, 東京 

 76) 石見佳子: 食事・栄養指導法－骨づくりとカル

シウム－. 日本スポーツ栄養研究会. 

2012.06.09, 東京 

 77) 石見佳子: 特定保健用食品（トクホ）の現状に

ついて. （公財）日本健康・栄養食品協会「平

成24年度第1回特定保健用食品講習会」. 

2012.07.13, 東京大学弥生講堂 

 78) 竹林純: 生体内の酸化・糖化のメカニズムと食

品の抗酸化・抗糖化の機能性と評価：食品の抗

酸化機能性. テックデザイン技術講習会. 

2012.10.24, 東京 

 79) 山内淳: 脂溶性ビタミンと食品表示制度. 第338

回 脂溶性ビタミン総合研究委員会. 

2013.03.15, 東京 帝京大学 

 80) 梅垣敬三: 特別用途食品等の現状と課題並びに

データベース. 日本流動食協会第21回通常総会. 

2012.05.24, 東京 

 81) 梅垣敬三: サプリメント利用と薬剤師の役割. 

プライマリ・ケア認定薬剤師研修会、日本プラ

イマリ・ケア連合学会. 2012.07.15, 大阪市 

 82) 梅垣敬三: 健康食品とサプリの真実-美と健康-. 

消費者啓発のための講演会、日本消費生活アド

バイザー・コンサルタント協会北海道支部. 

2013.02.02, 札幌市 

 83) 西信雄: 健康施策の歴史と健康課題. 平成24年

度 行動変容実践のための保健指導者養成セミ

ナー（一般社団法人 日本家族計画協会）. 

2012.07.18, 東京 

 84) 卓興鋼: 日本・中国の健康食品概況. 国際融合

医療協会 第3回学術大会. 2012.11.18, 国立が

ん研究センター 国際研究交流会館 

 85) 卓興鋼: 植物化合物の摂取と健康効果―機能性

食品因子（FFF）データベースを用いて―. 国際

融合医療協会 第3回学術大会. 2012.11.18, 国

立がん研究センター 国際研究交流会館 

 86) 西信雄: 低線量放射線の健康影響について－リ

スク評価・機構解明・リスクコミュニケーショ

ン－（パネラー）. 2012年放射線疫学調査報告

会（公益財団法人 放射線影響協会）. 

2012.11.28, 東京 

 

 5.政府関係機関審議会、委員会等 
【厚生労働省等政府関連】 

  1) 徳留信寛: 薬事・食品衛生審議会臨時委員. 厚

生労働省. 2012 

  2) 徳留信寛: H24年度ジフェニルアンシン酸に係る

健康影響等についての臨床検討会. 環境省総合

環境安全課環境リスク評価室. 2012 

  3) 徳留信寛: H24年国民健康・栄養調査企画解析検

討会構成員. 厚生労働省. 2012 
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  4) 徳留信寛: 「日本人の食事摂取基準」策定検討

会. 厚生労働省. 2013 

  5) 徳留信寛: 厚生科学審議会委員. 厚生労働省. 

2013 

  6) 笠岡(坪山)宜代: 厚生労働省 管理栄養士国家試

験委員. 厚生労働省 2012 

  7) 宮地元彦: 平成24年国民健康・栄養調査企画解

析検討会委員. 厚生労働省. 2012 

  8) 宮地元彦: 運動基準・運動指針の改定に関する

検討会. 厚生労働省. 2012 

  9) 石見佳子: 食品安全委員会新開発食品専門調査

会専門委員. 内閣府食品安全委員会. 2012 

 10) 石見佳子: 科学技術・学術審議会資源調査分科

会専門委員. 文部科学省. 2012 

 11) 石見佳子: 薬事・食品衛生審議会臨時委員新開

発食品調査部会員. 厚生労働省. 2012 

 12) 石見佳子: 消費者委員会新開発食品調査部会専

門委員 . 内閣府. 2012 

 13) 梅垣敬三: 薬事・食品衛生審議会臨時委員. 

2012 

 14) 梅垣敬三: 消費者委員会専門委員. 2012 

 15) 梅垣敬三: 食品安全委員会専門委員. 2012 

 16) 梅垣敬三: 医薬品の成分本質に関するWG委員. 

2012 

 17) 梅垣敬三: 「統合医療」の在り方に関する検討

会構成員. 2012 
 18) 廣田晃一: 栄養成分の表示値設定方法調査事業

検討会. 消費者庁. 2012 

 19) 西信雄: 厚生科学審議会専門委員（次期国民健

康づくり運動プラン策定専門委員）. 厚生労働

省. 2012 

 20) 西信雄: 薬事・食品衛生審議会専門委員. 厚生

労働省. 2013 

 21) 西信雄: 新開発食品評価調査委員. 薬事・食品

衛生審議会食品衛生分科会. 2013 

 

【地方自治体等】 

  1) 宮地元彦: 静岡県健康長寿プログラム検討会委

員. 静岡県健康福祉部. 2012 

  2) 田中茂穂: 東京都統一体力テスト分析委員. 東

京都教育庁. 2012 

  3) 田中茂穂: 「子供の体力向上調査分析部会」委

員. 東京都教育庁. 2013 

  4) 梅垣敬三: 東京都食品安全情報評価委員会委員. 

2012 

  5) 梅垣敬三: 「健康食品」による健康被害事例専 

門委員会委員. 東京都食品安全情報評価委員会. 

2012 

 

【その他】 

  1) 徳留信寛: ヒューマンサイエンス振興財団審議

員. ヒューマンサイエンス振興財団. 2012 

  2) 徳留信寛: 国際協力専門委員会委員. がん研究

振興財団. 2012 

3) 徳留信寛: アドバイザリーボード委員. 独立行

政法人農研機構食品総合研究所. 2012 

  4) 梅垣敬三: 独立行政法人医薬品医療機器総合 

機構専門委員. 2012 
 
 6.関連学術団体等への貢献 

【理事等の役員】 

  1) 笠岡(坪山)宜代: 日本栄養士会 研究運営部会部

会長. 2012 

  2) 熊江隆: 体力・栄養・免疫学会 理事. 2012 

  3) 石見佳子: 日本栄養改善学会理事 . 2012 

  4) 石見佳子: 日本栄養・食糧学会理事. 2012 

  5) 石見佳子: 日本食物繊維学会常務理事. 2012 

  6) 石見佳子: 日本栄養・食糧学会関東支部副支部

長. 2012 

  7) 梅垣敬三: 岩手生物工学研究センター特別参

与・研究推進委員. 2012 

  8) 西信雄: 日本疫学会監事. 2012 

   

【学会誌等の雑誌編集委員】 

  1) 瀧本秀美: 栄養学雑誌編集委員. 2012 

  2) 笠岡(坪山)宜代: 日本栄養士会雑誌 論文委員. 

2012 

  3) 坪田(宇津木)恵: Public Health Nutrition 雑

誌編集委員. 2012 

  4) 熊江隆: 体力・栄養・免疫学会 雑誌編集委員. 

2012 

  5) 宮地元彦: 日本体力医学会編集委員会委員. 

2012 

  6) Yamazaki T: Journal of Applied Toxicology, 

Editorial Board. 2012 

  7) 石見佳子: Journal of Bone and Mineral 

Metabolism, Editorial Boad. 2012 

  8) 石見佳子: 栄養学雑誌編集委員. 2012 

  9) 梅垣敬三: 日本栄養食糧学会編集委員. 2012 

 10) 千葉剛: ファルマシア トピックス小委員. 2012 

 11) Taku K: Maturitas編集委員. 2012 

 12) 西信雄: 日本疫学会Journal of Epidemiology編

集委員. 2012 

 13) 西信雄: 日本公衆衛生雑誌編集委員. 2012 

 

【その他】 

1) 笠岡(坪山)宜代: 日本栄養改善学会 抄録査読

委員. 2012  

  2) 笠岡(坪山)宜代: 日本栄養改善学会 評議員. 

2012 

  3) 笠岡(坪山)宜代: 8th Asia Pacific Congress 

of Clinical Nutrition(APCCN2013) プログラム

委員. 2012 

  4) 奥田奈賀子: 日本循環器管理研究協議会評議員. 

2012 

  5) 笠岡(坪山)宜代: 日本栄養士会研究教育事業部 

副会長. 2012 

  6) 笠岡(坪山)宜代: 日本栄養士会 国際交流委員. 

2012 

  7) 笠岡(坪山)宜代: 日本栄養士会 JDA-DATエビデ

ンスチームリーダー. 2012 

  8) 坪田(宇津木)恵: 日本公衆衛生雑誌 査読委員. 
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2012 

  9) 宮地元彦: 日本体力医学会 ガイドライン検討委

員会委員. 2012 

 10) 山内淳: 日本栄養・食糧学会. 2012 

 11) 山内淳: 日本栄養改善学会. 2012 

 12) 山内淳: 日本ビタミン学会. 2012 

 13) 山内淳: 脂溶性ビタミン総合研究委員会委員. 

2012 

 14) 廣田晃一: 日本臨床化学会 栄養専門委員会委

員長. 2012 

 15) 西信雄: 8th Asia Pacific Congress of 

Clinical Nutrition (APCCN2013) プログラム委

員. 2012 

 16) 西信雄: 公益財団法人放射線影響協会放射線疫

学調査解析検討委員. 2012 

 17) 西信雄: 公益財団法人放射線影響協会交絡因子

調査専門委員. 2012 

 18) 三好美紀: 日本栄養士会．国際交流委員. 2012 

 

 
 7.併任、非常勤講師等 
【厚生労働省等との併任】 

    該当無し 

 

【大学の客員教授・非常勤講師等】 

  1) 吉澤剛士: 女子栄養大学 情報処理・統計学実習

講義. 2012 

  2) 笠岡(坪山)宜代: 人間総合大学大学院 非常勤講

師 科目名：分子栄養学. 2012 

  3) 宮地元彦: 静岡県立大学非常勤講師. 2012 

  4) 宮地元彦: 早稲田大学生命医療工学研究所招聘

研究員. 2012 

  5) 熊江隆: 東京農業大学、東京農業大学短期大学 

客員教授. 2012 

  6) 澤田亨: 駒沢女子大学 人間健康学部 非常勤講

師担当授業：健康管理概論. 2012 

  7) 澤田亨: 順天堂大学 スポーツ健康科学部客員

准教授. 2012 

  8) 澤田亨: 獨協医科大学 非常勤講師担当授業：

公衆衛生学実習. 2012 

  9) 田中茂穂: お茶の水女子大学文教育学部 非常

勤講師. 2012 

 10) 田中茂穂: お茶の水女子大学大学院・人間文化

創成科学研究科 客員准教授および非常勤講師. 

2012 

 11) 田中茂穂: 公立大学法人首都大学東京人間健康

科学副専攻コース 非常勤講師. 2012 

 12) 田中茂穂: 早稲田大学スポーツ科学学術院 客

員教授. 2012 

 13) 石見佳子: 東京農工大学客員教授. 2012 

 14) 石見佳子: 早稲田大学スポーツ科学学術院客員

教授. 2012 

 15) 石見佳子: 東京理科大学薬学部客員教授. 2012 

 16) 山内淳: 日本女子大学  非常勤講師. 2012 

 17) 梅垣敬三: 十文字学園女子大学非常勤講師. 

2012 

 18) 梅垣敬三: 日本薬科大学非常勤講師. 2012 

 19) 梅垣敬三: 茨城大学農学部非常勤講師. 2012 

 20) 西信雄: 国立大学法人東京大学医学部非常勤講

師. 2012 

 21) 西信雄: 国立大学法人愛媛大学非常勤講師. 

2012 

 22) 三好美紀: 県立広島大学大学院．非常勤講師. 

2012 

 23) 三好美紀: 聖母大学 非常勤講師. 2012 

  

【その他】 

  1) 中出麻紀子: 日本ウエルネス歯科衛生専門学校. 

2012 

  2) 熊江隆: 財団法人 日本産業廃棄物処理振興セ

ンター 平成２４年度産業廃棄物に関する講習

会の講師. 2012 

  3) 宮地元彦: 一般財団法人 日本健康文化振興会 

学術顧問. 2012 

  4) 宮地元彦: 財団法人 健康・体力づくり事業財団 

健康運動指導士・健康運動実践指導者養成カリ

キュラム検討委専門部会委員. 2012 

  5) 田中茂穂: 社団法人日本フィットネス協会 監

事. 2012 

  6) 原一雄: 東邦大学客員講師. 2012 

  7) 原一雄: 横浜市立大学客員講師. 2012 

8) 窪田直人: 東京大学大学院医学系研究科特任准

教授. 2012 

  9) 山崎聖美: 独立行政法人国立環境研究所 客員

研究員. 2012 

 10) 石見佳子: 消費者庁業務協力. 2012 
 
 8.国際貢献 

【海外への派遣による科学・技術協力】 

   該当無し 

 

【海外からの研究者の受け入れ・指導】 

  1) 石見佳子: インドネシアの食品の抗酸化能の測

定. 若手外国人研究者招へい事業. 2012  

 

【国際会議への対応】 

  1) 石見佳子: 栄養・特殊用途食品部会. FAO/WHO合

同食品規格委員会（コーデックス委員会）. 

2012, ドイツ 

   

【その他】 

 1) 瀧本秀美, 澤田亨, 三好美紀: ベトナム国立栄

養研究所メンバーとの意見交換. ILSI JAPANカ

ウンターパート. 2012, 当研究所 

  2) Miyoshi M: Nutritional Managementin 

developing countries. JICA地域別研修「アジ

ア・太平洋地域問題解決型の保健専門職人材育

成」. 2012, 鹿児島大学大学院．鹿児島 

  3) Miyoshi M: 講義"Role of dietitian in Japan"、

"Nutritional assessment in the field: 

Dietary Surveys". JICA（地域別）「アフリカ

地域 女性指導者のための健康と栄養改善」コ
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ース. 2013, 独立行政法人国際協力機構 北海

道国際センター. 帯広市 

 

 9.知的財産権等 
     該当無し 
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Ⅳ 資  料 

1. 独立行政法人国立健康・栄養研究所中期目標 
 

 独立行政法人通則法(平成 11 年法律第 103 号)第 29 条第 1 項の規定に基づき、独立行政法人国立健康・栄養研

究所が達成すべき業務運営に関する目標(以下「中期目標」という。)を次のとおり定める。 
 
 平成 23 年 3 月 1 日 

厚生労働大臣 細川律夫 
内閣総理大臣 菅 直人 

 
（前文） 
 独立行政法人国立健康・栄養研究所(以下「研究所」

という。)は、人々の栄養・食生活、運動と健康との関

わりについて、基礎から応用に至るまでの調査及び研

究を包括的かつ国際的な水準で行い得る試験研究機関

であることから、国民の健康・栄養状態及び QOL(生
活の質)の向上に直接あるいは間接的に寄与すること

のできる調査及び研究を効率的に行い、国民の健康と

福祉のために貢献することが重要である。 
 そのため、特にヒトを対象とした研究に関して、わ

が国の大学・研究機関の中心的存在として、総合的・

統合的な研究を推進するとともに、研究者を育成する

役割を果たすことを求める。 
 また、厚生労働行政上の重要な健康・栄養施策を推

進する上で不可欠な科学的根拠を質の高い研究によっ

て示し、それらを専門的立場から要約して発信すると

ともに、健康科学・栄養学領域において、アジア地域

への貢献を含め、国際的なリーダーシップを担うこと

を期待する。 
 

第１ 中期目標の期間 
 独立行政法人通則法(以下「通則法」という。)第 29
条第 2 項第 1 号の中期目標の期間は、平成 23 年 4 月 1
日から平成 28 年 3 月 31 日までの 5 年間とする。 
 

第２ 国民に対して提供するサービスその他
の業務の質の向上に関する事項 

 通則法第 29条第 2項第 3号の国民に対して提供する

サービスその他の業務の質の向上に関する事項は、次

のとおりとする。 
1. 研究に関する事項 
(1) 国の生活習慣病対策等の施策としてより効果的な

反映が見込まれる研究に関する事項 
 研究所の独自性を発揮するとともに、厚生労働省及

び地方自治体等における健康づくり施策に必要不可欠

な科学的知見を集積し、発信することを目的として、

以下の分野に特化・重点化して研究を行うこと。 
ア 生活習慣病予防のための運動と食事の併用効果に

関する研究 
イ 日本人の食生活の多様化と健康への影響、及び食

生活の改善施策に関する栄養疫学的研究 
ウ 「健康食品」を対象とした食品成分の有効性評価

及び健康影響評価に関する調査研究 
エ 科学技術基本計画に沿って、研究機関として独自

性の高い基礎的・応用的研究を行うこと。 
オ 研究の成果をより広く社会に還元するために、食

育推進基本計画に資する調査研究を推進し、専門家

(管理栄養士等)への情報提供を行うこと。 
(2) 研究水準及び研究成果等に関する事項 
ア 健康・栄養に関する施策、ガイドライン等の科学

的根拠につながる質の高い研究を行い、研究成果を

論文等を通じて社会に発信・還元を行うこと。 
イ 健康・栄養関連の専門家を対象としたセミナー、

一般向けの講演会等を開催すること。 
ウ 研究所の一般公開を実施するとともに、中学校・

高等学校等からの見学にも積極的に応じること。 
(3) 研究実施体制等の整備に関する事項 
ア 独立行政法人という組織形態の利点を最大限活か

した研究資金等の運用及び人的資源の配置により、

研究・業務の効率化を図ること。 
イ 国内外の産業界を含む健康・栄養・食品関係の機

関との共同研究の拡充等を目的として、研究所研究

員の派遣及び他機関等の研究員の受入れをより積極

的に行うこと。 
ウ 大学及び民間企業等との連携・協力により、研究

者の交流を進め、人材の養成と資質の向上を図るこ

と。 
エ 調査及び研究の円滑な実施が図られるよう、適切

な措置を講ずるとともに、他機関との共同研究及び

受託研究において、双方の研究施設及び研究設備の

稼働状況に応じた共同利用を図ること。 
2. 法律に基づく業務、社会的・行政ニーズ、国際協

力等に関する事項 
(1) 健康増進法に基づく業務に関する事項 
ア 国民健康・栄養調査の実施に関する事務のうち、

集計事務については、「健康日本 21」、都道府県健康

増進計画等の政策ニーズに適時対応して、迅速かつ

効率的に集計を行うこと。 
 また、外部委託のより積極的な活用、高度集計・

解析システムの活用等により効率化を図る。 
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イ 健康増進法第２７条第５項（同法第２９条第２項、

第３２条第３項及び第３２条の３第３項において準

用する場合を含む）の規定により収去した食品の試

験業務を的確に実施すること。対応可能な試験（収

去試験を含む。）について積極的に民間の登録試験機

関の活用が図られるよう、検査方法の標準化、検査

精度の維持・管理に一層重点的に取り組むこと。 
(2) 社会的・行政ニーズへの対応に関する事項 
ア 関連機関等と定期的な情報交換の場を設け、社会

的・行政ニーズを把握すること。 
イ ホームページ等を通じて国民からのニーズを把握

すること。 
(3) 国際協力、産学連携等対外的な業務に関する事項 
ア 国際協力の対外的な業務については、政府関係部

局との連携を強め、国際栄養協力体制を充実強化し、

特にＷＨＯ研究協力センターとして指定を受けて、

アジア地域における国際貢献と学術的ネットワーク

の構築を行うことにより、国際社会における役割を

果たすこと。 
イ 産学連携の対外的な業務については、政府関係部

局との連携を強め、産学連携推進機能の強化により、

産学連携をより一層進め、研究成果の社会への還元

と知的財産の獲得を目指すこと。 
(4) 栄養情報担当者(NR)制度に関する事項 
 栄養情報担当者(以下「NR」という。)認定制度につ

いては、既存の資格取得者の取扱い等について検討の

上、第三者機関への業務移管を行うこと。 
3. 情報発信の推進に関する事項 
(1) 研究所として総合的な情報発信を行うための体制

を強化し、対外的な業務の推進を図ること。 
(2) 研究所の活動状況に関する情報をホームページを

介して広く公開すること。 
(3) 研究所の諸活動及び研究業績については、研究所

報告やニュースレターの刊行及び電子メディアで

の配信により公開すること。 
(4) 研究所の諸規程、職員の公募等、必要な情報の提

供は、ホームページ等を活用し積極的に行うこと

により、その充実を図ること。 
 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事
項 

 通則法第 29条第 2項第 2号の業務運営の効率化に関

する事項は次のとおりとする。 
1. 運営体制の改善に関する事項 
(1) 研究所の意思決定と運営を機動的かつ効率的に行

うことができるよう、役員組織と研究部門及び事

務部門との間の連絡を密にし、内部統制を強化す

ること。 
(2) 研究企画及び評価に関わる機能及び体制の強化を

図り、研究業務の包括的、計画的な実施を進める

こと。 
(3) 業務の確実な実施のため、各研究・業務に関する

内部進行管理及び評価を行うこと。 
(4) 法人運営に関して透明性を確保するとともに、国

民に向けての説明責任を全うするため、広報体制

を強化し、迅速な情報公開に努めること。 
(5) 外部資金の獲得に積極的に取り組むとともに、経

費節減や現況資源の有効利用を進めること。 
2. 研究・業務組織の最適化に関する事項 
(1) 業務効率化の観点から、研究部組織体制の見直し

を行い、その最適化を図ること。 
(2) 民間団体、大学、地方公共団体、他府省等におけ

る調査研究との相互補完を図る観点から、重複・

類似する研究を排除して研究の効率化を目指すと

ともに、他の研究機関との連携のあり方について

検討を行い、連携・交流を強化することにより組

織・研究の活性化を図ること。 
3. 職員の人事の適正化に関する事項 
(1) 重点的に行う研究及び法律に基づく業務に対して

適切に職員を配置し、効率的に研究業務を行うこ

と。なお、収去食品の試験業務における民間登録

試験機関での試験導入に伴う要員の見直し及び、

研究所におけるＮＲ認定制度業務の廃止に伴う要

員の合理化を図ること。 
(2) 研究職員の個人評価の結果を昇給・昇任等、給与

面に反映させること。 
(3) 研究職員の流動化計画に沿って原則公募制・任期

制により採用を行い、研究者層の向上を図ること。 
(4) 事務職員についても適切に評価を行い、資質の向

上と業務の効率化を図ること。 
4. 事務等の効率化・合理化に関する事項 
(1) 業務の効率化を図るため、事務書類の簡素化、電

子化、事務作業の迅速化を進めるとともに、定型

的な業務でアウトソーシング可能なものについて

は外部委託を行うこと。 
(2) 事務職員については、研修会やマネジメントセミ

ナー等を通じ、研究所経営への参加意識を高める

とともに、業務意識の高揚を図ること。 
(3) 業務の効率化を図るため、業務・システムの最適

化を図ること。 
5. 評価の充実に関する事項 
(1) 毎年度内部評価委員会において、主要な研究業務

に関して内部評価を実施すること。 
(2) 第三者による外部評価委員会により、年度計画の

事前及び事後評価を行うこと。 
(3) 評価に関する結果は、ホームページで公開するこ

と。 
(4) 研究職員について自己点検・評価を行うとともに、

できるだけ客観的な指標に基づく評価を毎年実施

すること。 
6. 業務運営全体での効率化 
(1) 一般管理費(運営費交付金を充当して行う事業に

係るもの。人件費は除く。)については、中期目標期間

の最終年度までに、平成 22 年度を基準として 10％以

上の削減を達成すること。 
(2) 人件費については、「簡素で効率的な政府を実現

するための行政改革の推進に関する法律」(平成 18 年

法律第 47 号)、「経済財政運営と構造改革に関する基本
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方針 2006」（平成 18 年 7 月 7 日）に基づき平成 18 年

度からの 5 年間で平成 17 年度を基準として 5%以上削

減するとした人件費改革の取組を平成 23 年度まで継

続すること。また、総人件費についても、政府におけ

る総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見直すこと。 
 併せて、研究所の給与水準については、国家公務員

の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与の在

り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期

限を設定してその適正化に計画的に取り組むとともに、

その検証結果や取組状況を公表すること。 
(3) 業務経費(運営費交付金を充当して行う事業に係

るもの。)については、中期目標期間の最終年度までに、

平成 22年度を基準として 5％以上の削減を達成するこ

と。 
(4) 契約については、「独立行政法人の契約状況の点

検・見直しについて」（平成 21 年 11 月 17 日閣議決定）

に基づく取組を着実に実施すること。 
 なお、研究事業に係る調達については、透明性が高

く効果的な契約の在り方を追求すること。 
 

第４ 財務内容の改善に関する事項 
 通則法第 29条第 2項第 4号の財務内容の改善に関す

る事項は、次のとおりとする。 
1. 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する事

項 
(1) 運営費交付金以外の競争的研究資金については、

中期目標期間の最終年度までに研究資金の 50%以

上の獲得を達成すること。 
(2) 各種研究から生じる知的財産(特許権等)の有効活

用及び研究成果等の社会への還元を目的とした出

版等を行うことにより、自己収入の増加を図るこ

と。 
2. 経費の抑制に関する事項 
(1) 各部門において、常勤職員の人件費も含めたコス

ト管理を四半期毎に行い、効率的な資金の運用と

コスト意識の向上を図ること。 
(2) 研究業務の集約化、アウトソーシング等により人

的資源の有効活用並びに経費の節減を図るととも

に、業務運営に係る経常的経費の削減を図ること。 
 

第５ その他の業務運営に関する重要事項 
 通則法第 29条第 2項第 5号のその他の業務運営に関

する重要事項は、次のとおりとする。 
(1) セキュリティの確保 
 「第 2 次情報セキュリティ基本計画」等の政府の方

針を踏まえ、適切な情報セキュリティ対策を推進

すること。 
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2. 独立行政法人国立健康・栄養研究所中期計画 
 

 独立行政法人通則法(平成 11 年法律第 103 号)第 29 条第 1 項の規定に基づき、平成 23 年 3 月 1 日付けをもって

厚生労働大臣及び内閣総理大臣から指示のあった独立行政法人国立健康・栄養研究所中期目標を達成するため、

同法第 30 条の規定に基づき、次のとおり、独立行政法人国立健康・栄養研究所中期計画を作成する。 
 
 平成 23 年 3 月 31 日 

独立行政法人国立健康・栄養研究所 
理事長 徳留 信寛 

 
（前文） 
 独立行政法人国立健康・栄養研究所(以下「研究所」

という。)は、人々の健康・栄養状態及び QOL(生活の

質)の向上への貢献という目的を踏まえ、短期的・中期

的・長期的な視点から重点的に行う研究課題を選択す

るとともに、研究所の社会的役割を踏まえつつ、独自

性の高い研究や将来に向けて発展が期待される萌芽

的・創造的な研究の推進に努める。 
 特に、生活習慣病予防対策等、国民の健康づくり施

策に科学的根拠を提供するための調査・研究を重点的

に行うとともに、アジア諸国における健康科学・栄養

学の発展に貢献すべく中心的役割を果たすよう努める。 
 

第１ 国民に対して提供するサービスその他
の業務の質の向上に関する事項を達成
するための措置 

1. 研究に関する事項を達成するための措置 
(1) 国の生活習慣病対策等の施策としてより効果的な

反映が見込まれる研究に関する事項を達成するた

めの措置 
 研究所の独自性を発揮するとともに、厚生労働省及

び地方自治体等における健康づくり施策に必要不可欠

な科学的知見を集積し、発信することを目的として、

以下の分野に特化・重点化して研究を行う。 
ア 生活習慣病予防のための運動と食事の併用効果に

関する研究 
 運動・身体活動や適切な食事による生活習慣病の

一次予防、身体活動や食事といった環境因子と遺伝

的因子の相互作用の解明、並びに運動と食事とによ

るテーラーメード予防法に関して、ヒトを対象とし

た試験、動物や細胞等を用いた実験を行う。特に安

全で効果的かつ実効性のある一次予防策開発に資す

る調査及び研究に特化・重点化する。 
a  運動・身体活動や適切な食事による生活習慣病

予防、運動と食事指導の併用効果等について、実

験的、疫学的、文献的な調査及び研究を行う。こ

れにより食事摂取基準、運動基準等を策定するた

めの科学的根拠を提示する。 
b  ヒトを対象として、遺伝因子と各栄養素摂取量、

身体活動量、エネルギー代謝等との関係を明らか

にし、生活習慣病発症の遺伝、環境リスクの相互

作用を解明する。 
c  遺伝子改変動物を用いて、運動や食事指導によ

ってメタボリックシンドローム及び生活習慣病が

いかに予防されるのかを、遺伝子解析等による分

子レベルでの機序解明を試み、運動と食事指導に

よる生活習慣病のテーラーメード予防法の開発に

資する科学的根拠を提示する。 
イ 日本人の食生活の多様化と健康への影響、及び食

生活の改善施策に関する栄養疫学的研究 
 日本人の食生活の多様性を科学的に評価するため

の指標及び調査手法を開発し、それが健康に及ぼす

影響について疫学的な調査及び研究を行う。また、

それらに基づく食生活改善法の開発と施策への提言

を行う。特に日本人の食事摂取基準等の科学的根拠

となるデータの蓄積と｢健康日本 21｣の評価及び次

期「健康づくり運動」策定への応用を目指す。 
a  栄養に関する実践において最も基本的かつ重要

な指針である「食事摂取基準」について、平成 25
年度に予定される改定作業開始に向け、系統的レ

ビューを平成 24 年度まで重点的に行う。また、今

後の改定に向けて、ヒトを対象とした疫学的研究

及び基本的情報の収集等を継続的に行う。 
b  「健康日本 21」の最終評価及び次期「健康づく

り運動」の策定に向けた、効果的で実効性のある

運動・食事指導プログラムの開発と普及、国及び

地方自治体等の施策の推進に資する研究を行うこ

とが重要であることから、これらの手法の開発、

国民健康・栄養調査の機能強化及びデータ活用に

資する検討を行う。 
ウ 「健康食品」を対象とした食品成分の有効性評価

及び健康影響評価に関する調査研究 
 「健康食品」に含まれる食品成分の有効性及び健

康影響に関して、実社会における使用実態等を把握

するとともに、ヒトに対する影響を評価する手法を

開発する。その結果を幅広く公開し、「健康食品」に

関わるリスクコミュニケーションに資するデータベ

ースの更新及び充実を継続して行う。 
a  「健康食品」等の健康志向に基づく食品の使用

実態等の情報を収集・把握し、食品表示並びに食

品成分の健康影響に関する調査研究を実施する。 
 また、「健康食品」摂取の安全性に関しては、動

物実験及び細胞実験等による健康影響評価研究を

実施し、これらに関する情報発信を行う。 
b  「健康食品」に関する正しい知識の普及と健康

被害の未然防止並びに拡大防止を目的に、公正で

科学的な健康食品の情報を継続的に収集・蓄積し、

それらの情報を効果的に国民に提供する。また、
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「健康食品」の利用実態や有害事例に関連した調査

研究を行う。 
エ 研究所の研究能力を向上させ、将来、その応用・

発展的な展開を可能とするために、関連研究領域に

おける基礎的・独創的・萌芽的研究を行う。 
オ 小児から高齢者までの生涯にわたるライフステー

ジに応じた間断ない食育をより効果的に推進するた

めの調査研究を行い、その成果を専門家（管理栄養

士等）のみならず広く国民に情報提供し、行政機関

等と協調して食育を推進する。 
(2) 研究水準及び研究成果等に関する事項を達成する

ための措置 
ア 論文、学会発表等の促進 
 調査及び研究の成果の普及を図るため、学術誌へ

の学術論文の投稿、シンポジウム、学会等での口頭

発表を行う。 
 これらについては、中期目標期間内に、学術論文

の掲載を 400 報以上、口頭発表を 1,000 回以上行う。 
 なお、口頭発表は、海外においても積極的に行う。 

イ 講演会等の開催 
 健康・栄養関連の専門家向けのセミナー、幅広い

人々を対象とした講演会等をそれぞれ年 1 回以上開

催し、調査及び研究の成果を社会に還元する。 
 また、関係団体が実施する教育・研修プログラム

への職員の派遣を積極的に推進する。 
 一般及び専門家からの電話、メール等による照会

等に対し、適切に対応する。 
ウ 開かれた研究所への対応 
 幅広い人々に研究所の業務について理解を深めて

もらうことを目的に、年 1 回オープンハウスとして

研究所を公開する。 
 また、健康と栄養に興味を抱かせ、将来、栄養学

研究を担う人材の育成に資するよう、「総合的な学習

の時間」による中学・高校生等の見学を積極的に受

け入れる。 
(3) 研究実施体制等の整備に関する事項を達成するた 

めの措置 
ア 研究・業務の効率的な実施という観点から、研究

員、研究補助員の配置を戦略的に行うとともに、重

点化する調査研究及び法定業務に研究業務費を適切

に配分し、確実な業務の執行に努める。 
イ 民間企業、大学、他の研究機関等との間で従前か

ら実施している共同研究に加え、新たな共同研究等

を積極的に推進するため、民間企業、大学等へ研究

所研究員を派遣するとともに、資質の高い研究員を

受け入れる。 
  また、非公務員化の利点を活用し、研究所が所有

する知的財産の活用、又は所有する情報等を用いた

共同研究を民間企業及び大学等と積極的に行うこと

とし、中期目標期間内に 60 件以上を目標とする。 
ウ 連携大学院、民間企業及び各種研究機関等から研

究員を年間 100 名以上受け入れ、研究所が所有する

情報・技術等を提供するとともに、研究員を広く大

学院や関係機関等に年間 100 名以上派遣し、研究所

の持つ情報・技術等を社会に還元する。 

 また、国内外の若手研究員等の育成に貢献するた

め、博士課程修了者、大学院生、他機関に属する研

究員等を継続的に受け入れるための体制の充実を図

る。また、連携大学を増やし、兼任教授の派遣を行

うとともに、若手研究員の指導・育成を行うため、

求めに応じ、研究所研究員を他機関へ派遣する。 
エ 施設・設備について、自らの研究実施のために実

効的に活用するとともに、「独立行政法人国立健康・

栄養研究所設備等利用規程」に基づき、大学、他研

究機関との共同研究等での外部研究者等の利用に供

する。 
2. 法律に基づく業務、社会的・行政ニーズ、国際協

力等に関する事項を達成するための措置 
(1) 健康増進法に基づく業務に関する事項を達成する

ための措置 
ア 国民健康・栄養調査の集計事務については、政策

ニーズに対応した迅速かつ効率的な集計を行う。具

体的には、当該年度の集計事務を調査票のすべてを

受理してから 7 ヶ月を目途(ただし、調査項目に大幅

な変更が生じない場合に限る。)に行う。 
 また、外部委託、高度集計・解析システムの活用

等により、効率的な集計を行うことにより、経費の

削減を図る。 
 さらに、都道府県等が行う健康・栄養調査に対す

る支援を含めて関連する技術的な事項について、研

究所がより積極的に対応する。  
イ 健康増進法第２７条第５項（同法第２９条第２項、

第３２条第３項及び第３２条の３第３項において準

用する場合を含む。）の規定により収去した食品の試

験業務を的確かつ迅速に実施する。 
 上記の試験並びに特別用途食品の許可に係る試験

業務について、分析技術の確立した試験については、

登録試験機関間における検査の精度管理に努める。 
 また、分析技術の確立していない特定保健用食品

の関与成分等の新たな食品成分への技術的対応につ

いては、他登録試験機関での応用も可能な分析技術

の規格化及び当該食品成分の標準品の開発の実現を

図る。さらに栄養表示基準における栄養成分につい

て、分析方法の改良を行う。 
(2) 社会的・行政ニーズへの対応に関する事項を達成

するための措置 
ア 健康・栄養に関連する団体、大学、民間企業等か

ら直接的に研究所に対する要望等を伺う機会を年 6
回程度設け、社会的ニーズを把握する。さらに、業

務関連行政部局との間で、定期的な情報及び意見等

を交換する場を設け、行政ニーズを把握する。 
 また、国、地方自治体、国際機関等より、専門的

な立場からの技術的な協力、指導等の求めには積極

的に応じて研究員を派遣し、研究所における調査及

び研究の成果が適切に施策等に反映できるよう努め

る。 
イ 研究所に対する意見、要望等をホームページやセ

ミナー等の参加者を通じて把握し、その内容を検討

し、可能な限り業務に反映させる。 
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(3) 国際協力、産学連携等対外的な業務に関する事項

を達成するための措置 
ア アジア諸国との間で、栄養調査、栄養改善及び健

康づくり等に関する共同研究において中心的な役割

を果たすとともに、国際協力の対外的業務について

政府関係部局との連携を強め、国際栄養協力体制を

充実強化する。特に WHO 研究協力センター（現在

申請中）の機能として、WHO 西太平洋地域におけ

る栄養調査の実施ならびに食事摂取基準や運動ガイ

ドラインの策定等の技術支援を行う。 
 また、研究者養成及び共同研究の促進を図るため、

「国際栄養協力若手外国人研究者招へい事業」により、

年間 2 名程度の若手研究者に研究所での研修機会を

提供するとともに、アジア地域の研究者を交えたシ

ンポジウムの開催等を行い、アジア地域における栄

養学研究基盤の強化に寄与する。 
イ 政府関係部局との連携を強め、民間企業、大学等

の複合的な連携を強化する。 
 これにより、研究所の研究成果と社会ニーズの橋

渡し、新たな展開・応用を図るとともに、知的財産

の獲得を積極的に行う。 
  また、調査及び研究の成果については、それらが

知的財産につながるかどうかのスクリーニングを行

い、中期目標期間内に 20 件以上の特許等の出願を行

う。 
  取得した特許権の実施を図るため、特許権情報の

データベースをホームページ上に公開する。 
(4) 栄養情報担当者(NR)制度に関する事項を達成す

るための措置 
 栄養情報担当者(以下「NR」という。)認定制度につ

いては、既存の資格取得者、資格取得を目指している

者及び栄養情報担当者養成講座の取扱い並びに移管に

伴う経過措置等について検討し、第三者機関へ業務を

移管する。  
3. 情報発信の推進に関する事項を達成するための措

置 
(1) 総合的な情報発信を効果的に実施するための内部

組織の連携を充実させ、対外的な業務の推進を図

るための組織整備を行う。 
(2) ホームページによって研究所の活動状況を積極的

に発信し、利用対象者を考慮した掲載内容の充実

に努める。ホームページアクセス件数は、中期目

標期間中、毎年 300 万件程度を維持させる。 
(3) 研究所の諸活動及び研究業績については、毎年度

1 回研究報告としてとりまとめるとともに、最新

の研究成果やトピックス等を紹介したニュースレ

ターを年 4 回刊行する。 
 また、これらについては、ホームページ上で公

開するとともに、電子メディアでの配信も行う。 
(4) 研究所の諸規程、職員の公募等、必要な情報の提

供は、ホームページ等の充実を図り、積極的に活

用を行う。 
 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事
項を達成するための措置 

1. 運営体制の改善に関する事項を達成するための措  
置 

(1) 研究所の意思決定と運営を機動的かつ効率的に行

うことができるよう、役員組織と研究部門及び事

務部門との間の連絡調整を密にし、内部統制を強

化する。 
 また、研究所運営に対する研究所職員の意識を

高めるため、研究所運営に関する必要な情報の共

有化を図る。 
(2) 研究部門間での連携を強め、異なる研究分野から

の情報や研究手法を積極的に利用して戦略的な事

業の立案・実施を図る。 
(3) 調査及び研究業務の効率的かつ確実な推進を図る

ため、所内報告会等により各業務の進捗状況を把

握し、適切な評価を行い、その結果を計画的・効

率的な業務の遂行に反映させる。 
 また、所内イントラネットを活用し、業務の進

捗状況管理等の効率化を図る。 
(4) 独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法

律(平成 13 年法律第 140 号)に則り、積極的な情報

公開を行う。 
(5) 研究所の経営基盤の安定化のため、外部資金の獲

得に積極的に取り組むとともに、経費の節減や研

究所の所有する設備等の有効利用を進める。 
2. 研究・業務組織の最適化に関する事項を達成する

ための措置 
(1) 重点化する調査研究及び法定業務に関して、業務

量や集中的に遂行すべき時期等を勘案しながら研

究及び業務チームを組織する。 
 非公務員型の利点を生かして柔軟に組織の見直

し・改編を行うこととし、研究所の組織や研究内

容を国民により分かりやすくするため、従来のプ

ログラム、プロジェクト体制を研究部、研究室に

改組する。 
 また、組織の見直し・改編後、毎年、その効果

を検証するとともに検証結果を公表する。 
(2) 民間団体、大学、地方公共団体、他府省等におけ

る調査研究との相互補完を図る観点から、重複・

類似する研究を排除して研究の効率化を図る。他

の研究機関との連携のあり方について検討を行い、

研究員の連携・交流を進め、人材の養成と資質の

向上に努めることにより、組織・研究の活性化を

図る。 
3. 職員の人事の適正化に関する事項を達成するため

の措置 
(1) 重点化する調査研究及び法定業務に対して適切に

職員を配置し、効率的に研究業務を行う。 
なお、収去食品の試験業務における民間登録試

験機関での試験導入及び NR 認定制度業務の廃止

に伴う要員の見直しや合理化を図る。 
(2) 非公務員型のメリットを最大限に活かした柔軟な

人事システムを構築し、研究職員の個人評価の結

果を昇給・昇任等の処遇及び給与面に反映させる。 
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(3) 研究員の採用に当たっては、「独立行政法人国立健

康・栄養研究所における研究者の流動化計画」に

沿って、原則として公募制、任期付の採用を行う。 
 研究所が重点的に推進する調査及び研究業務が

着実に成果が挙げられるよう、資質の高い人材を

広く求める。また、資質の高い人材については、

任期中の実績評価に基づき、任期を付さない形で

の採用を行う。 
 さらに、外国人及び女性研究者が業務に従事し

やすい環境づくりを推進し、外国人及び女性研究

者の採用も可能な限り行う。 
(4) 事務職員の質の向上を図るため、研究員と同様に

評価を行うこととし、その評価システムとして研

究所の人事評価制度に基づく総合的評価を行い、

その結果を昇給・昇任等に反映する。 
※人事に関する指標 
 期末の常勤職員数は、期初の 100％を上限とする。 
(参考 1 ) 期初の常勤職員数 45 名 
     期末の常勤職員数 45 名(以内) 
(参考 2 ) 中期目標期間中の人件費総額 
     2,139 百万円(見込) 
 ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、

職員諸手当、超過勤務手当、休職者給与及び国際派遣

職員給与に相当する範囲の費用である。 
4. 事務等の効率化・合理化に関する事項を達成する

ための措置 
(1) 業務効率化の観点から、事務の迅速化、簡素化、

電子化等を推進する。さらに、定型的な業務で外

部委託が可能なものについては積極的に進める。 
(2) 事務職員については、研究所で働く者として必要

な法令・知識を習得するための各種研修会やセミ

ナー等への参加を充実させ、職員が働きやすく自

己能力を最大限発揮できるような職場環境の整備

を推進する。 
 これにより、研究所経営への参加意識を高め、

職員の資質の向上及び業務効率化の一層の推進を

図る。 
(3) 業務の効率化を図るため、業務・システムの最適

化を図る。 
5. 評価の充実に関する事項を達成するための措置 
(1) 毎年度内部評価委員会を開催し、主要な研究業務

に関して、内部評価を実施し、研究業務の確実な

実施及び効率化に資する。 
(2) 柔軟かつ競争的で開かれた調査及び研究環境の実

現や経営資源の重点的・効率的配分に資するため、

外部の専門家等の評価者による外部評価を毎年度

2 回程度実施する。 
(3) 内部及び外部評価結果は、ホームページ上で公表

するとともに、組織や施設・設備の改廃等を含め

た予算・人材等の資源配分に反映させる等、調査

及び研究活動の活性化・効率化に積極的に活用す

る。 
(4) 研究員については、自己点検・評価を行うととも

に、可能な限り客観的な指標に基づき評価を行う。 
 また、理事長は自ら全研究員との面談を行い、

適切かつ公平な評価を行う。 
 さらに、評価の結果は各職員にフィードバック

するとともに、所内イントラネットを活用して、

各研究の研究業績を公開し、評価の透明性の確保

に努める。 
6. 業務運営全体での効率化を達成するための措置 
(1) 一般管理費(運営費交付金を充当して行う事業に

係るもの。人件費を除く。)については、中期目

標期間中、毎年度、2％以上削減し、中期目標期

間の最終年度までに、平成 22 年度を基準として

10％以上の削減を達成する。 
(2) 人件費については、「簡素で効率的な政府を実現

するための行政改革の推進に関する法律」(平成

18 年法律第 47 号)、「経済財政運営と構造改革に

関する基本方針 2006」（平成 18 年 7 月 7 日）に基

づき平成 18 年度からの 5 年間で平成 17 年度を基

準として 5％以上削減するとした人件費改革の取

組を平成 23 年度まで継続する。また、平成 24 年

度以降の総人件費についても、政府における総人

件費削減の取組を踏まえ、厳しく見直すとともに、

毎年度 1%以上の削減を行う。ただし、以下の人

員に係る人件費は、上述の人件費改革における削

減対象から除外する。 
   ① 国からの委託費及び補助金により雇用され

る任期付研究者 
   ② 運営費交付金により雇用される任期付研究

者のうち、国策上重要な研究課題（第三期科

学技術基本計画（平成 18 年 3 月 28 日閣議決

定）において指定されている戦略重点科学技

術をいう。）に従事する者及び若手研究者（平

成 17 年度末において 37 歳以下の研究者をい

う。）。 
   さらに、給与水準については、国家公務員の給

与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与の在

り方について厳しく検証した上で、その適正化に

計画的に取り組む。なお、職員の給与水準につい

ては、21 年度の対国家公務員指数が 97.4 である

ことを踏まえ、この水準を引き続き維持すること

として、その検証結果や取組状況を公表する。 
(3) 業務経費(運営費交付金を充当して行う事業に係

るもの。)については、中期目標期間中、毎年度、

1％以上削減し、中期目標期間の最終年度までに、

平成22年度を基準として5％以上の削減を達成す

る。 
(4) 契約については、以下の取り組みによりその適正

化を推進する。 
   ア 契約は、原則として一般競争入札等による

こととする。 
   イ 「随意契約等見直し計画」に基づく取組を

着実に実施し、その取組状況を公表する。 
   ウ 一般競争入札等により契約を行う場合であ

っても、特に企画競争や公募を行う場合には、

競争性、透明性が十分確保される方法により

実施する。 
   エ 会計監事による定期的な監査により、入
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札・契約の適正な実施について点検を受ける。 
   オ 契約監視委員会において、契約方式の妥当

性及び競争性確保のための改善方策の妥当

性等を事前審査する。 
 

第３ 財務内容の改善に関する事項を達成す
るための措置 

1. 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する事

項を達成するための措置 
(1) 運営費交付金以外の競争的研究資金については、

中期目標期間中、研究資金の 50%以上を目標に積

極的な獲得を図り、外部研究資金、その他の競争

的資金の募集等に積極的に参加し、その増加に努

める。 
(2) 各種研究から生じる知的財産(特許権等)の有効活

用並びに研究成果、さらには国民健康・栄養調査

結果等の社会への還元を目的とした出版等を行う

ことにより、自己収入の増加を図る。 
 また、「独立行政法人国立健康・栄養研究所施

設・設備等利用規程」に基づき、地域住民等への

施設開放を行い、研究所の設備等の効率的な利用

に努め、併せて自己収入の増加に寄与する。 
2. 経費の抑制に関する事項を達成するための措置 
(1) 各部門において、常勤職員の人件費を含めたコス

ト管理を四半期毎に行い、効率的な資金の運用と

コスト意識の向上を図る。 
(2) 研究業務の集約化、アウトソーシング等により人

的資源の有効活用並びに経費の削減を図るととも

に、業務運営に係る経常的経費の削減を図る。 
 

第４ 予算(人件費の見積りを含む。)、収支
計画及び資金計画 

1. 予算 
   別紙 1 のとおり。 
2. 収支計画 
   別紙 2 のとおり。 
3. 資金計画 
   別紙 3 のとおり。 
 

第５ 短期借入金の限度額 
1. 限度額 
   100,000,000 円 
2. 想定される理由 
ア 運営費交付金等の受入れの遅延等による資金の不

足 
イ 予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給 
ウ その他不測の事態により生じた資金の不足 
 

第６ 重要な資産を譲渡、又は担保に供する
ときは、その計画 

 該当なし。 

 

第７ 剰余金の使途 
ア 研究環境の整備に係る経費 
イ 職員の資質向上に係る経費 
ウ 知的財産管理、技術移転に係る経費 等 
 

第８ その他の業務運営に関する重要事項を
達成するための措置 

(1) セキュリティの確保 
 情報システムに係る情報のセキュリティの確保に努

める。 
(2) 施設及び設備に関する計画 
 該当なし。 
(3) 積立金処分に関する事項 
 該当なし。 
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（別紙１） 
 中期計画（平成２３年度～平成２７年度）の予算

（単位：百万円） 

区          別 金     額

収入 
  運営費交付金 3,446 

 手数料収入 26

 受託収入 316 

 栄養情報担当者事業収入  32 

 寄附金収入  42 

 雑収入 24

 計 3,886 

支出 
 人件費 2,520 

   うち  基本給等 2,413 

         退職手当 107 

 一般管理費（光熱水料、図書館関係経費等） 397 

 業務経費 553 

  国民健康・栄養調査に関連するサーベイランスプログラム 50

  食品収去試験等業務 19

  栄養疫学プログラム 69

  健康増進プログラム 68

  臨床栄養プログラム 31

  基礎栄養プログラム 50

  食品保健機能プログラム 40

  国際栄養協力事業 37

  健康食品安全情報ネットワーク事業 102 

  健康栄養情報事業  87 

    

受託経費   416 

  特別用途食品表示許可試験費 26

  受託経費 316 

  栄養情報担当者事業経費  32 

  寄附研究事業費  42 

 計 3,886 

〔人件費の見積り〕期間中総額２，１３９百万円を支出する。

         ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過 
         勤務手当、休職者給与及び国際派遣職員給与に相当する範囲の費用である。 
〔運営費交付金の算定ルール〕：別紙１－１

（注）単位未満四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。  
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（別紙 1－1) 
 

運営費交付金の算定ルール 
 
 平成 23 年度以降、次の算定式による。 
 

運営費交付金＝人件費＋一般管理費＋業務経費＋特殊要因－自己収入 

 
○ 人件費＝１人当たりの基本給等（A）＋任期付若手研究者に係る人件費（A’）＋退職手当（S） 

   Ａ：基本給、諸手当、共済組合負担金等の人件費（退職手当及び任期付若手研究者に係る人件費を除く）

をいい、次の式により算出する。 
 
    A＝〔｛（P1×α×β）＋（P2×β）＋P3｝×γ１〕 
     A ：当該年度基本給等 
     P1 ：前年度の基本給中昇給及び給与改定の影響を受けるもの 
     P2 ：前年度の基本給中給与改定の影響を受けるもの 
     P3 ：前年度の基本給中昇給及び給与改定の影響を受けないもの 
     α ：運営状況等を勘案した昇給原資率 
     β ：運営状況等を勘案した給与改定率 
     γ1 ：効率化係数（人件費）0.9898 
    A’＝任期付若手研究者に係る人件費 
    S ＝当年度の退職予定者及び前年度以前の予定外退職者に応じた当年度分退職手当額 
 
  ○ 一般管理費＝（一般管理費（B）×γ2×δ） 
     B  ：前年度一般管理費 
     γ2 ：効率化係数（一般管理費）0.979 
      δ ：消費者物価指数 
 
  ○ 業務経費 ＝（業務経費（C）×γ3×δ） 
     C  ：前年度業務経費 
     γ3 ：効率化係数（業務経費）0.9898 
     δ ：消費者物価指数 
 
  ○特殊要因＝法令等の改正等に伴い必要となる措置又は現時点で予測不可能な事由により発生する資金需要

であって、毎年度の予算編成過程において決定する。 
  ○自己収入＝設備使用料収入、印税収入等の直接事業を実施しない収入について、過去の実績を勘案し決定

する。 
 
〔注記〕 
 1． α、β、δについては、各年度の予算編成過程において、当該年度における計数値を決める。 
 2． 中期計画全般にわたる予算の見積に際しては、 
  ①α、β、δについては、伸び率を 0 と仮定した。 
  ②γ1（人件費の効率化係数）については、節減額 5％分を 0.9898％と仮定した。 
  ③γ2（一般管理費の効率化係数）については、節減額 10％分を 0.979％と仮定した。 
  ④γ3（業務経費の効率化係数）については、節減額 5％を 0.9898％と仮定した。 
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（別紙２） 
 平成２３～２７年度収支計画

（単位：百万円）

区          別 金     額

費用の部 3,910
 経常費用 3,910
 人件費 2,520
   うち  基本給等 2,413
         退職手当 107
 一般管理費（光熱水料、図書館関係経費等） 397
 業務経費 553
  国民健康・栄養調査に関連するサーベイランスプログラム 50
  食品収去試験等業務 19
  栄養疫学プログラム 69
  健康増進プログラム 68
  臨床栄養プログラム 31
  基礎栄養プログラム 50
  食品保健機能プログラム 40
  国際栄養協力事業 37
  健康食品安全情報ネットワーク事業 102
  健康栄養情報事業  87
    
 受託経費   416
  特別用途食品表示許可試験費 26
  受託経費 316
  栄養情報担当者事業経費  32
  寄附研究事業費  42
 減価償却費 24

収益の部 3,910
 運営費交付金収益 3,446
 手数料収入 26
 受託収入 316
 栄養情報担当者事業経費  32
 寄附研究事業費  42
 雑収入 24
 資産見返物品受贈額戻入 6
 資産見返運営費交付金戻入 18
純利益 －
目的積立金取崩額 －
総利益 －

〔 注 記 〕 当 法 人
 職 手 当 法 （

 に
昭 和

 お け
 ２ ８

る 退 職 手 当
年 法 律 第 １

 に
 ８

準 及
な る

 び
 が

 国 家 公 務
 、 そ の 全

ついては、役員退職手当支給基 員
退 ２号）に準じて支給することと 額
について運営費交付金を財源とするものと想定している。

（注）単位未満四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。  
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（別紙３）

 平成２３～２７年度資金計画

（単位：百万円）

区          別 金     額

 資金支出 3,886
  業務活動による支出 3,886
  投資活動による支出 0

 資金収入 3,886
  業務活動による収入 3,886
   運営費交付金による収入 3,446

   手数料収入 26
   受託収入 316
    栄養情報担当者事業経費  32
    寄附研究事業費  42
   雑収入 24
    前期中期目標の期間よりの繰越金 0

（注）単位未満四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。  
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3. 独立行政法人国立健康・栄養研究所年度計画 
 

 平成 24年度の業務運営について、独立行政法人通則法(平成 11年法律第 103号)第 31条第 1項の規定に基づき、

独立行政法人国立健康・栄養研究所年度計画を次のとおり定める。 
 
 平成 24 年 3 月 30 日 

独立行政法人国立健康・栄養研究所 
理事長 徳留信寛 

 
 
第１ 国民に対して提供するサービスその

他の業務の質の向上に関する事項を
達成するための措置 

１．研究に関する事項を達成するための措置 

(1)国の生活習慣病対策等の施策としてより効果的な

反映が見込まれる研究に関する事項を達成するた

めの措置 

ア 生活習慣病予防のための運動と食事の併用効果に

関する研究 
ａ 運動基準、食事摂取基準等の改定のための科学的

根拠の提示 
①運動基準、エクササイズガイド、食事摂取基準の次

期改定に資するために、文献的研究を実施する。 
②運動基準で示された身体活動量、運動量、体力の基

準の妥当性について検討するための、大規模無作為割

り付け介入研究を継続実施する。 
③「特定保健指導」における身体活動量評価ならびに

身体活動・運動介入のプログラム構築を進める。 
④様々な特性（職業、運動習慣、生活環境、年齢など）

を有する成人および小児を対象に、二重標識水法を用

いて、1 日当たりの身体活動レベルおよび総エネルギ

ー消費量のデータを蓄積する。 
⑤ヒューマンカロリメーターや活動量計などを用いて、

特に幼児・小学生・高齢者の身体活動内容を特定する

こと、身体活動がエネルギーバランスに与える影響を

検討することにより、生活習慣病の予防や解消に寄与

する知見を獲得する。 
⑥人間ドック受診者を対象とした大規模コホート研究

を継続し、食事・身体活動・食行動意識、心理的要因・

遺伝的要因等と生活習慣病発症との関連性や、運動と

食事の保健指導効果について引き続き検討する。 
ｂ 生活習慣病発症における遺伝、環境リスクの相互

作用の解明 
①罹患同胞対法を用いた全ゲノム解析で２型糖尿病感

受性領域としてマップされ、遺伝子の同定に至ってい

ない染色体領域の解析や GWAS を用いて新たな２型

糖尿病感受性遺伝子を同定する。 
②複数のコホート研究において、これまでに明らかに

なった肥満や糖尿病関連遺伝子の生活習慣病発症への

寄与や、栄養・運動や食習慣との相互作用について明

らかにする。 
ｃ 遺伝子改変運動等を用いたテーラーメード予防法

開発にむけた科学的根拠の提示 
①遺伝子操作動物を用いて、我々が同定した日本人の

２型糖尿病感受性遺伝子の機能について解明する。高

脂肪食が、糖尿病・メタボリックシンドロームを発症

する分子メカニズムを解明するために、既に作製した

遺伝子操作動物あるいは脂質過剰摂取生活習慣病モデ

ル動物を用いてインスリン抵抗性メカニズムについて

検討する。さらに運動におけるインスリン抵抗性改善

メカニズムについて検討し、糖尿病・メタボリックシ

ンドロームの改善や予防法の開発につなげる。 
②飽和脂肪酸による脂肪肝、肥満の発症機序、その予

防法を中心に研究を行う。飽和脂肪酸摂取による脂肪

肝の原因として、脂肪肝発症の初期には、肝臓での

PPARγ2 蛋白量の増加が関与していることを明らか

にしてきた。培養細胞中心に、PPARγ2 発現亢進機序、

発現増加の阻止方法、脂肪蓄積亢進機序を明らかにす

る。又、脂肪食摂取後のキロミクロンの代謝異常が肥

満、動脈硬化症罹患にどのように関連するか動物モデ

ルを用いて明らかにする。 
イ 日本人の食生活の多様化と健康への影響、及び食

生活の改善施策に関する栄養疫学的研究 
ａ 食事摂取基準策定のための栄養疫学研究及び基本

的情報の収集 
①次期（2015 年版）「日本人の食事摂取基準」改定に

向け、研究所内外の学識者で構成されるワーキングメ

ンバーのとりまとめの役としてレビュー作業等を開始

する。また、平成 23 年度に公開した文献のデータベー

スを活用したエビデンス不足部分の同定、データベー

スの改良に取り組む。これらを通じて、今後の策定や

普及・啓発事業において、厚生労働省及び関係諸機関

に必要十分な資料や技術の提供を行う。 
②知識の正しい定着、一般国民への食生活改善を目指

して、「日本人の食事摂取基準」の普及・啓発事業に積

極的に参画する。また、WHOCC の取得に向け、アジ

ア地域において食事摂取基準を策定するための支援ツ

ールを作成する等、海外への発信にも取り組む。 
③食事摂取基準の策定や活用に資するための、ヒトを

対象とした以下の栄養疫学研究および実験栄養学研究

を実施する。 
・高齢者や妊婦・授乳婦など、ライフステージに着目

し、栄養素摂取状況や健康状態、生体指標との関連を

検討する。 
・日本の活用目的の独自性の解明と、それに適応した

活用方法、食事摂取基準評価法の開発を進める。 
・災害時等の非常時の栄養管理において食事摂取基準

を活用するための検討を行う。 
ｂ 国民健康・栄養調査の機能強化及びデータ活用に

関する検討 
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次期「健康づくり運動」の策定及び開始前評価に向

けて、国民健康・栄養調査の機能強化とデータ利活用

を通じて個人の生活習慣の改善を環境面から支援する

ための施策に資する研究を行う。 
国や地方自治体の要請や必要性に応じて、国民健

康・栄養調査ならびに自治体が独自に実施する健康・

栄養調査の機能強化やデータ活用に関する技術支援を

引き続き行う。 
ウ 「健康食品」を対象とした食品成分の有効性評価

及び健康影響評価に関する調査研究 
ａ 「健康食品」等の素材成分に関する情報収集及び健

康影響に関する調査研究 
①ビタミン C 及び食品中に含まれるその他の抗酸化

物質について、大量摂取時の安全性について動物を用

いて検討を行う。 
②微生物定量法が主たる分析法として設定されている

栄養成分に対する効率的な分析法の開発として、マイ

クロプレートを用いた評価方法の構築や機器分析方法

に関して検討する。また、昨年度に引き続き食物繊維

の分析方法における新規分析方法の評価及び室間共同

試験に参加し、妥当性確認を行う。 
③食品に含まれる微量栄養素の生理機能の評価を行う。

ビタミン A、βカロテンおよびビタミン D に着目し、

特に分子レベルにおける検討を行う。 
・His-RBP4 タンパク質を大量に精製し、力価の高い抗

体を作成する。また、His-RBP4 が新規のサイトカイン

であることを明らかにする。 
・βカロテン-ビタミン A 転換酵素の遺伝子発現制御

機構を分子レベルで明らかにする。 
・膜を介したビタミン D の機能を明らかにする。 
④疾病モデル動物における「健康食品」素材の健康影

響評価を行う。また、非栄養素成分等について、新た

な保健機能の開発を視野に入れながら、その有効性及

び安全性の評価を行う。 
⑤ダイエット関連ハーブとして多用されているコレウ

ス・フォルスコリの医薬品との相互作用に関して、肝

臓薬物代謝酵素の亢進機序ならびに、小腸における肝

臓薬物代謝酵素への影響を引き続き検討する。また、

「健康食品」素材による非アルコール性脂肪肝炎への影

響を検討する。 
ｂ 「健康食品」に関する公正な情報の提供 
①『「健康食品」の安全性・有効性情報（hfnet）』サイ

トに関して、厚生労働省等と連携して継続的な掲載情

報の更新をするとともに、それらの情報の効果的な発

信等に関連した調査研究を行う。 
②『特別用途食品・栄養療法エビデンス情報(fosdu）』
のサイトに関して、消費者庁等と連携して継続的な掲

載情報の更新を行う。 
③ハイリスクグループ（妊婦、高齢者、病者）におけ

る健康食品の利用実態を調査し、健康被害の未然防止

のための情報の作成と提供を行う。また健康食品との

関連が疑われる健康被害の評価法に関する調査研究を

行う。 
エ 研究能力の向上のための措置 
・他の研究機関における研究者との共同研究及び若手

研究者の責任ある立場での研究への参画を積極的に促

すことにより、研究所の研究能力を向上させ、その応

用・発展的な展開を図る。 
オ 効果的な栄養教育手法の開発 
①内閣府における第２期食育推進計画の実施について、

生涯にわたるライフステージに応じた食生活の問題点

について、調査分析を行い、より効果的な食育施策の

形成・提示に努める。 
②食育や栄養教育を推進する職能団体や自治体の事業

に対し、効果的な食育や栄養教育に関する情報を提供

しその活動を支援する。 
(2)研究水準及び研究成果等に関する事項を達成する

ための措置 

ア 論文、学会発表等の促進 
①研究成果については、できるだけ国際的な場での発

表を目指し、査読付き学術論文 80 報以上、口頭発表

200 回以上を行う。 
その際、原著論文については、インパクトファクタ

ーが２．０以上の学術誌に、30 報以上掲載されること

を目指す。 
 なお、若手研究者による優れた研究成果の発表に対

しては、競争的な事前審査により課題を選定し、海外

渡航費の付与を行う。 
②研究成果に係る著書・総説・解説を年間 150 報以上

行う。 
③国民の健康増進に寄与するため、調査研究の成果を

発表するための講演を 150 回以上行うほか、マスメデ

ィアによる報道が、50 件以上となるよう報道情報の収

集に努める。 
イ 講演会等の開催 
①「日本人の食事摂取基準（２０１０年版）」の普及・

啓発のための講習会等にひきつづき講師を派遣すると

ともに、資料提供・企画支援を行う。 
②一般向けの公開セミナー（第 14 回）を東京で開催す

る。研究で得られた成果を社会に還元するため、専門

家向けのセミナーを他機関との連携による開催を含め

２回程度行う。 
③管理栄養士・栄養士等の研修や生涯教育のプログラ

ムに対し、職員を積極的に派遣するとともに、連携も

含めそれらのプログラムの企画等への支援を 3 回程度

行う。 
④外部からの電話やメールを介した問い合わせに適切

に対応するとともに、問い合わせの多い事項について

はホームページ上の FAQ に反映させ、効率的な対応が

できる体制の整備をさらに進める。 
ウ 開かれた研究所への対応 
・オープンハウス（研究所公開）を実施し、運動実験

施設等における体験コーナーや食事・体力診断等を含

めて、当研究所の研究・業務内容をより多くの人々に

身近に知ってもらえるよう努める。また、所内見学等

に積極的に対応し、小学生や中高生が健康や栄養に関

して高い関心を持ち、正しい知識が普及出来る取り組

みを行う。 
(3)研究実施体制等の整備に関する事項を達成するた

めの措置 

ア 研究業務を効率的に実施するための効果的な人

員・予算の調整・確保 



 

72 独立行政法人 国立健康・栄養研究所研究報告 第 61 号（2012）

①法律に基づく業務及び重点調査研究の担当部門に対

して、効率的に特別研究員や研究補助員を配置すると

ともに的確な予算配賦を実施し、戦略的かつ効率的な

研究に取り組み着実な研究成果を求める。 
②調査研究業務に付随する事務的作業の効率化を促進

するために事務部内の研究支援体制の充実を図る。 
③運営費交付金をはじめ競争的資金などの予算につい

て、各研究業務の進捗状況及び費用並びに新たな課題

を勘案しながら柔軟に配賦を行うなど効果的な取り組

みを行う。 
イ 産学連携の推進 
①共同研究等を積極的に推進するため、民間企業、大

学等へ研究所研究員を派遣するとともに、資質の高い

研究員を受け入れる。 
②研究所が所有する知的財産の活用、又は所有する情

報等を用いた共同研究を民間企業及び大学等と積極的

に行うこととし、年間に 12 件以上を目標とする。 
ウ 将来の研究人材の育成 
①連携大学院、民間企業及び各種研究機関等から研究

員等を年間 100 名程度受け入れるとともに、当研究所

の研究員を大学院や関係機関等に年間 100 名程度派遣

し、研究所の持つ情報・技術等を社会に還元する。 
②連携大学院について、引き続き拡大を図るとともに

兼任教員を派遣し、互いの強みを活かした研究協力を

行う。 
③流動研究員制度や連携大学院制度を活用し、博士課

程修了者等の若手研究者や大学院生を積極的に受け入

れることにより、将来の研究人材の育成に資するとと

もに、研究所の研究機能の強化を図る。 
エ 施設・設備の有効活用 
①測定室、RI 室、動物飼育室、運動トレーニング室等

の各研究部で共同で使用する施設・設備については、

効果的に研究ができるよう環境を確保する。 
②｢独立行政法人国立健康・栄養研究所設備等利用規

程｣に従い、当研究所の施設・設備を利用して、他研究

機関の研究者・運動指導者と共同して運動による健康

増進効果に関する共同研究を実施する。 
 
２．法律に基づく業務、社会的・行政ニーズ、国際協

力等に関する事項を達成するための措置 

(1)健康増進法に基づく業務に関する事項を達成する

ための措置 

ア 健康・栄養調査の効率的実施 
国民健康・栄養調査の集計業務については、引き続

き、正確かつ効率的な集計を通して、結果発表までの

期間の迅速化を図る。また、データ収集に携わる行政

の担当者等に対して、技術講習、情報提供、研修教材

等の提供、標準的な調査ツールの提供などを通じて、

積極的な技術支援を行う。さらに、健康・栄養調査の

効率化を目指した専用ソフト（名称：食事しらべ）を

アップデートして自治体へ配布し、調査の全体の効率

化も目指す。 
イ 特別用途食品及び収去食品等の分析 
①消費者庁の特別用途表示の許可等に関わる申請に基

づく試験業務を期間内に実施するとともに、そのヒア

リングに適切に対応する。 
②健康増進法第27条第5項の規定により収去した特別

用途食品及び栄養表示がなされた食品の分析業務を、

期間内に実施する。 
③栄養表示基準における栄養成分の分析法について、

より適切な分析手法の検討を行う。また、試験検査機

器の有効利用及び整備の充実を図る。 
④登録試験機関間の分析精度管理体制を確立するため

の組織を構築する。 
⑤分析技術の確立していない特定保健用食品の関与成

分について、標準品の開発を行なう。 
(2)社会的・行政ニーズへの対応に関する事項を達成す

るための措置 

ア 社会的・行政ニーズの把握 
①社会的ニーズを把握するため、健康・栄養に関連す

る団体、大学、民間企業等との意見交換会を年６回程

度実施し、連携を強化する。とくに、当研究所は国民

生活に密着した分野を対象としており、国民に研究成

果を還元することが重要であることから、第一線で活

躍している管理栄養士等から、具体的なニーズ等の把

握に努める。 
②行政ニーズを適時把握するために、厚生労働省生活

習慣病対策室・食品安全部、消費者庁食品表示課、内

閣府食育推進担当等と情報・意見交換を 1 回以上行い、

研究・業務等に公正中立な立場で適正に反映させる。 
③国、地方自治体、国際機関等からの技術的な協力依

頼に応えるとともに、行政ニーズを把握するため、各

種審議会、検討会の専門委員等として職員を積極的に

派遣する。 
イ ホームページを活用した国民ニーズの把握 
・国民、栄養専門職等からの意見、要望等を広く効率

的に把握するため、インターネット上のさまざまな仕

組みを活用した取り組みを行う。 
(3)国際協力、産学連携等対外的な業務に関する事項を

達成するための措置 

ア アジア地域における学術的ネットワークの構築 
①ＷＨＯ研究協力センター（申請中）としての体制を

整え、アジア・太平洋諸国における栄養、身体活動分

野での調査・研究ニーズの把握に努める。その一環と

して、ＷＨＯ等との協力関係を強化し、関連する国際

会議に研究員を派遣する。 
②アジア諸国との間で、栄養学研究の発展につながる

共同研究及び人材育成を積極的に行う。研究交流を推

進する観点から、国際栄養協力若手外国人研究者招へ

い事業を活用し、年間２名の若手研究者を受け入れる。

また、フォローアップ共同研究助成事業により、これ

まで受け入れた研修生との共同研究や情報提供などを

引き続き推進する。 
③GEMS/Food プログラム協力機関として、国民健康・

栄養調査の結果等、わが国の食事調査データの発信に

努める。 
④アジア諸国における栄養士制度・栄養士養成の現状

について調査・検討を行う。 
⑤当研究所の研究成果、わが国の栄養、運動施策上の

重要なガイドライン（食事摂取基準、エクササイズガ

イド等）について、英語版ホームページ上で情報発信
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するとともに、データ提供等の支援を行い、海外から

のニーズに的確かつタイムリーに応える。 
イ 産学連携等による研究成果等の社会還元  
・研究所内関連部署との協力を図りつつ産学連携を推

進し、生物統計の手法を用いた研究成果等の社会還元

に貢献する。具体的には、大学又は民間企業等との連

携により、各研究部・センターの協力を得ながら、大

豆及びその成分、葉酸及びビタミン B、抗酸化サプリ

メント等の生活習慣病予防効果をシステマティックレ

ビューまたはメタアナリシスによる評価を行い、特定

保健用食品（疾病リスク低減表示）の探索を試み、研

究成果の社会への還元を目指す。また、産学連携によ

る共同研究として、大豆たん白質や茶カテキンを関与

成分とする特定保健用食品等による生活習慣病やメタ

ボリックシンドローム等の予防効果を検証する臨床試

験等の企画立案・実施・統計的解析を行い、特定保健

用食品等の展開・応用を図り、研究成果等の社会還元

に努める。 
・知的財産権取得に適した研究について、その成果の

学会及び論文発表の前に掘り起こしを行い、戦略性を

持って年間 4 件程度の特許等の出願を行う。また、当

研究所の特許等に関する情報を、ホームページ上に公

開し、民間企業等へ積極的に技術の紹介を行う。 
(4)栄養情報担当者（ＮＲ）制度に関する事項を達成す

るための措置 

①栄養情報担当者（以下「ＮＲ」という。）認定制度に

ついては、平成２４年７月に最後のＮＲ認定試験を実

施し、認定登録を行うとともに、ＮＲの移籍手続を順

次実施する。 
②また、第三者機関に移管を行うまでの間、有資格者

の不利益とならないよう、ＮＲのアドバイザリースタ

ッフとしての質を維持向上させるための研修会を実施

するとともに、移管に係る情報提供を適切に行う。 
 
３．情報発信の推進に関する事項を達成するための措

置 

(1)総合的な情報発信及び対外的な業務の推進 

・外部に情報発信している複数のページについて、閲

覧対象者ならびに研究所内の業務を考慮した見直しを

行う。また、そのための委員会等の活動を充実させる。 
(2)ホームページによる活動状況の配信 

・当研究所の活動内容・成果等をホームページやメー

ルニュースを介して引き続き積極的に配信する。また

ホームページの掲載内容を整理しつつ、最新情報の追

加更新に努める。 
(3)研究・業務実績の情報提供 

・研究所の活動及び研究業績については、ホームペー

ジを介して迅速に情報提供するとともに、年１回研究

報告としてまとめて刊行する。トピック的な内容につ

いては『健康・栄養ニュース』を年４回(季刊)刊行し、

その電子媒体による配信により情報提供する。 
(4)ホームページ等を活用した積極的な情報開示 

・ホームページ等を活用して、研究所の諸規程、その

他の必要な情報開示を積極的に行う。 
 
第２ 業務運営の改善及び効率化に関する

事項を達成するための措置 
１．運営体制の改善に関する事項を達成するための措

置 

(1)効率的な組織運営のための内部統制の強化 

①研究所の意思決定と運営を機動的にかつ効率的に行

うことができるよう、以下の常設の会議及び委員会を

定期的にまたは必要に応じて開催し、研究業務の円滑

な推進を図る。 
・幹部会議 
・運営会議 
・研究企画委員会 
・研究倫理審査委員会 
・利益相反（ＣＯＩ）委員会 
・所内セミナー 
②研究業務遂行における内部統制の強化を図るため、

会計監査役員による定期的監査及び理事長による各研

究部・研究室、センターに所属する研究員に対する研

究状況に関するヒアリングを行う。 
③研究所内の情報共有と伝達を強化するため、上記会

議・委員会の内容及び必要な情報等につき速やかに所

内 LAN により研究所各員に周知を図る。 
④研究所における危機管理体制の強化を図るため、理

事長より各研究員に至る緊急の連絡体制を整え、年 1
回以上、訓練を行いその機動の確認を行う。 
(2)研究の企画及び評価機能の強化 

①研究部門間での連携を強め、戦略的な事業の立案・

実施に役立てるとともに国内外の最新の研究成果を知

ることができるよう、研究所セミナーを毎月 1 回以上

開催する。 
②研究企画委員会を定期的に開催し、研究部門間の相

互の意志疎通を図るとともに戦略的な事業の立案、推

進に役立てる。 
(3)円滑な組織運営のための業務の進捗管理及び評価 

①各研究室における研究及び業務については、各研究

部長及びセンター長が研究企画委員会或いは運営会議

で必要な報告を行う。 
②各研究部、センター及び研究室の研究・業務の進行

状況等については年 1 回または 2 回、所内公開の報告

会を行いその成果について評価を行う。 
③各研究・業務に関する内部進行管理を強化するため、

理事長による各研究部・センター及び研究室の研究員

に対するヒアリングを年 1 回以上行う。 
④所内 LAN の活用により、業務の進捗状況管理を行

うとともに、各研究部・センター間、事務部門との情

報の共有を促進する。 
(4)情報公開による透明性の確保 

・独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律

（平成１３年法律第１４０号）に則り、文書を適正に管

理するとともに、適正な情報公開を行う。 
(5)積極的な外部資金の獲得及び資源の有効活用 

・競争的研究資金や受託研究など外部資金の積極的獲

得に取り組むとともに経費の節減や研究所が所有する

設備等の有効利用を推進する。 
 
２．研究・業務組織の最適化に関する事項を達成する

ための措置 
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(1)効率的な調査研究業務を実施するための組織の最

適化 

①研究業務を円滑に進め、第３期中期計画をより確実

に遂行するため、研究室の再構成を行う。（別紙１のと

おり） 
②健康食品の安全性・有効性情報データベース、特別

用途食品・栄養療法エビデンス情報の 2 つのデータベ

ースの維持管理と内容の充実を図るため、関連機関と

の連携をさらに強める取組を行う。 
③組織の改組後はその効果の検証を行い、その検証結

果を公開する。 
(2)民間団体、大学、地方公共団体、他府省等における

調査研究との相互補完を図る観点から、重複・類似す

る研究を排除するとともに、当研究所の特長を生かし

た研究を推進することにより、研究の効率化を図る。

他の研究機関との連携のあり方について検討を行い、

研究員の連携・交流を進め、人材の養成と資質の向上

に努めることにより、組織・研究の活性化を図る。 

 
３．職員の人事の適正化に関する事項を達成するため

の措置 

(1)重点化する調査研究及び法定業務に対応するため

の適正な人員配置 

①重点化する調査研究及び法律に基づき着実に実施す

べき業務については、研究補助員等を適切に配置する

など効果的な運用を行い、研究・業務の推進を図る。

特に東日本大震災の被災者支援を推進する。 
②一部の職員への過重な負担とならないよう、研究・

業務等の適正配分に努めるとともに、必要に応じて見

直しを行い、職員の健康の維持・増進につながる職場

環境づくりを目指す。 
 また、収去食品の試験業務における民間登録試験機

関での試験導入及びＮＲ認定制度業務の廃止に伴う要

員の見直しや合理化については、検討状況の推移を踏

まえつつ対応する。 
(2)研究員の業務の適正な評価 

①大学、民間企業等との多様な形態の連携が可能とな

るよう、起業を含め、民間企業、団体等との兼業につ

いても、当研究所の目的、理念に合致したものについ

ては積極的に行い、成果の社会還元を促進する。 
②各研究員の個人業績及び各研究室の研究実績を適正

に評価し、昇給・昇任等に反映させる。 
(3)有能な研究員の登用 

①「独立行政法人国立健康・栄養研究所における研究

者の流動化計画」に沿って、研究員の採用にあたって

は、引き続き原則公募制、任期付の採用を行う。 
②任期付研究員については、任期中の実績評価を適正

に行い、任期を付さない職員としての採用を検討する。

任期付研究員の採用にあたっては、流動化計画に則る

一方、当研究所の長期的な展望との均衡を図りつつ、

研究や業務の性質、行政及び社会的ニーズに応じて、

柔軟な運用を行う。 
③外国人研究者や女性研究者の採用を積極的に行うと

ともに、研究業務に従事しやすい環境づくりとして、

引き続きフレックスタイム制の活用をはじめ、産休や

育児休業等の各種制度の活用を進める。 

(4)事務職員の適正な評価 

・事務職員についても、あらかじめ自己の達成目標を

設定させるとともに、達成目標を含む業務全般に対し

ての自己評価を含む総合的な人事評価制度に基づき、

個人面接を行い、直属上司及び総括上司の二段階評価

を実施する。評価の結果は、昇給・昇任等に反映させ

る。 
 
４．事務等の効率化・合理化に関する事項を達成する

ための措置 

(1)事務業務の効率化 

・業務の効率化を図るため、各種事務手続きの簡素化、

迅速化、電子化を図るとともに、業務内容を見直し、

外部委託が可能な業務については、費用対効果を勘案

しつつ積極的に推進する。 
(2)事務職員の資質向上 

・事務職員の資質向上を図るため、業務上必要とされ

る知識（知的財産、安全管理、会計・契約等）の技術

取得ができるよう、自己啓発や能力開発のための研修

に積極的に参加させる。また、職員が働きやすく自己

能力が最大限発揮できるよう、職場環境の整備を引き

続き図る。 
(3)業務システムの効率化 

・業務の効率化を推進するため情報総括責任者（ＣＩ

Ｏ）を中心に業務・システムの最適化・効率化を図る。 
 
５．評価の充実に関する事項を達成するための措置 

(1)内部評価の実施 

・各研究部、センター及び研究室の研究・業務につい

ては年 1 回または 2 回、報告会とともに評価を行う。

評価結果については、毎年度内部評価委員会を開催し

てその結果についての総括を行い、研究業務の確実な

実施と効率化を期する。 
(2)外部評価の実施 

・外部の専門家等の評価者による外部評価について、

毎年度 2 回程度実施する。 
(3)評価結果の公表 

①内部及び外部評価の結果はホームページ上で公表す

るほか、評価結果の内容については部や室の範囲にと

どまらず、非常勤職員を含めた全員に結果を伝え、研

究所に求められている方向性や課題等の共通理解を促

し、研究及び業務の内容改善等につなげる。 
②理事長等役員及び管理職は、これらの評価結果を踏

まえ、予算や人材等の研究資源の配分等に反映させ、

調査・研究活動を効率・活性化させる。 
(4)研究業績等の自己点検及び評価 

①各研究員においては、社会及び当研究所で求められ

ている自らの役割を充分認識した上で、当該年度にお

ける自らの調査研究及び業務の成果について、点検を

行う。その際、成果を客観的に整理・分析するために、

所内 LAN による「業績等登録システム」を活用する。 
②各研究員の評価は、人事評価マニュアルに基づき、

主に研究部内での貢献及び十分な成果の達成という視

点から各研究部長／センター長、研究企画評価主幹及

び理事長が行う。なお、任期付研究員については、任

期中の実績評価を行い、その結果をその後の採用等に
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反映させる。 
 
６．業務運営全体での効率化を達成するための措置 

・一般管理費（運営費交付金を充当して行う事業に係

るもの。人件費は除く。）については、事務消耗品の一

括購入などにより削減に努め、平成 22 年度実績に比べ

4％以上の削減を図る。 
・人件費（退職手当及び法定福利費等を除く。）につい

ては、適正な人事配置に努め、平成 22 年度実績に比べ

2％以上の削減を図る。 
 また、給与水準についても平成 21 年度のラスパイレ

ス指数（地域・学歴勘案）が 97.4 であることを踏まえ、

この水準を引き続き維持するとともにその結果を公表

する。 
・業務経費（運営費交付金を充当して行う事業に係る

もの）については、業務の効率化、コストの削減に努

め平成 22 年度実績に比べ 2％以上の削減を図る。 
・契約については、以下の取り組みによりその適正化

を推進する 
 ア 原則一般競争入札を行い、随意契約を行う場合

は真にやむを得ない場合とする。 
 イ 「随意契約等見直し計画」に基づく取組を着実

に実施し、その取組状況を公表する。 
 ウ 一般競争入札により契約を行う場合であっても、

競争性、透明性が十分確保される方法により実施

する。 
 エ 会計監事による定期的な監査により、入札・契

約の適正な実施について点検を受ける。 
 オ 契約監視委員会において、契約方式の妥当性及

び競争性確保のための改善方策の妥当性等を事

前審査する。 
 
第３ 財務内容の改善に関する事項を達成

するための措置 
１．外部研究資金その他の自己収入の増加に関する事

項を達成するための措置 

(1)外部研究資金の獲得 

①厚生労働省、文部科学省等の各府省や科学技術振興

機構等の機関が実施する公募型研究への課題の応募を

積極的に行う。その際、当研究所の目的等を勘案して、

競争力の高い研究課題であるか、また、他の研究機関

等との共同研究の中核であるかを重視する。 
②健康・栄養に関する調査・研究及び国や民間企業等

からの受託研究や共同研究、その他の業務については、

当研究所の目的やその後の発展性及び交付金事業とし

て行う研究を勘案しながら、それらに合致するものに

ついては積極的に受け入れ、自己収入の増加を図る。 
なお、外部研究資金の獲得にあたっては、過去２カ

年平均の 80％以上の件数の確保を目標とする。 
(2)知的財産の活用等による自己収入の確保 

①知的財産については、その出願や維持に係る費用を

勘案しながら、実施につながる可能性の高いものにつ

いて必要な維持を行い自己収入につなげる努力を行う。 
②研究成果及び国民健康・栄養調査結果および食事摂

取基準等の社会還元を目的に出版（研究所監修による

書籍、マニュアル、テキスト等）を行うことにより、

自己収入の確保につなげる。 
③施設の開放にあたっては、ヒトを対象とした研究へ

の参加、地域住民の健康づくりという視点を踏まえて

研究所設備の効率的利用を推進する。 
 
２．経費の抑制に関する事項を達成するための措置 

(1)効率的な資金の運用・管理 

・「無駄削減取組目標」のうち、特に無駄削減に向けた

職員の意識改革、行政コストの節減・効率化に掲げる

事項に係る取り組みを積極的に実施し、予算執行状況

の把握とともに、これら取り組み状況について、運営

会議で評価を行う。 
(2)研究業務の集約化 

・各研究部にまたがる研究の実施や、施設整備、スペ

ース等の共同利用により、人的資源、コスト削減につ

なげる。 
・データ入力、検体の定期検査などの人的コスト削減

につながるものについてはアウトソーシングを推進す

る。また契約にあたっては原則一般競争入札を行う。 
 
第４ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支

計画及び資金計画 
１．予算 

  別紙２のとおり 
 
２．収支計画 

  別紙３のとおり 
 
３．資金計画 

  別紙４のとおり 
 
第５ その他の業務運営に関する重要事項

を達成するための措置 
(1)セキュリティの確保 

・「第２次情報セキュリティ基本計画」等の政府の方針

を踏まえ、適切な情報セキュリティ対策を推進し、セ

キュリティの確保に努める。 
 
第６ 平成２４年度独立行政法人国立健

康・栄養研究所行事等予定表 
別紙５のとおり 
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（別紙 1) 
 
研究所組織 
 
理事長─────────研究部門 
 
理 事─          ─ 栄養疫学研究部     ──── 国民健康・栄養調査研究室 
                             ── 食事摂取基準研究室 
  監事─                         
 
  監事─         ─ 健康増進研究部     ──── 運動ガイドライン研究室 
                             ── 身体活動評価研究室 
研究企画評価主幹 ─                      
 
              ─ 臨床栄養研究部     ──── メタボリックシンドローム研究室 
                             ── 栄養療法研究室 
 
              ─ 栄養教育研究部     ──── 栄養ケア・マネジメント研究室 
                              ── 食育研究室 
                                
              ─ 基礎栄養研究部     ──── 主要栄養素研究室 
                             ── エネルギー代謝研究室 
                     
              ─ 食品保健機能研究部   ──── 食品分析研究室 
                             ── 食品栄養・表示研究室 
                             ── 食品機能研究室 
 
 
           ─ 情報部門 
 
              ─ 情報センター       ──── 健康食品情報研究室 
                              ── 栄養情報技術研究室 
                               
 
           ─ 対外部門 
 
              ─ 国際産学連携センター  ──── 国際栄養研究室 
                              ── 生物統計研究室 

── 研修・連携推進室 
           ─ 事務部門 
 
 
              ─事務部 ───────────── 庶務課 
                             ── 会計課 
                             ── 業務課 
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(別紙 2)  
  

年度計画（平成２４年度）の予算 
（単位：百万円）

区          別 金     額 
収入  

  運営費交付金 667
 手数料収入 4
 受託収入 63
 栄養情報担当者事業収入 12
 寄附金収入 8
 雑収入 5

 計 760

支出   

 人件費 489
   うち  基本給等 482
         退職手当  8
 一般管理費（光熱水料、図書館関係経費等） 80

 業務経費 103
    国民健康・栄養調査に関連する 
  サーベイランスプログラム 10

  食品収去試験等業務 4

  栄養疫学プログラム 14

  健康増進プログラム 12

  臨床栄養プログラム 5

  基礎栄養プログラム 9

  食品保健機能プログラム 7

  国際栄養協力事業 6

  健康食品安全情報ネットワーク事業 18

  健康栄養情報事業 17

   

    

受託経費 88

  特別用途食品表示許可試験費 4

  受託経費 63

  栄養情報担当者事業経費 12

  寄附研究事業費                                 8

              計 760

 
  （注）単位未満四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。 
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(別紙 3)  
  

平成２４年度収支計画 
（単位：百万円）

区          別 金     額 
費用の部   
 経常費用 768
 人件費 489
   うち  基本給等 482
         退職手当  8
 一般管理費（光熱水料、図書館関係経費等） 80
 業務経費 103
    国民健康・栄養調査に関連する 
  サーベイランスプログラム 10

  食品収去試験等業務 4
  栄養疫学プログラム 14
  健康増進プログラム 12
  臨床栄養プログラム 5
  基礎栄養プログラム 9
  食品保健機能プログラム 7
  国際栄養協力事業 6
  健康食品安全情報ネットワーク事業 18
  健康栄養情報事業 17
   
 受託経費 88
  特別用途食品表示許可試験費 4
  受託経費 63
  栄養情報担当者事業経費 12
  寄附研究事業費  8
 減価償却費 8
  
収益の部 768 
 運営費交付金収益 667
 手数料収入 4
 受託収入 63
 栄養情報担当者事業経費 12

 寄附研究事業費 8

 雑収入 5
 資産見返物品受贈額戻入  3
 資産見返運営費交付金戻入 5
純利益 －
目的積立金取崩額 －

総利益  －

   
  （注）単位未満四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。 
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(別紙 4)  
  

平成２４年度資金計画 
 

（単位：百万円）

区          別 金     額 

    

 資金支出 760

  業務活動による支出 760

  投資活動による支出 0 

    

    

 資金収入 760

  業務活動による収入 760

   運営費交付金による収入 667

   手数料収入 4

   受託収入 63

    栄養情報担当者事業経費 12

   寄附研究事業費 8

    雑収入 5

   前期中期目標の期間よりの繰越金  0

    

  （注）単位未満四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。 
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（別紙５） 
 

平成２４年度独立行政法人国立健康・栄養研究所行事等予定表 
 

平成 24 年 
 4 月 

 
 

 5 月  
6 月 
10 日（日） 

 
16 日（土）～17 日（日） 

   － 
    
   － 

 

○ 第９回独立行政法人国立健康・栄養研究所認定栄養情報担当
者認定実施試験 

○ 第７回食育推進全国会議（横浜市） 

○ 「平成 23 年度業務実績報告」を厚生労働省独立行政法人評価
委員会に、「平成 23 年度財務諸表等」を厚生労働大臣にそれぞ
れ提出。 

○ 「健康・栄養ニュース」（第 40 号）の発行 

 7 月 
   － 

 

○ 第９回独立行政法人国立健康・栄養研究所認定栄養情報担当
者認定試験合格者発表 

 8 月  

 9 月 
   － 
  － 

 

○ 「健康・栄養ニュース」（第 41 号）の発行  

○ 研究所一般公開（オープンハウス）             

 10 月 ○ アドバイザリースタッフ研修会（仮称） 

 11 月 ○ アドバイザリースタッフ研修会（仮称） 

 12 月 
   － 
   －    

 

○  「健康・栄養ニュース」（第 42 号）の発行 

○ アドバイザリースタッフ研修会（仮称） 

平成 25 年 
 1 月 

 

 

 2 月 
   － 

     

 

○ 第 14 回研究所主催一般公開セミナー・研究所公開業務報告会
（東京） 

 3 月 
   － 
   － 
   － 

 

○  外部評価委員会 

○ 平成 25 年度計画を厚生労働大臣へ提出 

○  「健康・栄養ニュース」（第 43 号）の発行 

 
 
 ◎ 運営会議は 8 月を除く毎月第 2 木曜日に開催する。 
 ◎  健栄研セミナーは原則、毎月第 3 木曜日に開催する。 
 ◎ 専門家向けセミナーを東京及び地方にて開催する。 
 ※ 実施日については、諸般の都合により変動があり得る。 
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4. 平成２４年度予算額 
   （単位：千円）

事   項 
平成 23 年度 
予  算  額 

平成 24 年度 
予  算  額 

増△減額 

人件費 500,619 489,150 ▲11,469
 基本給・諸手当 437,853 429,544 ▲8,309
 共済組合負担金 47,731 46,650 ▲1,081
 児童手当拠出金 566 553 ▲13
 労働保険料 5,017 4,894 ▲123
退職手当 9,452 7,509 ▲1,943

一般管理費 77,670 74,738 ▲2,932
業務経費 112,847 103,228 ▲9,619
 栄養疫学研究 － 18,810 －
  国民健康・栄養調査研究 － 13,745 －
  食事摂取基準研究 － 5,065 －
 健康増進研究  － 5,246 －
  運動ガイドライン研究 － 4,449 －
  身体活動評価研究 － 797 －
 臨床栄養研究 － 7,654 －
  メタボリックシンドローム研究 － 5,154 －
  栄養療法研究 － 2,500 －
 栄養教育研究 － 2,940 －
  栄養ケア・マネジメント研究 － 1,000 －
  食育研究 － 1,940 －
 基礎栄養研究 － 13,042 －
  主要栄養素研究 － 3,492 －
  エネルギー代謝研究 － 9,550 
 食品保健機能研究 － 14,620 －
  食品分析研究 － 9,910 －
  食品栄養・表示研究 － 3,490 －
  食品機能研究 － 1,220 －
 情報センター － 22,466 －
  健康食品情報研究 － 13,643 －
  栄養情報技術研究 － 8,823 －
 国際産学連携センター － 8,270 －
  国際栄養研究 － 5,040 －
  生物統計研究 － 620 －
    産学連携推進 － 1,380 －
  WHO－CC 準備 － 1,230 －
 大震災健康・栄養調査 2,311 －
 調査研究調整 7,869 －

受託経費 100,272 93,074 ▲7,198
 特別用途食品表示許可試験費 3,440 4,300 860
 受託経費 63,156 63,156 0
 栄養情報担当者事業経費 20,144 12,086 ▲8,058
 寄附金研究事業費 8,367 8,367 0
 形態計測講習会 392 392 0
 その他 4,773 4,773 0
支出計 791,408 760,190 ▲31,218

 ＊平成 24 年度に組織改正を行ったため、前年比較は「－」としている。また、平成 24 年度は当初予算である。 

事   項 平成 23 年度 
予  算  額 

平成 24 年度 
予  算  額 増△減額 

運営費交付金 691,136 667,116 ▲24,020
手数料収入 3,440 4,300 860
受託収入 63,156 63,156 0
栄養情報担当者事業収入 20,144 12,086 ▲8,058
寄附金収入 8,367 8,367 0
講習会収入 392 392 0
その他の収入 4,773 4,773 0
収入計 791,408 760,190 ▲31,218
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5. 平成 24 年度所内研究セミナー 
 

期日 演    題 所  属 

2012/4/26 

乳性タンパク質の機能 千葉 剛 

(情報センター) 

Japan-WHO Regional Consultation（NCD ワークショッ

プ）参加報告 
三好 美紀 
（国際産学連携センター） 

子どもにおける身体活動量の実態と目標値 田中 茂穂 
（基礎栄養研究部） 

5/9 
国民健康・栄養調査 H24 年拡大調査に向けて 大規
模調査実施の要点 

岡山 明 
（公益財団法人結核予防会 第

一健康相談所所長） 

5/24 

児童生徒の食事摂取状況調査 猿倉 薫子 
（栄養疫学研究部） 

人間栄養学と科学的根拠について 廣田 晃一 
（情報センター） 

国民健康・栄養調査の協力率とその関連要因 西 信雄 
（国際産学連携センター） 

6/21 

食後高脂血症モデルマウスについて 山﨑 聖美 

(基礎栄養研究部) 

低酸素によるエネルギー代謝抑制と低体温をひきお

こす視床下部グルタミン酸伝達機構 
大坂 寿雅 

（基礎栄養研究部） 

ダイエット用健康食品素材コレウス・フォルスコリの

安全性に関する検討 
梅垣 敬三 

(情報センター) 

7/19 

乳児の貧血、血清脂質と授乳方法についての検討 瀧本 秀美 
（栄養教育研究部） 

身体活動・運動行動と摂食行動関連遺伝子における
多型との関連 

村上 晴香 
（健康増進研究部） 

9/20 

ビタミン Dの新機能 山内 淳 
（食品保健機能研究部） 

運動基準改定のためのシステマティックレビューと
メタ解析 

宮地 元彦 
（健康増進研究部） 

10/18 

平成 24 年国民健康・栄養調査での新たな取り組み 奥田 奈賀子 

（栄養疫学研究部） 

マクロファージの IRS2 の糖代謝調節における役割
の解明 

窪田 哲也 

(臨床栄養研究部) 

青年海外協力隊栄養士の帰国後の職域での活動、社
会活動及びコンピテンシーと関連する因子について

野末 みほ  

(国際産学連携センター) 
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11/22 

国レベルでの食事摂取基準の活用に関する調査研
究 

笠岡（坪山）宜代 

（栄養疫学研究部） 

閉経期女性の骨の健康に対する日本とニュージー
ランドの機能性食品の併用効果 

石見 佳子 

（食品保健機能研究部） 

シアノコバラミンの蛍光誘導化に関する研究 松本 輝樹 

(食品保健機能研究部) 

12/20 

食事制限による脳卒中の抑制およびその作用機序
の解明 

千葉 剛 

(情報センター) 

魚油と大豆タンパク質の体内脂肪蓄積予防機序の
違い 

山崎 聖美 

(基礎栄養研究部) 

非澱粉性多糖類の澱粉消化性に対する抑制効果 

佐々木 朋子 

(食品総合研究所 食品物性ユ

ニット) 

動物行動学に基づいた減塩素材の塩味評価 

河合 崇行  

(食品総合研究所 食認知科学

ユニット) 

2013/1/17 

世間一般に流布している「肥満遺伝子」を再検証する

--「佐久コホート」 に於ける遺伝子多型解析 

山田 晃一 

（健康増進研究部） 

 

日本人の栄養素摂取量におけるサプリメントの寄与 
坪田（宇津木）恵 

（栄養疫学研究部） 

登録試験機関間の分析精度管理について 
竹林 純 

（食品保健機能研究部） 

2/21 

女子大生の血清中抗酸化バランスに及ぼす 6 カ月間

の牛乳摂取の影響 

熊江 隆 

（健康増進研究部） 

高齢者の基礎代謝量と身体活動レベル 
高田 和子 

（栄養教育研究部） 

妊婦のサプリメント利用と葉酸摂取について 
佐藤 陽子 

（情報センター） 

3/14 

身体活動量と生活習慣病に関する疫学研究 
澤田 亨 

（健康増進研究部） 

「日本人の食事摂取基準（2010 年版）」策定に用い

た文献の体系的分類と今後の課題に関する検討 

中出 麻紀子 

(栄養疫学研究部) 

中枢の IRS-2 は肝臓のインスリン感受性を調節する
井上 真理子 

（臨床栄養研究部） 
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6. 食品分析リスト（特別用途食品の分析） 
 
平成 23 年度において、特別用途食品の許可表示取得のために提出されたものについて分析した結果は次のとお

りである。分析方法等は健康増進法に記載されている。 
 

特別用途食品 申請者 商品名 

   
病者用食品 個別評価型 株式会社大塚製薬工場 オーエスワンパウダー 
 
 
 

 
計 1 品目 

特定保健用食品 申請者 商品名 

   
特定保健用食品 
 

株式会社まるしげフーズライフ まるしげげんきっす 

特定保健用食品 
 

花王株式会社 ヘルシアコーヒー 微糖マイルド 

特定保健用食品 
 

花王株式会社 ヘルシアコーヒー 微糖ミルク 

特定保健用食品 
 

花王株式会社 ヘルシアコーヒー 微糖ブラック 

特定保健用食品 
 

アサヒ飲料株式会社 ポリフェノール茶 

特定保健用食品 
 
特定保健用食品 
 

五洲薬品株式会社 
 
江崎グリコ株式会社 

キレアウォーター ダイレクト 
 
ポスカ＜グレープ＞ 
 

 
 計 ７品目 

分析担当者：石見佳子、松本輝樹、竹林 純、津田治敏、山内 淳、梅垣敬三、谷中かおる、鈴木春菜 
永田純一、町野（中村）礼 
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7. 海外出張 
 

出張者氏名 所属 出張国 出張期間 渡航内容 

窪田  哲也 臨床栄養研究部・栄

養療法研究室 

韓国・ソウル H24.4.19-4.22 2012 Asia-Pacific 

Diabetes and Obesity 

Study Group への参加・

発表 

田中 茂穂 基礎栄養研究部 米国・サンフランシ

スコ 

H24.5.28 ｰ 6.3 American College of 

Sports Medicine 59th 

Annual Meeting（第 59

回アメリカスポーツ医学

会年次学会）への参加･

発表 

宮地 元彦 健康増進研究部 米国・サンフランシ

スコ 

H24.5.29 ｰ 6.3 ACSM Annual Meeting and 

World Congress on 

Exercise Medicine にて

発表討議するため 

石見 佳子 食品保健機能研究

部 

ニュージーラン

ド・パーマストンノ

ース 

H24.7.5-7.10 ニュージーランドとの戦

略的国際科学技術協力推

進事業における両国研究

者の会合に出席のため 

津田 治敏 食品保健機能研究

部 

ニュージーラン

ド・パーマストンノ

ース 

H24.7.5-7.10 ニュージーランドとの戦

略的国際科学技術協力推

進事業における両国研究

者の会合に出席のため 

高田 和子 栄養教育研究部 韓国・江陵市 H24.7.12-17 韓国人成人のエネルギー

消費量測定研究の技術指

導及びセミナー参加 

西 信雄 国際産学連携セン

ター 

スイス・サンクトガ

レン 

H24.7.21-27 The 30th International 

Conference of the 

System Dynamics 

Society(第 30 回システ

ム・ダイナミクス学会国

際会議） 

三好 美紀 国際産学連携セン

ター 

オーストラリア・シ

ドニー 

H24.9.4-9.8 16th International 

Congress of 

Dietetics(第 16 回国際

栄養士会議）における学

会発表のため 
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千葉 剛 情報センター オーストラリア・メ

ルボルン 

H24.9.25-30 第 15 回 国際ＳＨＲシ

ンポジウムにて発表 

卓 興鋼 国際産学連携セン

ター 

中国・上海市 H24.9.25-10.2 伊藤園受託研究の実施

（研究実施計画書等の説

明・中国語訳、共同研究

者への受託、試験実施機

関での倫理審査申請、共

同研究打合せ等 

田中 茂穂 基礎栄養研究部 オーストラリア・シ

ドニー 

H24.10.28-11.5 4th International 

Congress o Physical 

Activity and Public 

Health(第４回国際身体

活動・公衆衛生学会）へ

の参加・発表 

西 信雄 国際産学連携セン

ター 

マレーシア・クアラ

ルンプール、コタ・

バル 

H24.11.11-11.17 平成２４年度フォローア

ップ事業共同研究「非感

染性疾患関連要因の地域

間格差：マレーシアと日

本の比較」に係る現地共

同研究者打ち合わせのた

め 

三好 美紀 国際産学連携セン

ター 

マレーシア・クアラ

ルンプール、コタ・

バル 

H24.11.11-11.17 平成２４年度フォローア

ップ事業共同研究「非感

染性疾患関連要因の地域

間格差：マレーシアと日

本の比較」に係る現地共

同研究者打ち合わせのた

め 

石見 佳子 食品保健機能研究

部 

ドイツ・フランクフ

ルト 

H24.12.1-12.8 第 34 回 コーデックス

会議 栄養・特殊用途食

品部会及び事前セミナー

に出席 

西 信雄 国際産学連携セン

ター 

中国・杭州 H25.3.7-3.9 WHO Collaborating 

Centre 申請に係る打ち

合わせ 

三好 美紀 国際産学連携セン

ター 

中国・杭州 H25.3.7-3.9 WHO Collaborating 

Centre 申請に係る打ち

合わせ 

瀧本 秀美 栄養疫学研究部 マレーシア・クアラ

ルンプール 

H25.3.25-3.27 NCDs 会議"The Role of 

Diet and Physical 

Activity in Combating 

NCDs"におけるシンポジ
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ウムへの招待演者として

の出席 
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8. 人事異動 
 
発令年月日 異動内容 氏  名 所属名（転入、転出先） 

    
H24.4.1 併任・併

任解除 
千村 浩 栄養疫学部長併任 栄養教育研究部長併任解除 栄養教育

研究部健康･栄養指導研究室長併任解除 
H24.4.1 併任 

 
宮地元彦 基礎栄養研究部長併任 健康増進研究部身体活動評価研究

室長併任 基礎栄養研究部主要栄養素研究室長併任 
H24.4.1 併任 石見佳子 食品保健機能研究部食品機能研究室長併任 

H24.4.1 併任解除 西 信雄 栄養疫学研究部国民健康・栄養調査研究室長併任解除 

H24.4.1 採用 瀧本秀美 栄養教育研究部長 

H24.4.1 併任 奧田奈賀子 栄養疫学研究部国民健康・栄養調査研究室長併任 

H24.4.1 配置換 田中茂穂 基礎栄養研究部エネルギー代謝研究室長 

H24.4.1 配置換 山田晃一 健康増進研究部身体活動評価研究室 

H24.4.1 配置換 山崎聖美 基礎栄養研究部主要栄養素研究室 

H24.4.1 配置換 大坂寿雅 基礎栄養研究部エネルギー代謝研究室 

H24.4.1 併任 中出麻紀子 栄養疫学研究部食事摂取基準研究室併任 

H24.4.1 採用 村上晴香 健康増進研究部運動ガイドライン研究室 
H24.4.1 採用 

（転入） 
新津幸義 事務部業務課長（事務部会計課長併任） 

H24.4.1 採用 
（転入）・

併任 

大津知彦 事務部庶務課庶務係長 事務部庶務課人事･給与係長併任 

H24.4.1 併任 西 信雄 大震災健康・栄養調査プロジェクト主査併任 
H24.4.1 併任 瀧本秀美 大震災健康・栄養調査プロジェクトプロジェクト研究員併任
H24.4.1 併任 宮地元彦 大震災健康・栄養調査プロジェクトプロジェクト研究員併任
H24.4.1 併任 笠岡宜代 大震災健康・栄養調査プロジェクトプロジェクト研究員併任
H24.4.1 併任 髙田和子 大震災健康・栄養調査プロジェクトプロジェクト研究員併任
H24.4.1 併任 窪田哲也 大震災健康・栄養調査プロジェクトプロジェクト研究員併任
H24.4.1 併任 三好美紀 大震災健康・栄養調査プロジェクトプロジェクト研究員併任
H24.4.1 併任 奧田奈賀子 大震災健康・栄養調査プロジェクトプロジェクト研究員併任
H24.4.1 併任 井上真理子 大震災健康・栄養調査プロジェクトプロジェクト研究員併任
H24.4.1 併任 野末みほ 大震災健康・栄養調査プロジェクトプロジェクト研究員併任
H24.4.1 併任 猿倉薫子 大震災健康・栄養調査プロジェクトプロジェクト研究員併任
H24.4.1 併任 中出麻紀子 大震災健康・栄養調査プロジェクトプロジェクト研究員併任
H24.4.1 併任 坪田 恵 大震災健康・栄養調査プロジェクトプロジェクト研究員併任
H24.4.1 併任 村上晴香 大震災健康・栄養調査プロジェクトプロジェクト研究員併任
H24.4.1 併任 吉村英一 大震災健康・栄養調査プロジェクトプロジェクト研究員併任
H24.6.1 併任解除 宮地元彦 基礎栄養研究部長併任解除 基礎栄養研究部主要栄養素研

究室長併任解除 
H24.6.1 昇任･併

任 
田中茂穂 基礎栄養研究部長に昇任 基礎栄養研究部エネルギー代謝

研究室長併任 基礎栄養研究部主要栄養素研究室長併任 
H24.7.1 併任解除 宮地元彦 健康増進研究部身体活動評価研究室長併任解除 
H24.7.1 採用 澤田 亨 健康増進研究部身体活動評価研究室長 
H24.7.5 併任 瀧本秀美 栄養教育研究部食育研究室長併任 
H24.7.5 配置換・

併任解除 
奧田奈賀子 栄養疫学部国民健康･栄養調査研究室長 栄養疫学部国民健

康･栄養調査研究室長併任解除  
H24.7.5 配置換 猿倉薫子 栄養教育研究部食育研究室 
H24.7.5 配置換･

併任解除 
野末みほ 国際産学連携センター国際栄養研究室 国際産学連携セン

ターWHO-CC 推進プロジェクトチーム併任解除 栄養疫学
研究室国民健康･栄養調査研究室併任解除 
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発令年月日 異動内容 氏  名 所属名（転入、転出先） 

H24.9.9 退職 
（転出）

金井雅利 理事（近畿厚生局） 

H24.9.11 採用 
（転入）

鈴木幸雄 理事 

H24.12.31 辞職 卓 興鋼 国際産学連携センター生物統計室長 
H25.1.1 併任 西 信雄 国際産学連携センター生物統計室長併任 
H25.1.1 採用 東泉裕子 食品保健機能研究部食品機能研究室 
H25.1.1 併任 瀧本秀美 栄養疫学研究部長併任 
H25.1.1 併任解除 千村 浩 栄養疫学部長併任解除 
H25.3.30 辞職 鈴木幸雄 理事（燕労災病院) 
H25.3.30 退職 

（転出）
千村 浩 研究企画評価主幹（社会保険診療報酬支払基金） 

H25.3.31 退職 熊江 隆 健康増進研究部主席研究員 
H25.3.31 辞職 窪田哲也 臨床栄養研究部栄養療法研究室長 
H25.3.31 退職 

（転出）
吉田光男 事務部長（大阪検疫所） 

H25.3.31 退職 
（転出）

渡邉靖之 事務部会計課契約管理係長（成田空港検疫所） 

H25.3.31 退職 
（転出）

高舘信行 事務部業務課調整係長（国立感染症研究所） 

H25.3.31 退職 
（転出）

吉越臣宏 事務部庶務課主事（国立感染症研究所） 

H25.3.31 退職 
（転出）

岡元英晃 事務部会計課主事（厚生労働省保険局保険課） 
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9. 特別研究員 
 

氏  名 所 属 部 期   間 
 

津田 治敏 食品保健機能研究部 H24. 4.1～25.3.31 

今井 絵理 栄養疫学研究部 H24. 4.1～25.3.31 

中江 悟司 健康増進研究部 H24. 4.1～25.3.31 

吉村 英一 栄養教育研究部 H24. 4.1～25.3.31 

 只石  幹 食品保健機能研究部 H24. 4.1～25.3.31 

吉澤 剛士 栄養疫学研究部 H24.6.1～25.3.31 

安食菜穂子 食品保健機能研究部 H24. 12.1～25.3.31 
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10. 名誉所員 
 

氏  名 授与年月日 在職当時の職名 

印南  敏 H 10.4.1 食品科学部長 
宮崎 基嘉 H 10.4.1 基礎栄養部長 
宇津木良夫 H 10.4.1 病態栄養部長 
山口 迪夫 H 10.4.1 食品科学部長 
市川 富夫 H 10.4.1 応用食品部長 
伊東 蘆一 H 10.4.1 老人健康・栄養部長 
板倉 弘重 H 10.4.1 臨床栄養部長 
池上 幸江 H 11.4.1 食品科学部長 
小林 修平 H 11.7.1 所長 
江指 隆年 H 12.4.1 応用食品部長 
澤  宏紀 H 13.4.1 所長 
戸谷 誠之 H 13.4.1 母子健康・栄養部長 
樋口  満 H 15.4.1 健康増進研究部長 
岡   純 H 16.4.1 応用栄養学研究部長 
増田 和茂 H 16.8.1 理事 
田中 平三 H 17.4.1 理事長 
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11. 客員研究員 
 

氏  名 所 属 部 期   間 研 究 内 容 

佐々木 敏 栄養疫学研究部 H24.4.1～25.3.31 栄養疫学研究 

由田 克士 栄養疫学研究部 H24.4.1～25.3.31 食事調査法の研究 

家光 素行 健康増進研究部 H24.4.1～25.3.31 生活習慣病一次予防に必

要な身体活動量・体力基準

値策定を目的とした大規

模介入研究 
真田 樹義 健康増進研究部 H24.4.1～25.3.31 生活習慣病一次予防に必

要な身体活動量･体力基準

値策定を目的とした大規

模介入研究 
田中 千晶 健康増進研究部 H24.4.1～25.3.31 子どもおよび成人におけ

る身体活動量 
引原 有輝 健康増進研究部 H24.4.1～25.3.31 二重標識水法ならびに三

次元加速度計を用いた子

ども（小学生から中学生）

の身体活動量の評価 
二見  順 健康増進研究部 H24.4.1～25.3.31 ヒューマンカロリメータ

ーによるエネルギー消費

量測定に関する研究 
吉武  裕 健康増進研究部 H24.4.1～25.3.31 高齢者の身体的自立に必

要な体力および身体活動

水準に関する研究 
福  典之 健康増進研究部 H24.4.1～25.3.31 生活習慣病一次予防に必

要な身体的活動量・体力基

準値策定を目的とした大

規模介入研究 
緑川 泰史 健康増進研究部 H24.4.1～25.3.31 エネルギー消費量の変動

要因に関する基礎的研究 
山元 健太 健康増進研究部 H24.4.1～25.3.31 生活習慣病一次予防に必

要な身体的活動量・体力基

準値策定を目的とした大

規模介入研究 
大島 秀武 健康増進研究部 H24.4.1～25.3.31 加速度計を用いた身体活

動量の評価に関する研究 
大森 豊緑 健康増進研究部 H24.4.1～25.3.31 効果的な健康づくり手法

の研究開発 
田畑 泉 健康増進研究部 H24.4.1～25.3.31 身体活動・運動と健康増進

について 
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氏  名 所 属 部 期   間 研 究 内 容 

稲山 貴代 健康増進研究部 H24.4.1～25.3.31 車椅子利用者の身体活動

量評価手法の開発に関す

る基礎的検討 
大河原 一憲 健康増進研究部 H24.4.1～25.3.31 ヒトのエネルギー代謝の

変動要因について 
森田 明美 健康増進研究部 H24.4.4～25.3.31 地域在住コホートを用い

た、生活習慣病に関する予

防対策立案のための栄養

疫学研究 
塚本 浩二 健康増進研究部 H24.9.1～25.3.31 労働者を対象とした、身体

活動量および体力と生命

予後および生活習慣病罹

患に関する運動疫学研究 
岡本 隆史 健康増進研究部 H24.9.1～25.3.31 労働者を対象とした、身体

活動量および体力と生活

習慣病罹患に関する運動

疫学研究 
中田 由夫 健康増進研究部 H24.9.1～25.3.31 身体活動量および体力と

生活習慣病罹患に関する

運動疫学研究 
岡 浩一郎 健康増進研究部 H24.12.1～25.3.31 身体活動と健康づくりに

関する行動疫学研究 
井上 茂 健康増進研究部 H25.1.1～25.3.31 身体活動と健康づくりに

関する行動疫学研究 
門脇 孝 臨床栄養研究部 H24.4.1～25.3.31 各栄養素摂取量と遺伝子

多型の相互作用の検討・基

礎代謝に影響を与える遺

伝素因の研究 
門脇 弘子 臨床栄養研究部 H24.4.1～25.3.31 肥満・糖尿病予防と治療の

ために食後高血糖の改善

を得る食事内容の確立 
野田 光彦 臨床栄養研究部 H24.4.1～25.3.31 メタボリックシンドロー

ムにおける栄養摂取と膵

島の代謝・インスリン分泌

の関連に関する研究 
江﨑 治 基礎栄養研究部 H24.4.1～25.3.31 日本人糖尿病患者に於け

る食事運動量の評価のた

めの予備的研究 
太田 篤胤 食品保健機能研究部 H24.4.1～25.3.31 食品中の保健機能成分の

探索と有用性評価 
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氏  名 所 属 部 期   間 研 究 内 容 

呉   堅 食品保健機能研究部 H24.4.1～25.3.31 食品機能性成分が骨代謝、

脂質代謝に与える影響に

関する研究 
亀井 康富 食品保健機能研究部 H24.4.1～25.3.31 骨格筋の遺伝子発現調節

に焦点をおいた生活習慣

病の分子機構解明 
高橋真由美 食品保健機能研究部 H24.4.1～25.3.31 日本人糖尿病患者に於け

る食事、運動量の評価のた

めの予備的研究 
山田 和彦 食品保健機能研究部 H24.4.1～25.3.31 食品の栄養表示・健康表示

に関する調査研究 
矢野 友啓 食品保健機能研究部 H24.4.1～25.3.31 食品機能性成分安定化に

よる生活習慣病予防に関

する研究 
山本 祐司 食品保健機能研究部 H24.4.1～25.3.31 生活習慣病におけるレチ

ノール結合タンパク質の

動態解析 
王 新祥 食品保健機能研究部 H24.4.1～25.3.31 骨粗鬆症の予防･治療を目

的とした天然素材の検索

に関する研究 
梅國 智子 情報センター H24.4.1～25.3.31 Ｗｅｂ上の栄養情報教育

に関する研究 
橋本 洋子 情報センター H24.4.1～25.3.31 サプリメントの利用に関

する調査研究 
三浦 進司 情報センター H24.4.1～25.3.31 運動による生活習慣病予

防効果に関する調査･研究

溝上 哲也 国際産学連携センター H24.4.1～25.3.31 アジアにおける栄養疫学

の推進 
水野 正一 国際産学連携センター H24.4.1～25.3.31 生物統計的側面からの栄

養疫学的研究 
中谷 友樹 国際産学連携センター H24.4.1～25.3.31 アジア･太平洋諸国におけ

る栄養、身体活動の評価に

おけるサンプル代表性 
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12. 協力研究員 
 

氏  名 所 属 部 期   間 研 究 内 容 

細川 裕子 栄養疫学研究部 H24.4.1～25.3.31 メタボリックシンドロームを

対象とした実食型フードモデ

ルの有効性の検討 
菊池 有利子 栄養疫学研究部 H24.4.1～25.3.31 栄養士に関する日米比較研究

黒谷 佳代 栄養疫学研究部 H24.4.1～25.3.31 糖尿病と食生活要因との関連

の研究 
平子 哲史 栄養疫学研究部 H24.4.1～25.3.31 食事摂取基準の根拠に資する

研究 
片山 利恵 健康増進研究部 

 
H24.4.1～25.3.31 生活習慣病一次予防に必要な

身体活動量・体力基準値策定

を目的とした大規模介入研究

河野 寛 健康増進研究部 
 

H24.4.1～25.3.31 生活習慣病一次予防に必要な

身体活動量・体力基準値策定

を目的とした大規模介入研究

安田 剛 健康増進研究部 H24.4.1～25.3.31 フィットネスクラブにおける

サービス・プログラム開発に

おける指導･研究 
島田 美恵子 健康増進研究部 H24.4.1～25.3.31 生活習慣病一次予防に必要な

身体的活動量・体力基準値策

定を目的とした大規模介入研

究 
高山 光尚 健康増進研究部 H24.4.1～25.3.31 生活習慣病一次予防に必要な

身体的活動量・体力基準値策

定を目的とした大規模介入研

究 
大森 由実 健康増進研究部 H24.4.1～25.3.31 生活習慣病一次予防に必要な

身体的活動量・体力基準値策

定を目的とした大規模介入研

究 
荒尾 裕子 健康増進研究部 H24.4.1～25.3.31 生活習慣病予防に対する保健

指導（特に運動・身体活動増

加）の効果に関する研究 
高崎 尚樹 健康増進研究部 H24.4.1～25.3.31 生活習慣病改善のための保健

指導（特に運動に主眼を置く）

に関する、実施方法・事業推

進手法に関する調査・研究 
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氏  名 所 属 部 期   間 研 究 内 容 

濱崎 秀祟 健康増進研究部 H24.4.1～25.3.31 生活習慣病と運動療法の効果

について 
森本 友紀恵 健康増進研究部 H24.4.1～25.3.31 特定健診・保健指導に関する

研究 
丸藤 祐子 健康増進研究部 

 
H24.4.1～25.3.31 生活習慣病一次予防に必要な

身体的活動量・体力基準値策

定を目的とした大規模介入研

究 
鎌田 真光 健康増進研究部 H25.1.1～25.3.31 身体活動と健康づくりに関す

る疫学研究 
松下 由実 臨床栄養研究部 H24.4.1～25.3.31 各栄養素摂取量と遺伝子多型

の相互作用の検討・基礎代謝

に影響を与える遺伝素因の研

究 
眞鍋 一郎 臨床栄養研究部 H24.4.1～25.3.31 エネルギー代謝の分子機構 

別所 京子 栄養教育研究部 H24.4.1～25.3.31 エネルギー消費量に関する研

究 
上野 優子 栄養教育研究部 

 
H24.4.1～25.3.31 エネルギー消費量の評価につ

いて 
朴 鐘薫 栄養教育研究部 H24.4.1～25.3.31 エネルギー消費量の評価につ

いて 
白井 怜子 栄養教育研究部 H24.7.1～25.3.31 良好な妊娠転帰を目指した妊

婦への食生活指導介入研究 
鈴木 洋子 基礎栄養研究部 H24.4.1～25.3.31 視床下部性肥満動物の病態に

関する研究 
角田 伸代 基礎栄養研究部 H24.4.1～25.3.31 脊髄損傷者の体組成把握を目

指したインピーダンス法の応

用に関する研究 
三宅 理江子 基礎栄養研究部 H24.10.1～25.3.31 成人に於けるエネルギー代謝

の変動要因 
千葉 大成 食品保健機能研究部 H24.4.1～25.3.31 柑橘系フラボノイドに着目し

た骨粗鬆症予防に関する研究

東泉 裕子 食品保健機能研究部 H24.4.1～24.12.31 閉経期女性の骨の健康に対す

る日本とニュージーランドの

機能性食品の併用効果に関す

る研究 
永田 純一 
 
小板谷 典子 

食品保健機能研究部 
 
食品保健機能研究部 

H24.4.1～25.3.31 
 
H24.4.1～25.3.31 

食品に含まれる機能性成分の

評価･検討 
閉経期女性における骨粗鬆症

の予防に関する研究 
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氏  名 所 属 部 期   間 研 究 内 容 

南里 明子 国際産学連携センター H24.4.1～25.3.31 ビタミン D と慢性疾患に関す

る疫学研究 
武田 和歌子 国際産学連携センター H24.4.1～25.3.31 成人病の肥満予防として「共

食」の効果とその社会文化的

ドメインの日韓比較 
 




